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は じ め に 

 

関東信越厚生局は、国民のより身近なところで、国民生活の安全と

安心などを担う厚生行政の政策実施機関として、医療、医薬品・医療

機 器 、 食 品 衛 生 、 健 康 危 機 管 理 、 年 金 、 福 祉 介 護 、 人 材 養 成 、 麻 薬

取 締 な ど の 業 務 を 担 っ て お り ま す 。  

我 が 国 で は 、 少 子 高 齢 化 の 進 行 に 伴 う 人 口 減 少 社 会 の 到 来 、 生 活

習 慣病の増加や地域社会の変化など、国民を取り巻く環境が変化し、

大 き な 転 換 期 を 迎 え て い る 中 、 厚 生 行 政 に 対 す る 国 民 の 期 待 や そ の

果 た す べ き 役 割 は 、 従 来 に も 増 し て 大 き く な っ て お り 、 厚 生 行 政 の

政策実施機関として任務を遂行していく重要性を更に強く感じている

ところです。 

こ の よ う な 中 、 関 東 信 越 厚 生 局 に お い て は 、 当 局 の 業 務 が 国 民 に

より身近な行政サービスを提供するという特質に鑑み、国民の皆様の

行 政 サ ー ビ ス に 対 す る ニ ー ズ の 高 度 化 ・ 多 様 化 に 適 確 に 応 え 、 行 政

サービスの質の更なる向上を目指すため、本年１月に基本理念や職員

行動規範、２月には業務改善推進計画を策定し、職員が一丸となって

業務に邁進し、業務の改善にも取組んでいます。 

ま た 、 平 成 ２ ０ 年 か ら ２ １ 年 に わ た り 行 わ れ た 社 会 保 険 庁 改 革 に

伴 う 組 織 の 再 編 で は 、 保 険 医 療 機 関 等 に 対 す る 指 導 監 査 部 門 の 移 管

（平成２０年１０月）を踏まえ、医療法・健康保険法等を含む総合的

な医療行 政 の 推 進 を 目 指 す と と も に 、 公 的 年 金 制 度 の 管 理 運 営 業 務

の 移 管 （ 平 成 ２ ２ 年 １ 月 ） を 踏 ま え 、 国 民 に 信 頼 さ れ る 年 金 事 務 の

遂 行 に 努めております。 

関 東 信 越 厚 生 局 は 、 関 東 ・ 甲 信 越 地 区 １ 都 ９ 県 （ 茨 城 県 ､栃 木 県 ､

群馬県 ､埼玉県 ､千葉県 ､東京都 ､神奈川県 ､新潟県 ､山梨県 ､長野県）を

管轄区域としておりますが、今後とも関東甲信越地域における、身近

な 行 政 機 関 と し て 、 時 代 の 変 化 に 即 応 し た 社 会 保 障 政 策 を 実 施 す る

と と も に 、 将 来 に わ た り 国 民 の 皆 さ ま の 健 康 で 安 全 ・ 安 心 な 暮 ら し

を 支えていきたいと考えておりますので、関係各位のご理解、ご協力

を賜りますようお願い申し上げます。 



本 書 は 、 平 成 ２ １ 年 度 に 関 東 信 越 厚 生 局 が 実 施 し た 業 務 に つ い て

ま と め た も の で す が 、 今 回 の 組 織 再 編 等 を 機 に 、 業 務 内 容 の 説 明 に

加 え 、 業 務 の 遂 行 に あ た っ て の 計 画 と 実 績 を 、 図 表 や 流 れ 図 な ど も

用いながら、できるだけ一般国民の皆様にも分かりやすく取りまとめて

おります。 

本書が、国民の皆様や、自治体をはじめ多くの関係団体の皆様方に、

関東信越厚生局の業務や厚生行政について、関心と理解を一層深めて

いただく一助となれば幸いです。 

 

平成２２年７月 

 

厚生労働省関東信越厚生局長 

鶴田 憲一 
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関東信越厚生局の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

１ 地方厚生局の概要 
地方厚生局は、中央省庁等改革基本法に基づき、国民のより身

近なところで、国民生活の安全と安心などを担う厚生行政の政策

実施機関として、平成１３年１月６日に設置されたブロック機関

です。 

平成１５年４月の健康福祉部の設置、平成１６年４月の国立病

院等事務の独立行政法人国立病院機構への引き継ぎ、さらには、

社会保険庁改革に伴う平成２０年１０月の保険医療機関・保険薬

局への指導監査等の事務移管、平成２２年１月の年金関係業務等

の移管といった組織再編を経て、現在の体制になっています。 

 

 

 

 
 

 

なお、関東信越厚生局の管轄区域は、茨城県、栃木県、群馬県、

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県及び長野県

の１都９県となっています。 

 

 

 

 

厚生労働省（本省）
〔政策の企画立案〕

地 方 厚 生 局 【７局１支局１支所】〔政策実施機関〕

旧厚生省 地方医務局 地区麻薬取締官事務所 地方社会保険事務局

政策の
一体的
な実施

国民全体を支える施策、個人・世帯を支える施策の実施

○国民生活の安全・安心の確保 ○国民の福祉を高める ○社会保障制度の維持、適正実施

・医師・歯科医師の臨床研修制度の適正な実施
・医師等の医療過誤等の調査、当該医師等の再教育
・医師、歯科医師等の国家試験の実施
・厚生年金基金等に係る許認可
・確定拠出年金および確定給付企業年金に係る承認
・医療観察法に基づく対象者の移送
・麻薬、覚せい剤等の取締

・市町村の介護保険事務に対する指導
・都道府県等の障害者自立支援業務の指導
・生活保護制度に係る法施行事務指導
・児童扶養手当制度に係る法施行事務指導
・地域医療確保（医師確保対策）の支援
・医療構造改革の推進を支援
・地方自治体向け補助金、交付金の執行

・保険医療機関等の指導・監査
・社会保険診療報酬支払基金の指導監督
・健康保険組合の指導監督
・食品等の登録検査機関の登録・監視指導
・各種養成施設(所)（３６種）の指定・指導
・医療監視、薬事監視
・医療法人、社会福祉法人の指導監督
・消費生活協同組合の監査指導
・介護保険の地域密着型サービス事業者の指導
・健康増進法に基づく虚偽誇大広告等の監視

国民のニーズに即した直轄事業 事業者等の指導監督 地方自治体の支援・連携

衛生・福祉分
野の許認可、
監視・監査業
務など

移
管

移
管

保険医療指導監
査業務・年金業
務など

（平成20年10月・平成22年1月）
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関東信越厚生局では、国民に身近な社会保障政策の実施機関と

して、上記のような多様な業務を行っています。   

国民の安全､安心を
支える
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２ 組織体制（平成２２年 1 月～） 
 

 
 

※ 所在地、連絡先は、１２６ページに記載しています。 

局 長

総務管理官

健康福祉部長

指導総括管理官

総 務 課

企画調整課

年金指導課

年金調整課

健康福祉課

指導養成課

医 事 課

食品衛生課

保 険 課

年 金 課

管 理 課

医 療 課

福祉指導課

指導監査課

茨 城 事 務 所

特別指導管理官

麻薬取締部長

特別指導第一課

特別指導第二課

調査総務課

捜査企画情報課

捜査第一課

捜査第二課

国際情報課

鑑 定 課

横浜 分 室

情 報 官

社会保険審査官

特別捜査課

神奈川事務所

栃 木 事 務 所

群 馬 事 務 所

千 葉 事 務 所

東 京 事 務 所

新 潟 事 務 所

山 梨 事 務 所

長 野 事 務 所
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第Ⅰ章 重点実施事項等 
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１ 組織再編への対応 
⑴ 平成２２年１月の組織再編  

平成１８年６月に成立した「健康保険法等の一部を改正する法

律」により、それまで社会保険庁が所管していた政府管掌健康保

険事業を新たな非公務員型の公法人（全国健康保険協会）が行う

こととされました。 

これを受け、平成２０年１０月には、「全国健康保険協会」の

設立に合わせ、社会保険事務局で行われていた保険医療機関の指

導監督業務等が地方厚生局に移管され、地方厚生局における組織

再編が行われました。 

また、平成１９年６月に成立した「日本年金機構法」により、

公的年金に係る財政責任・運営責任は国が担いつつ、事業運営に

関する業務を新たな非公務員型の公法人（日本年金機構）が行う

こととされました。 

これを受けて、平成２２年１月には、「日本年金機構」の設立

に伴い、社会保険事務局で行っていた一部の年金業務等が地方厚

生局に移管され、地方厚生局における組織再編が行われました。 

 

⑵ 局内の対応  

関東信越厚生局では、平成２２年１月の業務移管にあたり、管

内社会保険事務局の現状把握・問題点の整理・分析等を通じ、業

務が円滑に移管されるよう、平成２１年５月に「組織再編プロジ

ェクトチーム」を設置し対応することとしました。 

また、プロジェクトチームにおける具体的な検討や作業は、４

つのワーキングチーム（年金指導課ＷＴ、年金調整課ＷＴ、社会

保険審査官ＷＴ、総務関係ＷＴ）を設置して行いました。 
 

（参  考）  

廃止

日本年金機構

関東信越厚生局

平成２２年１月～

社会保険庁

～平成２１年１２月

厚生労働省・財政責任･運営責任

・認可･報告等

・公的年金の運営業務
（適用・徴収・記録管理・

相談・裁定・給付等）

関東信越厚生局

厚生労働本省
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２ 業務計画の策定 
関東信越厚生局では、それまでの ①局全体の業務進捗管理がな

されていない、②行政サービス向上の意識が不十分である といっ

た課題に対応するため、平成２１年度より、業務計画の策定による

業務の目標・進捗管理手法の導入を図ってきました。 

２１年度の業務計画については、①各課内で協働して作成し、計

画・目標の共有化を図るとともに、②局内統一の様式により、基本

方針の明確化、懸案課題への対応方針の明確化、所掌事務別の業務

目標・計画の明確化、実績の記録化による進捗状況の明確化を図り、

また、③四半期毎の局内ヒアリングによる進捗管理、④ヒアリング

結果の局内での共有化も図ることとしました。 
 

 

 

（参考）  

 

 

 
 

  

 

｢｢業業務務計計画画｣｣ににおおけけるるＰＰＤＤＣＣＡＡササイイククルル  

第１･四半期 第２･四半期 

①業務計画作成 

Plan 
企画立案 

②業務の遂行 

③課の評価

Check
評価 

④見直し策

⑤業務計画見直し
Plan 
企画立案 

Do 
実施 

Do 
実施 

Action
改善 
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３ 基本理念等及び業務改善推進計画の策定 
関東信越厚生局では、国民の行政サービスに対するニーズの高度

化、多様化に的確に応え、行政サービスの質の更なる向上を目指し

ていくため、平成２１年９月３０日に「関東信越厚生局ビジョン策

定委員会」を設置し、「基本理念・職員行動規範・キャッチフレーズ」、

「業務改善推進計画」を策定することとしました。 

この策定にあたっては、委員会における検討のみでなく、若手職

員を中心としたチームを設置して検討を進めるとともに、局内の全

職員から意見を募集するなど、局内全体を巻き込んだ議論の末、平

成２２年１月２６日に基本理念等をまとめるとともに、平成２２年

２月２２日に業務改善推進計画（平成２１年度版）をまとめました。 

 

 

関東信越厚生局「基本理念･職員行動規範･キャッチフレ－ズ」 

平 成 ２ ２ 年 １ 月 ２ ６ 日 決 定 

関東信越厚生局ビジョン策定委員会 

 

○ 基本理念  

私たち関東信越厚生局は、 

地域社会の身近な行政機関として、 

厚生労働省と地域社会の架け橋の役割をはたしつつ、 

時代の変化に即応した社会保障政策をおこない、 

将来にわたり国民のみなさまの健康で安全・安心なくらしをささえます。 
 

○ 職員行動規範  

私たち関東信越厚生局職員は、厚生労働省の「行動指針」をふまえつつ、 

厚生労働省と地域社会との架け橋の役割をはたすため、 

○ 地域社会のみなさまの声に十分に耳をかたむけます。 

○ 行政サ－ビスの点検や見直しをおこない、その向上につとめます。 

○ 行政情報を積極的に発信してまいります。 

また、地域社会をささえるために、厚生行政の担い手として、 

○ 公正・中立な立場で職務を遂行いたします。 

○ 法令を遵守し、責任のある行動をいたします。 

○ 自己研鑽にはげみ、自らの向上心を高めます。 
 

○ キャッチフレ－ズ  

ひと、くらし、みらいのために 

 

ホームページのアドレス： 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/news/documents/kihonrinen.pdf
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第Ⅱ章 業務概況（計画と実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



総務課 
 

１．情報公開・個人情報保護等の推進 

（１）情報公開について 

① 概要 

政府の諸活動に係る説明責任が全うされるようにするとの考え方を基本

に、何人も国の行政機関の保有する行政文書の開示を求めることができる権

利を定めた「行政機関の保有する情報の公開に関する法律（行政機関情報公

開法）」に基づき、関東信越厚生局においても、保有する行政文書について

開示請求があった場合は、不開示情報として規定された６つの類型（※１）

に該当するもの以外の情報を開示することとしています。 

 
※ １  不 開 示 情 報 とし て 規 定 さ れ た ６ つの 類 型  

➊  個 人 に 関 す る 情報  

➋  法 人 等 に 関 す る情 報  

➌  国 の 安 全 等 に 関す る 情 報  

➍  公 共 の 安 全 等 に関 す る 情 報  

➎  審 議 、 検 討 等 に関 す る 情 報  

➏  行 政 事 務 ・ 事 業に 関 す る 情 報  

 

② 実績 

 

 

開示請求  

件 数     

開   示   結   果  

開 示 （ 部 分 開 示 含 ）  不開示  取り下げ  

１８年度       １４        １６          １           

１９年度       １３        １０          １           

２０年度     ６５５      ６３１        １３          １  

２１年度   １，２０６    １，１８０        １５          ５  

 

（２）個人情報保護への対応について 

① 概要 

行政機関における個人情報の取扱いに関する基本的事項を定めることに

より、行政の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護するこ

とを目的とした「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」（行政

機関個人情報保護法）に基づき、関東信越厚生局においても、保有する個人

情報について開示請求があった場合は、不開示情報として規定された７つの

類型（※１）に該当するもの以外の情報を開示しています。 

 
※ １  不 開 示 情 報 とし て 規 定 さ れ た ７ つの 類 型  

➊  生 命 、 健 康 、 生活 又 は 財 産 を 害 す るお そ れ が あ る 情 報  

➋  開 示 請 求 者 以 外の 個 人 に 関 す る 情 報  

➌  法 人 等 に 関 す る情 報  

➍  国 の 安 全 等 に 関す る 情 報  

➎  公 共 の 安 全 等 に関 す る 情 報  

➏  審 議 、 検 討 等 に関 す る 情 報  

➐  行 政 事 務 ・ 事 業に 関 す る 情 報  
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② 実績 

平成21年度 5件 

 

（２）公益通報者の保護について 

① 概要 

公益通報をしたことを理由とする公益通報者の解雇の無効等並びに公益

通報に関し事業者及び行政機関が取るべき措置を定めることにより公益通

報者の保護を図るとともに、国民の生命、身体、財産、その他の利益の保護

にかかわる法令の規定の遵守を図り、もって国民生活の安定及び社会経済の

健全な発展に資することを目的とした「公益通報者保護法」に基づき、関東

信越厚生局では、公益通報窓口を設置し、内部職員及び外部の労働者からの

公益通報の受付を行っています。 

 

② 実績 

平成21年度 該当なし 

 

２．国家試験の実施 

（１）概要 

 各種国家資格等に関する業務については、資格者の実施する行為が国民の生

命身体に直接影響を与えるものであり、全国一律の能力を担保する必要から、

国（厚生局）において実施しています。 

 

（２）実績 

   平成２１年度において、１２職種（※）の国家試験を実施しました。 

      国家試験は各法律、施行令、施行規則等に基づき実施されます。 

総務課において、 

① 受験願書等受付（受付処理、受験願書等の内容審査、受験番号の設定、

受験票の交付） 

② 試験の実施（試験会場の確保、試験会場の整備、試験当日の運営） 

③ 受験資格の確認（卒業証明書、実習終了証明書等） 

④ 合格発表 

  の業務を担当しています。 

   受験地（会場）は、医師・歯科医師は東京都・新潟県において、それ以外

の試験は東京都において大学の教室を借用し実施しています。     

      
    ※ １２職種 

医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、診療放射線技師、 

臨床検査技師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、薬剤師、 

管理栄養士 
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３．国民の皆様からのご意見・ご要望・ご質問について  

  国民の皆様から頂いた「ご意見・ご要望・ご質問」につきまし

ては、今後の厚生労働行政の参考とさせていただくため、 下記の

ホ－ムページアドレスで募集しています。（原則として回答はいた

しません） 

  国民の皆様からのご意見・ご要望・ご質問について  

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/goiken/

index.html  

 

11

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/goiken/index.html
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/goiken/index.html


企画調整課 
  

１．局の総合的な企画及び立案に関する業務について 

    企画調整課では、局の総合的な企画及び立案を所掌しています。  

    このため、係る業務について、本省との連絡調整や局内の取りまとめや

調整等を行っています。 

また、第Ⅰ章の重点事項にも掲載している、組織再編プロジェクトチーム、

局の業務計画、ビジョン策定委員会といった、局内横断的な取り組みに係る、

局内調整や取りまとめなど、事務局としての役割も担っています。 

局内の多種多様な業務が円滑かつ確実に遂行されるよう、引き続き、対外的

な調整や局内の取りまとめなどに努めることとしています。 

 

○ ２１年度に企画調整課が事務局を担った主な業務 

１ 組織再編への取り組み（組織再編プロジェクトチーム） ５㌻参照 

２ 局の業務計画  ６㌻参照 

３ 基本理念等の策定（ビジョン策定委員会） ７㌻参照 

４ 業務改善推進計画の策定（ 同上  ） ７㌻参照 

 

２．関東信越地方社会保険医療協議会の運営について 

（１）制度の概要 

社会保険医療協議会法（昭和25年法律47号）に基づき、中央には「中

央社会保険医療協議会」が、地方には、「地方社会保険医療協議会」が

設置されており、「地方社会保険医療協議会」については、全国８ブロ

ックに設置されている地方厚生（支）局ごとに設置されています。 

 

① 協議会の所掌事務 

同法第２条第２項の規定により「保険医療機関及び保険薬局の指定

及び指定の取消し並びに保険医及び保険薬剤師の登録の取消しにつ

いて、厚生労働大臣の諮問に応じて審議し、及び文書をもつて答申す

るほか、自ら厚生労働大臣に、文書をもつて建議することができる。」

と定められています。 

 

② 協議会の組織 

 審議内容により「保険医療機関及び保険薬局の指定の取消し並びに

保険医及び保険薬剤師の登録の取消し」などを審議する「総会」と「保

険医療機関及び保険薬局の指定（総会の審議事項を除く）」を審議す

る「部会」で構成され、定数はそれぞれ２０名と８名です（※）。な

お、部会については関東信越地方社会保険医療協議会議事規則第７条

１項の規定により、都道府県ごとに部会を置くことができ、管内１都

９県に設置されています。(※)法第３条第１項各号に定められた代表  
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保 険 医

医師・歯科医師

保険薬剤師
薬 剤 師

保険医療機関

病院・診療所

歯科診療所

保険薬局

薬 局

厚生労働大臣

（地方厚生（支）局長）

（部会）

（総会）

再指定、指定の拒否、

一部指定、指定変更

の場合

指定の場合

登録の拒否の場合

登録の場合
②登録

③指定

③再指定、指定
の拒否、一部指
定、指定変更

③登録の拒否

地方社会保険
医療協議会

①指定申請

②諮問・答申

②諮問・答申

①登録申請

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

③ 協議会の構成員 

総会審議のみに参画する委員２名、総会及び部会の審議に参画する

委員１８名と、原則として部会審議にのみ参画し事案により総会審議

に参画する臨時委員６２名の計８２名です（平成２２年３月末現在）。  

 

 （２）業務内容 

企画調整課及び関東信越厚生局管内の各都県の事務所（埼玉県につ

いては指導監査課。以下同じ）が、それぞれ総会と部会の庶務を担当

しています。  

具体的には、関東信越地方社会保険医療協議会会長（又は会長から

付託を受けた部会長）との調整を行ない、委員（総会に参画する臨時

委員を含む）への総会（部会）開催前後での事務手続きまでを行なっ

ています。 

        また、委員及び臨時委員の改選に関する事務も行っています。なお、地方 

    社会保険医療協議会委員及び臨時委員の任期は２年とし、１年ごとに 

    その半数を任命することとなっています（法第４条第１項）。 

 

（３）実績 

 ① 総会 

     総会は、保険医療機関及び保険薬局の指定及び指定の取消し等を審議 

    するため開催する外、法第６条において「正当な理由がある場合を除い 

    ては、六月に一回以上開かなければならない」とされています。 

         平成２１年度では、審議事案発生の可能性を考慮し、年度当初の計画 
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    で 概ね四半期に一度開催を見込んでいました。 

   【開催状況】 

平成２１年度には、審議事案の発生が当初計画と異なり総会を２回

開催しました。  

総会の開催概要は以下のとおりです。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、議事要旨等は、関東信越厚生局のホ－ムペ－ジ（http://kous

eikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/gyomu/shakaihoken_kyogi

/sokai/index.html）に掲載しています。 

 

     ② 部会 

 関東信越厚生局管内の各都県の事務所では、指定申請を随時受理して 

 おり、これに対応するため、部会の開催も毎月１回開催を予定し、平成 

 ２１年度は全部会（管内１０部会）が計画通り毎月開催しました。 

    

    （ア）開催状況 

             管内１０部会とも、平成２１年４月から平成２２年３月まで（主

に平成２１年５月から平成２２年４月指定分）の各月について開

催し、保険医療機関の指定を審議しました。平成２１年度に管内

１０部会で審議された保険医療機関等の数は以下のとおりです。 

 医科 歯科 薬局 

新規指定 指定更新 新規指定 指定更新 新規指定 指定更新 

審議件数 1,683 3,678 1,162 3,374 1,290 1,891 

 

   （イ）部会ごとの指定状況 

部会の答申を得て各都県の事務所が指定した件数は、第Ⅳ章資

料・デ－タ集を参照ください（企画調整課関係「関東信越地方社

会保険医療協議会部会ごとの保険医療機関及び保険薬局の指定状

況」）。 

 

 ③ 改選について 

      平成２１年１０月の半数改選のため、関係の団体に推薦の依頼を行い、内 

        申の手続きを行うとともに、平成２１年１０月１日付で４１名（委員１０ 

       名、臨時委員３１名）に対し委嘱を行いました。 
 

 

 

審議を行なった事項 

答申件数 
保険医 
療機関 保険医 

第三回総会 

（H21.8.19開催） 

・保険医療機関の指定の取消し及び保

険医の登録の取消し 

 

１件 

 

１名 

第四回総会 

（H21.10.21開催） 

・保険医療機関の指定の取消し及び保

険医の登録の取消し  

 

１件 

 

１名 
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３．医療安全に関する取り組みの普及及び啓発について 

（１）制度の概要 

医療は、私たちが安心して健康に暮らす上で欠かすことができないものです。 

一方、医療事故は相次いで発生しており、場合によっては、死亡などの不幸

な結果につながるものもあります。医療の安全を確保することは、とても重要

な課題です。 

厚生労働省においては、医療の安全を確保するため、有識者からなる検討会

における検討や意見募集に寄せられた意見を踏まえながら、医療事故を調査・

評価する仕組みについて検討しています。 

   

（２）業務内容 

当局では、医療事故を調査・評価する仕組みの創設に向けた取り組み状況の

周知及び都県ごとの協力体制を構築するなどの環境整備等を行っています。 

 

（３）実 績 

① 地域説明会（シンポジウム）の開催 

医療事故を調査・評価する仕組みについて、広く国民の皆様に知っていた

だき、意見の醸成を図ることを目的としたシンポジウム（パネルディスカッ

ション、講演等）を開催しました。 

ア 日時 

平成２１年１０月２５日（日）１３：３０～１６：３０ 

イ 会場 

川口駅前市民ホール「フレンディア」 

（埼玉県川口市川口１－１－１ キュポ・ラ本館棟４階） 

ウ プログラム 

・我が国の医療安全における、この 10 年間の歩み 

 塚原 太郎  厚生労働省大臣官房参事官 

・特別講演 医療事故を調べる ～新たな仕組みは必要なの？～ 

岩 本  裕 氏 ＮＨＫ解説委員／週刊こどもニュースお父さん役 

・パネル討議 テーマ わたしたちが新たな仕組みに期待すること 

＜コーディネーター＞ 

岩 本  裕 氏 ＮＨＫ解説委員／週刊こどもニュースお父さん役 

＜パネリスト＞ 

豊田 郁子 氏  医療の良心を守る市民の会 

菅俣 弘道 氏  医療事故市民オンブズマン・メディオ 

西 田  博 氏  東京女子医科大学心臓血管外科 

エ 参加者数 

１５６人 

 

② その他、医療安全に資する協力体制の構築等の環境の整備 

医療事故死の原因究明・再発防止に役立てる新しい仕組みについて、各地

域の医療従事者及び関係者間における意見交換会を開催するなどの取り組み

を行いました。 

ア 医療安全に係る新潟県意見交換会  平成２１年７月１日開催 
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イ 医療安全に係る長野県意見交換会  平成２１年９月３日開催 

 
４．医療構造改革について 

    （１）制度の概要 

    国民皆保険を維持し、将来にわたって持続可能な医療保険制度を構築するた

めには、治療を重視した医療から、疾病の予防を重視した保健医療への転換を

図るとともに、医療提供体制、医療保険制度等の在り方等にまで踏み込んだ見

直しを行うなど、抜本的な医療構造改革が必要です。 

    平成１８年６月に成立した医療構造改革関連法は、これらのために制度的改

正が必要な内容を盛り込んだものであり、今後数年をかけて段階的に実施する

こととしています。 

    医療構造改革に係わる都道府県の役割としては、地域の実情を踏まえた医療

費適正化計画の策定及び関連する三計画（健康増進計画、医療計画、介護保険

事業支援計画）の見直しを総合的・一体的に進めるとともに、各種施策のコー

ディネート、様々な関係者との調整等を果たしていくことが求められています。 

 

   （２）業務内容 

   関東信越厚生局においては、管内都県に対して、制度の円滑かつ適切な実施

が行われるよう必要な助言等を行っています。 

    なお、平成２２年度は５年計画の中間年として、中間評価が行われることに

なっています。 
 

    （３）実績 

    ① 医療費適正化計画（平成２０年度策定計画） 

      都道府県が策定する医療費適正化計画においては、国の定める参酌標準

に即して医療費適正化のための目標を定め、その実現に向けた施策を明ら

かにする必要があることから、管内都県に対する各種の情報提供等を行い 

     ました。 

 

    ② 健康増進計画（平成２０年度策定計画） 

          特定健診及び特定保健指導の実施率、メタボリック症候群の改善に向け

た目標等を定めて必要な施策を講じるよう、管内都県に対する各種の情報

提供等を行いました。 

 

    ③ 医療計画（平成２０年度策定計画） 

          ４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）及び５事業（救急医療、

災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）について、関係者と協議

の上、地域の医療連携体制を構築し、地域の実情に応じた各医療機関の機

能分担及び連携の状況を医療計画に明らかにした上で必要な施策を講じ

るよう、管内都県に対する各種の情報提供等を行いました。 

 

    ④ 介護保険事業支援計画（平成２１年度策定計画） 

           療養病床再編等を踏まえつつ、地域実情に応じた第４期介護保険事業支

援計画が策定されるよう、管内都県に対する各種の情報提供等を行いまし

た。 
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５．首都圏広域地方計画について 

  （１）制度の概要 

     首都圏広域地方計画は、国土形成計画法に基づく法定計画（国土交通省 

所管）で、全国計画と広域地方計画から構成されています。全国計画は、平 

成２０年７月４日に閣議決定されており、広域地方計画は、閣議決定された 

全国計画の下、全国８ブロック（東北圏、首都圏、北陸圏、中部圏、近畿圏、 

中国圏、四国圏、九州圏）ごとに地域特性も踏まえて作成されることとなっ 

ています。なお、関東信越厚生局の該当する首都圏において、国土交通大臣

決定を経て「首都圏広域地方計画」が策定されました（平成２１年８月４日

国計地第２５号）。 

    

   （２）業務内容 

      国土形成計画は、総合的な国土の形成に関する府省横断的な計

画であり、当局も首都圏広域地方計画協議会のメンバ－として参

画しています。 

現在、「首都圏広域地方計画」の実施にあたり、具体的な実施計画（案）

を作成しているところであり、その中で戦略プロジェクト毎に進捗状況を

把握・検証することとされている。 

当局は、首都圏広域地方計画の２４のプロジェクトのうち「尐子高齢化   

に適合したすべての人にやさしい地域づくりプロジェクト」（【参考】参 

照）を担当しています。 

 

【参考】 出典 首都圏広域地方計画（平成 21 年 8 月 国土交通省）Ｐ５３～Ｐ５５から抜粋 

 

５．少子高齢化に適合したすべての人にやさしい地域づくりプロジェクト 
  

 ■目的・コンセプト 

 
    今後急速に進展する尐子高齢化にともなう医療、福祉、住宅等様々な分野における

課題に対応するため、子どもを生み育てやすく、また高齢者を始め誰もが安心して暮

らすことのできる快適なまちづくり・住まいづくりを推進するとともに、安全で安心

な医療体制を構築する。 

 

 ■具体的取組内容 

 

  （１）子育て支援と児童の安全・安心の確保 
   ① 公的賃貸住宅への優先入居、高齢者の所有する住宅を借り上げて子育て世帯等に

転貸する仕組みの構築等により子育て世帯向け住宅を重層的に提供する。 

    ② 公共賃貸住宅団地の建替えや都市再開発に併せた保育所の整備、駅前空店舗を活

用した保育所等の整備、地域子育て支援拠点等乳幼児を持つ親が気軽に交流・相談

できる場の整備や、公園等の公共空間の整備等を推進するとともに、企業内保育所

の設置やテレワ－ク、仕事と生活の調和（ワ－ク・ライフ・バランス）の実現に向

けた企業への働きかけを促進する。 

    ③ 放課後子ども教室や放課後児童クラブの設置等により児童の放課後の居場所を確

保するとともに、子どもにとっても歩きやすい歩行空間とするための歩道の整備や

無電柱化、防犯パトロ－ル隊や「こどもの１１０番の家」等地域による見守り、防
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犯カメラやＩＣ端末等の活用、道路、公園における夜間照明の確保や死角の解消等

を推進し、通学時等の安全を確保する。 

  

   （２）高齢者等が安心して暮らせる地域づくり 

 

     （３）ニュ－タウン等の再生 

 

     （４）安全で安心な医療体制の確保 

 

   

     （３）実績 
  
                   
                     

日     付 会 議 名 称 内     容 

平成 22 年 

1 月 18 日 

第 20 回首都圏広域地方計画 

担当課長会議 

首都圏広域地方計画（平成 21 年 8 月決定） 

のフォロ－アップに向けた今後の進め方 

平成 22 年 

2 月 24 日 

第 21 回首都圏広域地方計画 

担当課長会議 

モニタリング指標（戦略プロジェクト） 

の修正と情報提供について 

平成 22 年 

3 月 26 日 

第 8 回首都圏広域地方計画 

協議会幹事会 

戦略プロジェクトのモニタリング指標と 

具体的取組内容について 
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年金指導課 

 
１．国に代わって日本年金機構が行う事務に関する認可について 
（１）公的年金制度と日本年金機構の位置づけ 

公的年金制度は、全国民の強制加入を前提に、世代間扶養と所得再分配   
を行う仕組みであり、老後の所得保障の主柱として高齢者の老後生活を支   
える役割を担っています。 

   この年金制度を充実発展させ、国民の将来に対する安心を確保するため   
には、年金の安定的な運営と国民の信頼に応えるための事業運営体制が不   
可欠であるとして、平成２２年１月、社会保険庁を廃止し、厚生労働大臣   
が公的年金に係る財政責任・管理運営責任を担うこととする一方、新たに   
非公務員型の年金公法人である日本年金機構（以下「機構」という。）を   
設置し、厚生労働大臣の直接的な監督の下で、一連の運営業務を委任・委   
託されたところです。 

 
（２）業務内容 
   機構に委任された業務のうち、滞納処分等のような権力的な性格を有す   

る業務を行政機関以外の者に行わせる場合は、その事務処理に当たっての   
公正性、客観性を担保するとともに国の監督体制を十分に確保する必要が   
あります。このため、機構が滞納処分や適用事業所の立入調査等を行う場   
合は、あらかじめ厚生労働大臣の認可（厚生労働大臣の権限は地方厚生局   
長に委任）を受けなければならないと規定されました。 

   関東信越厚生局においては、以下の認可等業務について、平成２２年１   
月１日付年金局長通知「日本年金機構の設立に伴う関係政令の整備等及び   
経過措置に関する政令等の施行に伴い地方厚生（支）局長に移管・委任さ   
れる事務の取扱いについて」に定められた「日本年金機構が行う滞納処分   
等の認可処理要領」等に基づき、適確な審査を行っています。 

  ① 認可業務 
   ア 機構の徴収職員・収納職員の認可 
   イ 機構が行う滞納処分等の認可 
   ウ 機構が行う立入検査等の実施に係る認可 
  ② 滞納処分等の結果報告の受理 
    厚生年金保険法等の社会保険各法において、機構が滞納処分等をした    

場合は、厚生労働省令で定めるところにより、速やかに、その結果を大    
臣に報告しなければならないこととされており、当該省令等（省令は平    
成２１年１２月２８日公布、取扱通知は平成２２年４月末現在未発出）    
に基づき、結果報告を受理（厚生労働大臣の権限が地方厚生局長に委任）    
しています。 

   ア 機構が滞納処分等をした場合の結果報告の受理 
   イ 機構が行う保険料等の収納に係る事務の実施状況及びその結果報告     

の受理 
 
（３）実績 

２１年度実績

徴収職員・収納職員の認可 ９件

滞納処分の認可 １００件

立入検査の実施に係る認可          ４２件
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２．社会保険庁廃止に伴う残務整理について 
（１）整理専門官の配置 
   社会保険庁の廃止に伴い、社会保険事務局の人事、給与、共済及び経理   

等の残務整理を行うため、関東信越厚生局の各事務所長、総務課長補佐（会   
計担当）及び移行時に業務を行っていた転籍職員の一部を年金指導課の整   
理専門官に発令し、残務整理にあたりました。 

また、残務業務を円滑かつ適切に行うためには、移行時にこの業務を担   
当していた機構の職員の支援が必要不可欠であることから、機構と協定を   
締結し、当該職員の派遣により残務整理を行いました。 

なお、整理専門官及び機構からの派遣職員の任期はともに３月３１日ま   
でとされました。 

 
（２）整理専門官の業務内容 

① 人事関係 
・退職手当（所得税等）の計算・支払及び関係機関への通知・支払 
・諸報告の作成 
・退職分の人事記録の記載、移管 

② 給与関係 
・正規職員給与の支払処理 
・非正規職員給与等の支払処理 
・平成２１年源泉徴収票の作成 
・平成２１年法定調書の作成 
・平成２２年源泉徴収票の作成 
・平成２２年法定調書の作成 
・健康保険・雇用保険の喪失等届出処理 

③ 共済関係 
 ・平成２１年１２月分の月次処理 
 ・平成２１年度の決算処理 
④ 経理関係 
 ・日銀代理店に対する取引関係通知書の提出 
 ・検査員検査（帳簿・金庫等の検査）の立会い 
 ・帳簿等の引継ぎ 
 ・現金払込仕訳書の作成・提出 
 ・歳入歳出外現金出納計算書の作成・提出 
 ・健保協会承継債権債務等の調査報告（船特） 
 ・未払金（契約対価等）の支払 
 ・歳入徴収額計算書（年特及び船特の第３四半期分） 
 ・前渡資金出納計算書（１２月分及び１月以降分） 
⑤ 文書及び会計帳簿等の移管 
（年金局総務課へ移管した文書） 

○給与関係 
 職員別給与簿、基準給与簿、管理職員特別勤務手当整理簿、特殊勤
務手当整理簿、諸手当認定簿、源泉徴収票、保険料控除申告書兼配偶
者特別控除申告書、扶養控除等申告書、住宅取得特別控除申告書及び
住民税通知書（事業主分） 
○非常勤職員（謝金職員及び賃金職員等）関係 
 雇用契約書、人事異動通知書、人事記録、出勤簿及び職員別給与簿 
○再就職支援関係 
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 再就職支援の関係で個人別に状況を纏めたファイル 
 

（年金局事業企画課会計室へ移管した文書等） 
○管財関係 
 国有財産台帳（地方厚生局移管分を除く）、索引簿、補助簿、附属
図面等、物品管理簿（地方厚生局移管分を除く） 
○決算関係 
 平成２１年４月～１２月までに歳入徴収官が取り扱った収入済額
歳入額のうち、国有財産売払代、不用物品売払代、国有財産使用料に
係る証拠書類一式のコピー 
○出納関係 
 収入官吏、歳入歳出外現金出納官吏及び資金前渡官吏にかかる次の
帳簿等 
 ・現金出納簿 

・前渡資金明細簿 
・国庫金振替書 

  ・小切手帳 
  ・小切手及び国庫金受払簿 
  ・会計機関印の印章 

 
 【参考】 
  残務承継官の設置 

社会保険事務局及び社会保険事務所に設置されている会計機関等の廃
止に伴い、会計関係の残務を引き継ぐ残務承継官について、次のとおり設
置されました。 
（社会保険事務局） 

・廃止資金前渡官吏の残務承継官→事務所長及び総務課長補佐 
・廃止歳入歳出外現金出納官吏の残務承継官→同上 

（社会保険事務所） 
・廃止収入官吏の残務承継官→厚生労働省年金局事業企画課長補佐 
・廃止分任資金前渡官吏残務承継官→同上 
・廃止歳入歳出外現金出納官吏の残務承継官→同上 
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年金調整課 

 

 １．社会保険労務士法に関する業務について 

  （１）制度の概要 

    社会保険労務士は、社会保険労務士試験に合格した後に全国社会保険

労務士会連合会に備える社会保険労務士名簿に登録された者であり、「社

会保険労務士法」に基づき労働保険（ハローワーク等）や社会保険（年

金事務所等）の届出書類の作成及び申請手続の代行業務及び企業の人事

労働管理のコンサルティングにより、企業の健全な発展と、そこに働く

労働者の福祉の向上を役割としています。 

    さらに、平成２２年１月１日からは日本年金機構と全国社会保険労務

士会連合会との業務委託契約により、「年金相談センター」での年金相談

業務も社会保険労務士が行うこととなりました。 

  

  （２）業務の内容 

    社会保険労務士法に関する業務のうち社会保険諸法令については、社

会保険庁の所掌事務となっており、一部の業務（社会保険労務士の監督、

労務士団体の設立等の許可及び監督）は権限委任により、地方社会保険

事務局において行っていました。 

平成２１年１２月３１日の社会保険庁廃止に伴い、当該業務は平成 

２２年１月１日以降は国（厚生労働省）において行うとされ、社会保険

労務士法施行規則第３４条により地方社会保険事務局長へ委任されてい

た以下の権限も省令により、地方厚生局へ権限が委任されました。 

    ① 社会保険労務士又は社会保険労務士法人に対する報告及び検査。 

    ② 社会保険労務士が社会保険労務士法等に違反した場合の社会保険 

労務士会等からの通知の受理。 

    ③ 社会保険労務士会の総会決議の取消及び役員解任の命令。 

    ④ 社会保険労務士会に対する報告徴収、勧告及び調査。 

    ⑤ 社会保険労務士会からの社会労務士等に対して注意勧告を行った 

場合の報告。 

    ⑥ 社会保険労務士に不正があった場合の懲戒処分に関する聴聞。 

    ⑦ 全国社会保険労務士会が実施している社会保険士試験への協力等。 
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  （３）管内の状況 

    管内（１都９県）各県社会保険労務士会員数の状況は次のとおりです。 

                 （平成２２年度３月３１日 現在） 

 

都 県 名 

会 員 数 （単位： 人） 社労士

法人数 合計 開業 勤務 その他

東 京 都 8,266 3,506  3,649  1,111    127 

神 奈 川 県  2,131  1,356    325    450 「－」 

千 葉 県  1,275    902    199    174     10 

山 梨 県 153 126     20    7    1 

埼 玉 県  1,684  1,136    362    186     10 

茨 城 県 416 322    55    39    2 

栃 木 県 312 262    31   19    3 

群 馬 県 535 354   167   14    1 

長 野 県 591 376 200   15    7 

新 潟 県 501 340 116   45    4 

管 内 計 15,864  8,680  5,124  2,060    165 

 

 

 

２．年金委員委嘱等について 

  （１）制度の概要 

    年金委員は、「日本年金機構法第３０条」に基づき設置され、政府管掌

年金事業の適用、給付、保険料その他の事項について啓発、相談及び助

言等の活動を行い、もって年金事業の理解を高め、その円滑な運営を図

ることを目的としています。 

    その職務については、「職域型」においては適用事業所の事業主・被保

険者に対し、「地域型」においては地域住民に対して、各種届出手続につ

いての相談、助言及び年金制度に関する広報等を行うこととされていま

す。 

 

  （２）業務の内容 

    年金委員は、厚生年金保険適用事業所の事業主（「職域型」）、市区町村

長又は地域団体（「地域型」）などの推薦により厚生労働大臣が委嘱する

こととなっています。 
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当厚生局においては、事業主や市区町村より推薦のあった年金委員に

対して、委嘱・解嘱に係る審査、決定及び委嘱状・解嘱状の発行、年金

委員に伴う諸事務手続及び年金委員名簿の管理と変更を行います。 

 

  （３）現在の状況 

    ①「職域型」年金委員  

厚生年金保険適用事業所ごとに設置され、委員数は事業所の被保険 

者数が１０人以上～３００人未満で１名、３００人以上で２名とさ

れています。 

 

    ②「地域型」年金委員 

市区町村、地域団体から推薦のあった者について、小学校区ごとに

設置することとなっています 

 

          年金委員の委嘱人数   （平成２２年３月３１日 現在） 

       

     

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

 

 

 

                         （単位： 人） 

                       

 

 

 ３．学生納付特例事務法人について 

  （１）制度の概要 

    学生納付特例制度（本人の申請により国民年金保険料の納付が一定期

都 県 名 「職域型」 「地域型」

東 京 都 ７,２７２      ９

神 奈 川 県  ３,５６９     ８８

千 葉 県  ２,９４９     ８５

山 梨 県 １,４７２     ９１

埼 玉 県 ２,７８５     ７１

茨 城 県  ２,３３５    ３４１

栃 木 県  ２,０８９    １６０

群 馬 県  １,８８１    ２４４

長 野 県  ４,６３９    １１１

新 潟 県 ４,９１６     ８４

管 内 計 ３３,９０７  １,２８４
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間猶予される制度）を活用するには、毎年学生が市区町村や年金事務所

の窓口に申請を行う必要がありますが、出来るだけ申請のしやすい環境

を整備し、学生の年金受給権を確保することを目的として「国民年金法

第１０９条の２」により学生納付特例事務法人制度が設けられました。

よって、この制度の指定を受けた大学等においては、学生からの委託を

受け、学生納付特例の申請を代行できることとされました。 

 

  （２）業務内容 

    学生納付特例事務法人の指定等（指定、改善命令、指定の取消等）に

ついては社会保険庁長官から権限の委任を受けて旧地方社会保険事務局

が行っておりましたが、社会保険庁廃止に伴い、「国民年金法第１０９条

の９」（地方厚生局長等への権限の委任）により、地方厚生局が行うこと

となりました。 

当厚生局は、「国民年金法第１０９条の２」に基づき学生納付特例事務

法人の指定等を行っています。 

    ① 学生納付特例事務法人の指定及び指定の取消に係る審査及び決定。 

    ② 学生納付特例事務法人への改善命令 

    ③ 学生納付特例事務法人制度の普及・推進 

 

  （３）学生納付特例事務法人指定状況 

    平成２１年度学生納付特例事務法人追加指定校  

・ 学校法人 日本社会事業大学 

・ 学校法人 新潟工科大学 

・ 学校法人 三友学園 

               （３校については旧社会保険事務局にて指定） 

 

 

 

 ４．保険料納付確認団体について 

  （１）制度の概要 

    保険料納付確認団体は、「国民年金法第１０９条の３」により、同種、

同業の被保険者で構成される団体（医師会等）で、国の指定を受けた場

合、その団体に所属する国民年金の被保険者に対して将来の年金権を確

保する観点から、当該団体が本人の国民年金保険料の納付情報を定期的

に確認し保険料納付の注意、促進を行う団体であります。 
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  （２）業務内容 

    保険料納付確認団体の指定等（指定、改善命令、指定の取消等）につ

いては社会保険庁長官から権限の委任を受けて旧地方社会保険事務局が

行っておりましたが、社会保険庁廃止により、「国民年金法第１０９条の

９」（地方厚生局長等への権限の委任）により、地方厚生局が行うことと

なりました。 

当厚生局は、「国民年金法第１０９条の３」に基づき保険料納付確認団

体の指定等を行っています。 

    ① 保険料納付確認団体の指定及び指定の取消に係る審査及び決定。 

    ② 保険料納付確認団体への改善命令 

    ③ 保険料納付確認団体被保険者への情報提供 

    ④ 保険料納付確認団体の制度の普及・推進 

 

  （３）保険料納付確認団体指定状況 

     （平成２２年度３月３１日 現在） 

・ 千葉医師会 

・ 山梨薬剤師会 

              （２団体については旧社会保険事務局にて指定） 

 

 

 

 ５．国民年金等事務取扱交付金の交付関係事務について 

  （１）制度の概要 

国民年金等事務取扱交付金は、「国民年金法第８６条」により、市区町

村が「法定受託事務」（地方自治法に定める地方公共団体の事務）を遂行

するに当たり必要とされた経費について国が負担するものと、法律には

定めないが「法定受託事務」以外に市区町村が国民年金事務に係る「協

力・連携事務」に使われた経費に対して交付するものと２つに分けられ

ます。 

 

  （２）業務の内容 

    旧社会保険庁時代、市区町村で行われていた国民年金等の「法定受託

事務」「協力・連携事務」については、社会保険庁廃止後も継続実施され

ることとなりましたが、国民年金等事務取扱交付金（「法定受託事務」「協

力・連携事務」等に要した経費を市区町村へ精算する事務）の以下の交

付申請等については、地方厚生局長が行うものとされました。 
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    ① 市区町村より提出される交付申請書の内容審査及び厚生労働省へ

の報告 

    ② 市区町村より提出される「日本年金機構との協力・連携計画書」の

内容審査及び厚生労働省への報告 

      

 

法定受託事務の流れ 

 

  

被保険者・受給者

日本年金機構
年金事務所

市区町村

日本年金機構
ブロック本部

厚生労働省
（年金局・地方厚生局）

適用・徴収・給付 法定受託事務

＜協力・連携の依頼・調整＞
納付督励

口座振替等の促進
広報・年金相談

戸籍・所得情報の提供

法定受託事務
に関する助言

＜協力・連携の依頼・
調整に対する助言＞

＜協力・連携＞
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交付金事務の流れ 

 

  

協力・連携・相談

関東信越厚生局

厚生労働省

市区町村

日本年金機構

ブロック本部

年金事務所

｢国民年金等事務取扱交付要綱｣
（昭和57年2月17日庁文第4号：最終改正平成21年12月28
日庁保発第1228001号）に基づく交付金の交付事務等

｢協力連携計画書｣策定依頼通知の発出
など、市区町村協力連携関係事務

法定受託事務に対する事務費負担義務

○『国民年金法（第86条）』
○『国民年金法に基づき市区町村に交付す

る事務費に関する政令』（昭和35年5月13
日政令第122号）

○『国民年金の事務費交付金の算定に関す
る省令』（昭和47年3月13日厚生省令第6
号）

○『特定障害者に対する特別障害給付
金の支給に関する法律』（平成16年
12月10日法律第166号）
○『特定障害者に対する特別障害給付金の

支給に関する法律に基づき市区町村に
交付する事務費に関する政令』（平成17
年4月1日政令第62号）

法改正等の通知 連絡調整

連絡調整法改正等の周知

交

付

金

交

付

28



 
 

  （３）交付金交付実績 

    ① 法定受託事務に係る交付金   

 

都 県 名 

市区 

町村 

数 

 

交付申請額 

 

 

概算交付額 

 

 

精算交付額 

 

東 京 都 ６２ 2,864,661   2,016,398  

神 奈 川 県 ３３   1,682,621   1,149,687  

千 葉 県 ５６   1,083,837     775,115 精 

山 梨 県 ２８     185,491     129,463  

埼 玉 県 ７０   1,360,758     948,461 査 

茨 城 県 ４４     609,528     432,661  

栃 木 県 ３０     378,290     258,565 中 

群 馬 県 ３６     386,741     269,085  

長 野 県 ７８     423,310     295,375  

新 潟 県 ３１     406,649     283,067  

管 内 計 ４６８   9,381,891   6,557,877  

  （平成２１年度、交付金額は「旧社会保険事務局」概算分も含む年額） 

                            （単位： 千円） 

    ② 協力・連携に係る交付金 

 

都 県 名 

 

市区 

町村 

数 

 

交付申請額 

 

 

概算交付額 

 

 

精算交付額 

 

東 京 都 ６２ 406,143     281,938  

神 奈 川 県 ３３     200,278     158,116  

千 葉 県 ５６     172,571     128,734 精 

山 梨 県 ２８      18,532      12,049  

埼 玉 県 ７０     205,821     134,074 査 

茨 城 県 ４４      81,753      54,427  

栃 木 県 ３０      50,017      33,759 中 

群 馬 県 ３６      48,777      33,982  

長 野 県 ７８      61,776      43,864  

新 潟 県 ３１      52,970      33,330  

管 内 計 ４６８   1,298,643     914,273  

  （平成２１年度、交付金額は「旧社会保険事務局」概算分も含む年額） 

                           （単位： 千円） 
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 ６．日雇特例被保険者の適用及び徴収に係る交付金の交付関係事務について 

  （１）制度の概要 

    日雇特例被保険者の適用及び徴収に係る交付金（健康保険事務指定市

町村交付金）は、指定を受けた市区町村が日雇被保険者に対して日雇特

例被保険者手帳の交付及び日雇保険料の徴収等の諸手続業務に要した事

務経費を交付するものです。 

 

  （２）業務内容 

    健康保険事務指定市町村交付金は、「健康保険法施行令６１条」の規定

により、社会保険庁長官が市区町村を指定し、指定された市区町村が日

雇特例被保険者に係る諸手続の代行を行っておりましたが、社会保険庁

廃止により平成２２年１月以降は、厚生労働大臣が市区町村を指定する

こととされました。 

当厚生局は、市区町村より提出された日雇特例被保険者交付金申請書

及び各種報告書の内容審査をし、厚生労働省への報告を行っています。 

 

（３）日雇特例被保険者交付金の交付実績 

   健康保険事務指定市区町村交付金支給実績（平成２２年３月３１日 現在） 

 

都 県 名 

 

指定市区町村数

 

 

申請市区町村数

交 付 金 支 給 額 

        （単位： 円）

件 数 金 額 

東 京 都 ２０    １８   １０３  ８,１７２

神 奈 川 県     ４     ４    ３５  ２,７７８

千 葉 県     ９     ８   １３７ １０,８８０

埼 玉 県     ３     ３   １５４ １２,２３４

茨 城 県     １     １    ４３  ３,４１６

群 馬 県     ５     １    １２    ９５３

管 内 計 ４２    ３５   ４８４ ３８,４３３

（単位： 千円） 
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健康福祉課 

 

 １．中小企業等協同組合の設立認可等について 

  （１）制度の概要 

中小企業等協同組合は、中小規模の事業を行う者や勤労者等が相互

扶助の精神に基づき協同して事業を行うことにより、経済活動の機会

を確保するとともに、その経済的地位の向上を図ることを目的として

設立された法人です。 

中小企業等協同組合法に基づく組合（事業協同組合、事業協同小組

合、火災共済協同組合、信用協同組合、協同組合連合会、企業組

合）、中小企業団体の組織に関する法律に基づく組合（協業組合、商

工組合、商工組合連合会）及び商店街振興組合法に基づく組合（商店

街振興組合、商店街振興組合連合会）があります。 

 

  （２）業務内容 

当厚生局においては、中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組 

 織に関する法律に基づく組合で、その組合が定める定款の事業（職業 

 紹介事業、労働者供給事業及び労働者派遣事業を除く。）の全部又は 

 一部が厚生労働大臣の所管する法律に属するもの（全国を区域とする 

 ものを除く。）であって、主たる事務所の所在地が管内１都９県にあ 

 る中小企業等協同組合（平成２２年３月３１日現在２０１組合）の監 

 督に関する業務を行っています。 

 

（３）実績 

設立認可・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５件 

定款変更認可・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９４件 

 

○ 中小企業等協同組合一覧は、以下のホームページに掲載していま 

すのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/

documents/chushokigyo_h22.xls 

 

 

 ２．指定医療機関等の指定等について 

（１）制度の概要 

次の各法律は、国の責任において医療の給付を行うことなどか

ら、公費負担医療を担当する医療機関等（病院、診療所、薬局等）を

厚生労働大臣等が指定し、所要の医療の給付を行うものです。 

① 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づく指定医療機関 

② 母子保健法に基づく指定養育医療機関 

③ 児童福祉法の基づく指定療育医療機関 

④ 生活保護法に基づく指定医療機関及び指定介護機関 

⑤ 戦傷病者特別援護法に基づく指定医療機関 
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（２）業務内容 

管内１都９県に所在する病院、診療所、薬局等に対して指定、指

定の取消、変更届出等の受理事務に関する業務等を行うものです。 

 
 

指定医療機関等 
 

内  容  等 
 
所管数 

 
 原子爆弾被爆者に対する指 

 定医療機関  
 
 

 
 被爆者の原爆放射能に起因する疾病に対し医療

費を全額国費で給付する認定疾病医療におい

て、指定疾病医療を担当させる医療機関とし

て厚生労働大臣が指定するものです。 

 
１７０ 

 
 
 

 
 母子保健指定養育医療機関 
（国が開設したもの） 
 
 
 

 
 養育のため病院又は診療所に入院すること

を必要とする未熟児（出生児体重2,000ｇ以下

等）に対し、その養育に必要な医療の給付等を行

う病院若しくは診療所又は薬局を厚生労働大臣又は

都道府県知事が指定するものです。 

 
３２ 

 
 
 
 

 
 児童福祉指定療育機関 
（国が開設したもの） 
 
 

 
  結核に罹患している児童に対し、適切な医

療に併せ学習の援助を行う病院若しくは診療所又

は薬局等を厚生労働大臣又は都道府県知事が指定す

るものです。 

 
２０ 

 
 
 

 
 生活保護指定医療機関 
 生活保護指定介護機関 
（国が開設したもの）  
 
 

 
 生活保護法に基づく医療扶助又は介護扶助と

して、困窮のため最低限度の生活を維持でき

ない被保護者のための医療又は介護を行う病

院若しくは診療所又は薬局等を厚生労働大臣

又は都道府県知事が指定するものです。   

 
６４ 

 
 
 
 

 
 戦傷病者指定医療機関 
 
 
 
 
 

 
 戦傷病者が先の大戦における公務上の傷病に起因

する疾病に対し、医療費を全額国費で給付する療養

の給付において、当該療養の給付を担当させる医療

機関として、厚生労働大臣が指定するものです。  
 

 
４２ 

 
 
 
 
 

 

（３）実績 
 ① 原子爆弾被爆者に対する指定医療機関  

  指定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７件 
  指定の取消・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 
  変更届等の受理・・・・・・・・・・・・・・・・・・２件 
  指定辞退の申出の受理・・・・・・・・・・・・・・・０件 

 ② 母子保健指定養育医療機関 
  指定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 
  指定の取消・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 
  変更届等の受理・・・・・・・・・・・・・・・・・・６件 
  指定辞退の申出の受理・・・・・・・・・・・・・・・０件 
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 ③ 児童福祉指定療育機関 
  指定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 
  指定の取消・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 
  変更届等の受理・・・・・・・・・・・・・・・・・・３件 
  指定辞退の申出の受理・・・・・・・・・・・・・・・０件 

 ④ 生活保護指定医療（介護）機関 
  指定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 
  指定の取消・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 
  変更届等の受理・・・・・・・・・・・・・・・・・１１件 
  指定辞退の申出の受理・・・・・・・・・・・・・・・０件 

※ 上記の届出等が行われた場合は、官報告示により公表するこ 
ととなっています。（官報告示１１件） 

 ⑤ 戦傷病者指定医療機関 
  指定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 
  指定の取消・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 
  変更届等の受理・・・・・・・・・・・・・・・・・・９件 
  指定辞退の申出の受理・・・・・・・・・・・・・・・０件 
 

○ 指定医療機関等の指定一覧は、以下のホームページに掲載して 

いますのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 
・原子爆弾被爆者に対する指定医療機関 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/genbaku_h22.xls 

・母子保健指定養育医療機関 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/boshihoken_22.xls 

・児童福祉指定療育機関 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/jidofukushi_h22.xls 

・生活保護指定医療（介護）機関 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/seikatsuhogo_kikan_h22.xls 

・戦傷病者指定医療機関 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/sensho_h22.xls 

 

 

 ３．特定感染症指定医療機関に係る監督について 

（１）制度の概要 

特定感染症指定医療機関は、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律に基づく、新感染症（人から人に感染すると

認められる疾病であって、既知の感染症と症状等が明らかに異な

り、その伝染力及び罹患した場合の重篤度から判断した危険性が極

めて高い感染症）の患者の医療を担当する医療機関です。 

 

  （２）業務内容 

管内１都９県に所在する厚生労働大臣が指定した特定感染症指定

医療機関の監督に関する業務を行っています。 

    ・管内の指定医療機関 

      国立国際医療センター（東京都）：４床 
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      成田赤十字病院（千葉県）   ：２床 

 

（３）実績 

報告の受理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 

検査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 

 

 

 ４．クリーニング師試験の実施に係る指定試験機関の指定等について 

（１）制度の概要 

指定試験機関は、クリーニング業法に基づき、都道府県知事が行

うクリーニング師の試験事務の全部又は一部を厚生労働大臣の指定

する者に行わせる事ができる機関です。 

 

  （２）業務内容 

管内１都９県に所在する指定試験機関の指定及び監督に関する業

務（クリーニング師試験の受験資格の認定の業務を含む。）を行っ

ています。 

 

（３）実績 

指定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 

役員の選任等の認可等・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 

受験資格の認定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 

 

 

 ５．生活衛生同業組合に係る振興計画の認定等について 

（１）制度の概要 

生活衛生同業組合は、生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に

関する法律に基づき営業者が自主的に衛生措置の基準を遵守し衛

生施設の改善向上を図るための法人格を有した非営利団体として、                               

１７業種（すし、麺、中華、社交（バー等）、料理（料亭）、一般飲

食、喫茶、食肉販売、食鳥肉販売、氷雪販売、理容、美容、興行

場、ホテル・旅館、簡易宿泊所、浴場、クリーニング）ごとに都道府

県単位で厚生労働大臣の認可により設立される組合です。 

     この組合は、組合員である営業者の振興を図るために必要な事

業（以下「振興事業」という。）に関する計画（以下「振興計画」と

いう。）を作成し、この振興計画が厚生労働大臣が定める各業種に係

る営業の振興に必要な事項に関する指針（振興指針）に適合し、か

つ、政令で定める基準（組合員の相当部分が当該振興事業に参加する

など）に該当するものとして適当である旨の厚生労働大臣の認定を受

けることができます。 

なお、振興事業に対する国の特別措置として、融資上の恩典（振興

事業に基づいて整備する施設整備については、日本政策金融公庫の融

資が、有利な条件で適用される。）及び税制上の恩典（振興事業に基

づいて整備する共同施設については、租税特別措置法の定めるところ

により減価償却の特例が認められる。）が受けられます。 
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  （２）業務内容  

        管内１都９県に所在する組合からの申請により、振興計画の認定、 

    取消、変更認定及び実施状況報告の受理に関する業務を行っています。 

 

（３）実績 

振興計画の認定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 

振興計画の変更認定・・・・・・・・・・・・・・・・・２４件 

 ※平成２１年度見直し業種 飲食店営業（めん類）、旅館

業、浴場業 

実施状況報告書の受理・・・・・・・・・・・・・・・１１９件 

 

○ 生活衛生同業組合一覧は、以下のホームページに掲載していま

すのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukus

hi/documents/shohi_eisei_h22.xls 

 

 

 ６．三種病原体等の所持又は輸入の届出並びに三種病原体及び四種病原体

等を所持し、又は輸入した者の監督について 

（１）制度の概要 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づき

生物テロに使用される恐れのある病原体及び毒素（病原体等）であっ

て、病原性や国民の生命及び健康に与える影響等に応じて危険度の高

い病原体等は一種、二種、三種、四種に分類（特定病原体等）さ

れ、それらを所持等する場合は申請若しくは届出等が必要であり、更

に特定病原体等の区分に応じて、所持等する施設、使用、保管、滅菌

及び運搬等に係る基準が設けられています。 

 

（２）業務内容 

当厚生局においては、管内１都９県の三種病原体等の所持者から  

    の所持等の届出の受付業務、並びに三種及び四種病原体等所持施設 

    への立入検査により基準遵守等の確認を行っています。 

 

（３）実績 

所持の届出の受理・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ０件 

所持の変更届出の受理・・・・・・・・・・・・・・・・１６件 

三種、四種所持施設への立入検査・・・・・・・・・・・１８件 

 

 

 ７．温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度に係る処理業務について 

（１）制度の概要 

地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づき、社会経済 

   活動等による温室効果ガス（二酸化炭素、メタン等）の排出の抑制等 

   を促進するための措置を講ずること等により、地球温暖化対策の推進 

   を図るもので、その措置の一つとして、温室効果ガスを一定量排出す 
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   る者に温室効果ガスの排出量を算定させ、国に報告することを義務付 

   けています。 

 

  （２）業務内容 

当厚生局においては、管内１都９県に所在する事業者からの排出 

量報告書の受理、排出量一覧表の入力等の業務を行っています。 

 

（３）実績 

排出量報告書の受理・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 

 

 

  ８．民生委員及び児童委員の委嘱、解嘱及び表彰並びに主任児童委員の指

名について 

   （１）制度の概要 

民生委員は、民生委員法の規定により、都道府県知事（指定

市、中核市の長を含む。以下同じ。）の推薦によって厚生労働大臣

が委嘱し、福祉事務所等関係行政機関に対する協力や民間の篤志奉

仕者として自主的な民間福祉活動に従事しています。 

 また、民生委員は、児童福祉法の規定により、児童委員を兹務す

ることとされており、児童委員のうち主任児童委員は、都道府県知

事の推薦によって厚生労働大臣が指名し、児童の福祉に関する児童

相談所等関係行政機関と児童委員との連絡調整や児童委員の活動に

対する援助を行っています。 

 民生委員及び児童委員の任期は、民生委員法第１０条の規定によ

り３年とされており、かつ、補欠（後任者等）の任期は前任者の在

任期間とされていることから、３年ごとに一斉改選が行われていま

す 。 前 回 の 一 斉 改 選 は 平 成 １ ９ 年 １ ２ 月 １ 日 に 行 わ

れ、その任期は２２年         １１月３０日までとなっています。 

 

（２）業務内容 

 当厚生局においては、管内１都９県にかかる民生委員及び児童委

員の委嘱・解嘱 、主任児童委員の指名並びに厚生労働大臣表彰状及

び感謝状の授与などの業務を行っています。 

   （参考）民生委員数（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

      ◇６５，８５４ うち主任児童委員 ５，６５１人 

 

（３）実績 

 
 

区    分 
 

処理件数 
 
民生委員・児童委員の委嘱 

 
  １，１２６ 

 
民生委員・児童委員の解嘱 

 
  １，０８３ 

 
主任児童委員の指名 

 
     １１７ 
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厚生労働大臣表彰状の授与 

 
     １１９ 

 
厚生労働大臣感謝状の授与 

 
    ３７６ 

 
計 

 

 
  ２，８２１ 
 

 

○ 民生委員・児童委員及び主任児童委員の委嘱・指名状況は、以下 

のホームページに掲載していますのでご覧下さい。（関東信越厚生 

局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/

documents/minsei_iin.xls 

   
 
９．精神保健指定医の申請等について 

   （１）制度の概要 

措置及び医療保護による入院及び退院の際の診療、一定の行動制

限の判定等の職務を行う精神保健指定医は、精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律の規定により、所定の要件を満たす医師の申請

に基づいて、厚生労働大臣が医道審議会の意見を聴いた上で、指定

することとされています。 

 

（２）業務内容 

当厚生局においては、管内１都９県にかかる精神保健指定医の指

定申請書の受理及び本省への進達並びに精神保健指定医の証の発行

及び再発行などの業務を行っています。 

   （参考）精神保健指定医数（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

      ◇４，７０４人 

 

   （３）実績 

 
 

区     分 
 
処理件数 

 
指定医の証の発行（新規） 

 
     １９０ 

 
指定医の証の発行（更新等） 

 
    ６００ 

 
指定医の証の再発行 

 
     ３５ 

 
指定医の取消 

 
         ０ 

 
指定不適格者への通知 

 
       ２４ 

 
研修会受講延長の未承認 

 
         ２ 

 
辞退届・死亡届の受理 

 
         ９ 
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計 

 

 
    ８６０ 
 

 

○ 都県別精神保健指定医の状況は、以下のホームページに掲載して 

いますのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/

documents/seishin.xls 

 

 

  １０．特別弔慰金国庫債券及び特別給付金国庫債券の特別買上償還の証明

について 

（１）制度の概要 

特別弔慰金国庫債券及び特別給付金国庫債券は、戦没者等の一定 

         範囲の遺族等に対し、国として弔慰の意を表すため又は精神的痛苦 

に対して特別の慰藉を行うために支給されています。 

特別買上償還は、特別弔慰金等の国庫債券について、当該国庫債

券の記名者が、生活保護を受けている又は受けるおそれがある旨の

証明を福祉事務所から受けた場合に限り、一定の割合で割り引かれ

た金額で残りの賦札を国が買い上げる制度です。 

 

（２）業務内容 

      当厚生局においては、管内１都９県にお住まいの方に対し、特別

買上償還を受けるために必要な「国庫債券の買上を必要とする旨の

証明書」を交付しています。 

 

（３）実績 
 

区     分 
 
交付件数 

 
第２２回特別給付金国庫債券 

 
    ２３ 

 
第２３回特別給付金国庫債券 

 
       ４ 

 
第８回特別弔慰金国庫債券 

 
   １１９ 

 
計 

 

 
   １４６ 
 

 

 

 １１．消費生活協同組合の認可等及び監督について 

    （１）制度の概要 

          消費生活協同組合（以下「生協」という。）は、国民の自発的な 

生活協同組織の発達を図り、もって国民生活の安定と生活文化の向 

上を期することを目的として、消費生活協同組合法に基づいて設立 

された法人であり、所管行政庁の認可を受けて設立されます。 
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（２）業務内容 

当厚生局においては、管内の２以上の都県の区域において事業

を行う生協について、設立認可及び定款変更認可などの業務を行

うとともに、これらの法人に対する監督を行っています。 

    

（参考）所管の生協数（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

      ◇２８組合 
 
年度別 

 
17年度末 

 
18年度末 

 
19年度末 

 
20年度末 

 
21年度末 

 
生協数 
 

 
２４ 

 

 
２３ 

 

 
２６ 

 

 
２５ 

 

 
２８ 

 

 

 

（３）実績 
 

区     分 
 
処理件数 

 
定款変更の認可 

 
１０ 

 
合併認可 

 
   １ 

 
解散認可 

 
     １ 

 
契約者割戻準備金積立の承認 

 
    １ 

 
計 

 

 
１３ 

 

 

○ 消費生活協同組合一覧は、以下のホームページに掲載しています 

のでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/

documents/shohi_seikatsu_22.xls 

 

 

  １２.地域における公的介護施設等の整備計画の認定等について 

 （１）制度の概要 

           地域において介護給付サービス等を提供する施設等の計画的な整

備等を促進し、高齢者をはじめとする国民の健康の保持及び福祉の

増進を図るため、「地域における公的介護施設等の計画的な整備等

の促進に関する法律」が制定され、民間事業者による保健、福祉に

関する総合的な施設等の整備（特定民間施設）ができることとな

り、この整備計画について厚生労働大臣の認定を受けることができ

ると定められました。 

 
   （２）業務内容 
       当厚生局においては、管内１都９県にかかる整備計画の認定（変
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更）に関する事務を行っています。 
 

 （３）実績 

   変更認定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０件 

      （参考）当厚生局管内の認定施設数（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

      ◇１施設 

 

 

  １３.施設整備に係る補助金等について  

（１）補助金等の概要 

各補助金等の概要は次表のとおりです。 

 

（２）業務内容 

           施設整備に係る補助金等の交付については、平成１６年度からそ 

 の業務を行っており、管内各都県等から提出された交付申請書及実 

 績報告書を審査の上、交付決定及び精算確定等を行っています。 

  また、対象となる補助金等は、施設種別により次のように区分さ

れています。 

       ①「保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金」は、農村検診セ

ンター、特定感染症指定医療機関等の施設及び設備を対象として

整備しています。また、「保健衛生施設等災害復旧費国庫補助

金」は、保健衛生施設等が災害により被害を受けた場合、その復

旧に要する経費の一部を補助しています。 

       ②「地域介護・福祉空間整備等交付金」等は、高齢者関連施設を対

象としています。 

      ③「次世代育成支援対策施設整備交付金」は、児童及び母子関連施

設を対象としています。 

      ④「社会福祉施設等施設整備費国庫補助金」は、障害者（児）関連 

施設及び保護施設等を対象としています。 

      ⑤「社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金」は、施設種別にかかわ 

らずすべての社会福祉施設等を対象としています。 

       なお、「地域介護・福祉空間整備等交付金」及び「次世代育成支 

援対策施設整備交付金」は平成１７年度に創設された交付金です。 

 

（３）実績等 

    平成２１年度における施設整備に係る補助金等の交付に関する業  

  務の実績は、次表のとおりです。 
 
補助金等名 

 
交付目的及び対象施設 

 
交付件数及び交付額 

 
保健衛生施設
等施設・設備
整備費国庫補
助金 
 
 
 
 

 
 精神保健及び精神障害者福祉に関する
法律第７条及び第１９条の１０、感染症
の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律第６２条の規定により、都道
府県等の医療機関等の施設及び設備に要
する経費を補助し、地域住民の健康増進
並びに疾病の予防及び治療を行い、もっ
て公衆衛生の向上に寄与することを目的

 
（施設整備） 
 1.交付件数   
    １８件 
 2.交付額 
  239,017千円 
（設備整備） 
 1.交付件数 
  ４４７件 
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とする。 
 

 2.交付額 
  840,521千円 

 
保健衛生施設
等災害復旧費
国庫補助金 
 
 
 
 

 
 都道府県が設置する保健所、市町村保

健センター、精神科病院等の保健衛生施

設等が暴風、洪水、高潮、地震、その他

の異常な自然現象により被害を受けた災

害復旧事業に要する費用の一部を負担（

補助）することにより、公衆衛生の向上

に寄与することを目的とする。 

 
1.交付件数 
        １件 
2.交付額 
    19,836千円 
 
 
 

 
地域介護・福
祉空間整備等
交付金等 
 
 
 
 
 

 
 市町村が作成した「地域における公的

介護施設等の計画的な整備等の促進に関

する法律」第４条に基づく市町村整備計

画に基づく事業又は事務の実施に要する

費用に充てるため、市町村に交付するこ

とにより、地域における公的介護施設等

の施設及び設備等の整備事業を推進する

ことを目的とする。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
地域介護・
福祉空間整
備交付金 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（対象施設） 
 小規模多機能型居宅介護拠点、小規模

（定員29人以下）の特別養護老人ホーム

、小規模の特定施設入所者生活介護の指

定を受けるケアハウス、認知症高齢者グ

ループホーム、認知症対応型デイサービ

スセンター、夜間対応型訪問介護ステー

ション、小規模の老人保健施設、介護予

防拠点、地域包括支援センター及び生活

支援ハウス（離島、山村等の特別処置法

に基づくものに限る。） 

 
1.交付件数     
 ２４件     
2.交付額       
  248,892千円 
 
 
 
 
 
 
 

 
地域介護・
福祉空間推
進交付金 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（対象事業） 
 夜間対応型訪問介護の実施のために必

要な事業、高齢者と障害者や子どもとの

共生型サービスを行う事業、「高齢者活

力創造」地域再生プロジェクトの推進の

ための地域における包括的なサービスを

推進する事業、その他高齢者が居宅にお

いて自立した生活を営むことができるよ

う支援する事業及び地域のサービス資源

と高齢者の住まいとの連携を推進する事

業 

 
1.交付件数     
 ３８件      
2.交付額       
  327,528千円 
 
 
 
 
 
 
 

 
先進的事業
支援特例交
付金 
 

 
ア) 介護療養型医療施設転換整備計画分 
（介護療養型医療施設から次に揚げる施
設に転換するための整備事業） 

 
1.交付件数     
 ３０４件      
2.交付額       
  5,708,947千円  
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 老人保健施設、ケアハウス、有料老人

ホーム（居室は原則個室とし、1人当たり

の居室の床面積が概ね１３㎡以上である

ものでかつ、利用者負担第３段階以下の

人でも入居可能な居室を確保しているも

のに限る。）、特別養護老人ホーム及び

併設されるショートステイ用居室（社会

福祉法人を設立等する場合に限る。）、

認知症高齢者グループホーム、小規模多

機能型居宅介護拠点、生活支援ハウス（

離島、山村等の特別処置法に基づくもの

に限る。）、「高齢者の居住の安定確保

に関する法律」第４条の規定により登録

されている賃貸住宅のうち、厚生労働大

臣が定める基準に適合する都道府県知事

に届出のあるもの。 
 
イ) 先進的事業整備計画分 
（対象事業） 
 既存の特別養護老人ホームをユニット

型施設へ改修する事業及び介護療養型医

療施設の改修により、老人保健施設、特

別養護老人ホームに併設されるショート

ステイ居室、認知症高齢者グループホー

ムのユニット型に転換する事業、虐待の

ほか、要介護者の急な疾病等に対応する

ための緊急ショートステイの整備事業、

市町村から提案された全国的に見て先進

的な事業及び既存の小規模福祉施設にお

いて消防法施行令改正に伴い平成２１年

４月より設置が義務化されたスプリンク

ラー等を整備する事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
次世代育成支
援対策施設整
備交付金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 次世代育成支援対策推進法の規定に基
づき、児童福祉施設整備等の整備に要す
る経費の一部を交付することにより、次
世代育成支援対策を推進することを目的
とする。 
（対象施設） 
 児童相談所一時保護施設、助産施設、

乳児院、母子生活支援施設、民間保育所

（２０年度から繰越を行った事業に限る

）、児童養護施設、情緒障害児短期治療

施設、児童自立支援施設、児童家庭支援

センター、児童自立生活援助事業所、小

規模住居型児童養育事業所、妊産婦ケア

センター、子育て支援のための拠点施設

（２０年度から繰越を行った事業に限る

 
1.交付件数 
  ５９件 
2.交付額 
  2,509,593千円 
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）、婦人相談所一時保護施設及び婦人保

護施設 
 
保育所施設整
備費国庫補助
金 
 
（20年度補正
 予算関係） 
 
 

 
 待機児童が多い市区町村を中心に、保
育所の施設整備に要する費用の一部を補
助することにより、児童の福祉の向上を
図ることを目的とする。 
 
 
 
 

 
1.交付件数 
 ３件 
2.交付額 
 162,510千円 
 
（本省にて繰越を行い

、21年度交付決定を行

った） 
 
社会福祉施設
等施設整備費
国庫補助金 
 
 
 
 
 

 
 福祉各法等の規定に基づき、地方公共
団体等が整備する施設整備に要する費用
の一部を補助することにより、施設入所
者等の福祉の向上を図ることを目的とす
る。 
（対象施設） 
 障害者（児）関連施設及び保護施設等 
  

 
1.交付件数 
 ６２件 
2.交付額 
 1,807,364千円 
注) 21年度は児童関

連施設の繰越分は

なし。 
 

 
社会福祉施設
等災害復旧費
国庫補助金 
 
 
 
 
 

 
 福祉各法等の規定に基づき、地方公共

団体等が整備した施設であって、暴風、

洪水、高潮、地震、その他の異常な自然

現象により被害を受けた施設の災害復旧

事業に要する費用の一部を補助すること

により、施設入所者等の福祉の向上を図

ることを目的とする。 
 

 
1.交付件数 
  実績なし 
2.交付額 
 実績なし 
 
 
 
 

 

○ 施設整備に係る補助金等の交付状況は、以下のホームページに掲 

載していますのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 
・保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/hoken_eisei.xls 

・保健衛生施設等災害復旧費国庫補助金 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/saigai.xls 

・地域介護・福祉空間整備等交付金等 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/chiiki_kaigo.xls 

・次世代育成支援対策施設整備交付金 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/jisedai.xls 

・保育所施設整備費国庫補助金 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/hoikujo.xls 

・社会福祉施設等施設整備費国庫補助金 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/shakai_fukushi.xls 
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  １４． 義務的経費に係る補助金等について  

（１）補助金等の概要  

       各補助金等の概要は次表のとおりです。 

 

（２）業務内容 

  義務的経費の補助金等に係る交付については、平成１５年度から 

その業務を行っており、管内各都県等から提出された交付申請書及  

び実績報告書を審査の上、交付決定及び精算確定等を行っていま 

す。 

 

（３）実績等 

  平成２１年度における義務的経費の補助金等の交付に関する業務  

の実績は、次表のとおりです。  

 
 

補助金等名 
 

交 付 目 的 
 

交付先及び交付額 
 
結核医療費国庫負
担金 
 
 
 
 
 
 
 

 
 都道府県、保健所を設置す

る政令市及び特別区が行う入

院患者に対する医療に要する

費用等の一部を負担すること

により、結核の予防及び結核

患者に対する適正な医療の普

及を図り、もって公共の福祉

の増進を図ることを目的とす

る。 

 
1.交付先 
 １０都県・１５市・２３
  特別区 
2.交付額 

1,214,107,007円 
 
 
 
 

 
結核医療費国庫補
助金 
 
 
 
 
 
 
 

 
 都道府県、保健所を設置す

る政令市及び特別区が行う一

般患者に対する医療に要する

費用等の一部を補助すること

により、結核の予防及び結核

患者に対する適正な医療の普

及を図り、もって公共の福祉

の増進を図ることを目的とす

る。 

 
1.交付先 
  １０都県・１５市・２３
 特別区 
2.交付額 

107,966,377円 
 
 
 
 

 
原爆被爆者健康診
断費交付金 
 
 
 
 

 
 都道府県、広島市及び長崎

市が行う原爆被爆者の健康診

断に要する経費を交付するこ

とにより、被爆者の健康の保

持及び向上を図ることを目的

とする。 

 
1.交付先 
 １０都県 
2.交付額 

161,174,678円 
 
 

 
原爆被爆者手当交
付金 
 

 
 都道府県、広島市及び長崎

市が行う医療特別手当、特別

 
1.交付先 
 １０都県 
2.交付額 
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手当、健康管理手当、保健手

当並びに原子爆弾小頭症手当

の支給事業に要する経費の全

部を交付することにより、被

爆者の受療の促進、健康の保

持増進を図ることを目的とす

る。 

7,687,980,439円 
 
 
 
 
 

 
原爆被爆者葬祭料
交付金 
 
 
 
 

 
 都道府県、広島市及び長崎

市が行う原爆被爆者葬祭料支

給事業に要する経費の全部を

交付することにより、被爆者

の精神的不安を和らげること

を目的とする。 

 
1.交付先 
 １０都県 
2.交付額 

122,532,554円 
 
 

 
児童扶養手当給付
費国庫負担金 
 
 
 
 
 
 

 
 都道府県、市等が行う児童

扶養手当の支給に要する費用

の一部を負担することにより

、父と生計を同じくしていな

い児童が育成される家庭の生

活の安定と自立の促進に寄与

し、もって児童福祉の増進を

図ることを目的とする。   

 
1.交付先 
 １都９県２５４市区 
2.交付額 

44,791,196千円 
 
 
 
 

 
特別児童扶養手当
事務取扱交付金 
 
 
 
 

 
 都道府県知事または市町村

長が行う特別児童扶養手当の

支給に係る事務の処理に必要

な費用を交付することにより

、当該制度の円滑な運営を図

ることを目的とする。 

 
1.交付先 
 １都９県４５３市区町村 
2.交付額 

257,512千円 
 
 

 
特別障害者手当等
給付費国庫負担金 
 
 
 
 
 

 
 都道府県市が行う特別障害

者手当、障害児福祉手当等の

支給に要する費用の一部を負

担することにより、精神又は

身体に重度の障害を有する者

の福祉の増進を図ることを目

的とする。 

 
1.交付先 
 １都９県２５４市区 
2.交付額 

11,257,109千円 
 
 
 

 
婦人保護費国庫負
担金及び国庫補助
金 
 
 
 
 

 
 売春防止法に基づき、要保

護女子についてその転落の未

然防止と保護更生を図ること

及び配偶者暴力防止法に基づ

き、配偶者からの暴力被害者

である女性の保護等を図るこ

とを目的とする。 

 
1.交付先 
 １都９県 
2.交付額 

728,988千円 
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児童入所施設措置
費等国庫負担金 
 
 
 
 
 

 
 児童福祉法第２７条第１項

第３号による施設等への入所

又は委託、第２２条による助

産の実施、第２３条による母

子保護の実施に係る同法第４

５条の最低基準の維持を図る

ことを目的とする。 

 
1.交付先 
 １都９県１９６市区 
2.交付額 

25,241,193千円 
 
 
 

 
保育所運営費国庫
負担金 
 
 
 
 

 
 保育所の運営に必要な経費

を負担することにより、保育

所において保育に欠ける児童

に対して保育の実施を図るこ

とを目的とする。 
 

 
1.交付先 
  ４０７市区町村     
2.交付額 

79,808,639千円 
 
 

 

○ 義務的経費に係る補助金等の交付状況は、以下のホームページに 

掲載していますのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/

documents/gimu_keihi.xls 

 

  １５．財産処分について  

（１）制度の概要 
 厚生労働省所管一般会計に係る補助金等の交付を受けて取得
し、又は効用の増加した政令で定める財産を補助金等の交付の目的
に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取
り壊すこと等を行うに当たっては、厚生労働大臣等の承認が必要と
なります。 
 

（２）業務内容 
        補助金等の交付を受けた施設等に対する国庫補助財産の財産処分に

ついては、その業務を平成１６年度から行っており、管内各都県等
から提出された財産処分承認申請書の審査及び報告（包括承認事
項）の受理等を行っています。 

 
（３）実績等 

        平成２１年度における財産処分に関する業務の実績は、次表のとお
りです。  

 
 

区   分 
 

 
 処理件数 
（保健衛生関係） 

 
処理件数 

（社会福祉関係） 

 
合 計 

 
 
財産処分承認申請 

 
     ２ 

 
   ２０ 

 
    ２２ 

 
報告（包括承認）の受理 

 
     ２３ 

 
  １５１ 

 
   １７４ 

 
計 

 

 
    ２５ 
 

 
  １７１ 
 

 
   １９６ 
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      ※ 上記の財産処分の承認に伴い、２１年度返還金が生じたものは   

       7 件(保健衛生関係 4 件、社会福祉関係 3 件）です。  

 

○ 財産処分の処理及び包括承認の受理の状況は、以下のホームペー 

ジに掲載していますのでご覧下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 
・財産処分承認申請 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/zaisan_shori.xls 

・報告（包括承認）の受理 
http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi
/documents/zaisan_juri.xls 

 

   
１６．児童扶養手当支給事務指導監査について 

（１）制度の概要 

         ① 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）に基づく児童扶養手 

     当は、離婚による母子世帯等、父と生計を同じくしていない児童が 

     育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児 

     童について手当を支給し、児童の福祉の増進を図ることを目的とし 

     た手当です。 

 ② 児童扶養手当支給事務は、平成１４年８月より当該手当の受給資 

  格認定等の事務が都道府県から市（区）及び福祉事務所設置町村へ 

   権限移譲され、当該支給事務は都道府県・市等で行われています。 

 

（２）業務の内容 

 ① 児童扶養手当支給事務指導監査は、関東信越厚生局管内の都県市 

  等に対し、児童扶養手当支給事務の円滑な実施の確保を目的とし 

   て、地方自治法第２４５条の４の規定に基づき実施しています。 

  また、本指導監査は、児童扶養手当支給事務指導監査実施要綱に 

   基づき、各都道県、指定都市及び中核市にあっては３年に１回程 

   度、指定都市、中核市を除く市、福祉事務所を設置する町村及び特 

   別区については５年に１回程度の頻度により実施しています。 

② 本指導監査の具体的な内容としては、ヒアリングや請求書等の閲

覧により､(ｱ) 事務処理体制の状況、(ｲ) 新規認定、現況届及び各種

届出に係る事務処理等の状況、(ｳ)資格喪失届の事務処理状況などの確

認を行い、是正又は改善指導などの技術的な助言を行っています。 

   なお、是正・改善指導などの技術的な助言に当たっては、現地に

おいて行うほか、指導監査の結果を検討し、必要がある場合は文書

をもって行うとともに、その結果について報告を求めることとして

います。 

 

（３）計画と実績 

① ２１年度の計画と実績 

 

 

  ２１年度計画 

 

    ５県２２市区 
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  ２１年度実績 

 

 

    ５県２２市区 

 

 

    （２１年度の主な指導事項） 

 

指 摘 事 項 

 

主  な  内  容 

 

○障害認定医の配

 置 

 

○新規認定請求書

 の受理事務 

 

 

 

 

○生計維持関係の

 確認 

 

○所得の審査 

 

 

○現況届の事務処

 理 

 

 

 

○資格喪失届に係

 る事務処理 

 

 

 

 

・障害認定の体制整備を図ること。 

 

 

・請求書の記載内容や添付書類に不備のない

 ことを確認の上受理すること。 

・規則上、請求時に不必要な書類がないこ

 とをもって受理しないという取扱いをし

 ないこと。 

 

・受給者とその扶養義務者との生計維持関

 係の確認は十分行うこと。 

 

・養育費や所得証明書等による所得額の確

 認を十分行うこと。 

 

・郵送による受付は原則行わず、本人持参

 による提出とすること。 

・現況届未提出者に対する時効処理等の対

 応を遺漏なく行うこと。 

 

・資格喪失日の公簿確認、資格喪失に至った

 事実の的確な確認等に努めること。 

・辞退を理由とした資格喪失を行わないこ

 と。 

 

 

② 年次推移（実績） 

 

１７年度 

 

１８年度 

 

１９年度 

 

２０年度 

 

２１年度 

 

4都県81市区 

 

 

4県81市区 

 

 

1県27市区 

 

 

4都県29市区 

 

 

5県22市区 
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  １７．保護施設に対する指導監査について 

   （１）制度の概要 

           生活保護は、生活保護法に基づき生活に困窮する国民に対し、そ

の困窮の程度に応じ必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障

するとともに、その自立を助長することを目的としています。 

       その方法には居宅保護と施設保護の２種類があります。 

       居宅保護には、日常生活の需要を満たすための生活扶助をはじめ

教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助等があります。 

       施設扶助には、身体上、精神上著しい障害があるために日常生活

を営むことが困難な方を入所させて生活扶助を行う救護施設をはじ

め更生施設、医療保護施設、授産施設、宿所提供施設があります。 

 

     （２）業務の内容 

    ① 保護施設に対する指導監査は、生活保護法第２３条第１項の規定 

     に基づき、保護施設の適正な運営の確保を図ることを目的として実 

     施しています。 

          指導監査は、関東信越厚生局管内の都県市が設置する保護施設に 

     対し、概ね３年に１回実地による監査を行います。 

       （注）指定都市・中核市以外の市町村が設置する保護施設及び社会福 

      祉法人が指定都市・中核市以外の市町村に設置する保護施設の指 

      導監査は都道府県が実施し、指定都市・中核市内に社会福祉法人 

      が設置する保護施設の指導監査は、指定都市・中核市が実施して 

      います。 

    ②  指導監査の具体的な内容は、入所者の処遇、生活環境、自立等へ 

     の支援、又施設の運営管理が適正に行われているかを実地に確認  

     するものです。 

      指導監査において、不正、著しい不当、最低基準違反等が認めら 

れる場合は、改善が図られるまで随時に特別監査を実施することと 

しています。 

      

   （３）実績 

         ・実施結果…………一般指導監査 

               対象施設５施設のうち２施設 

                            特別指導監査 

                              対象施設無し 

     （２１年度の主な指導事項） 

 

事  項 

 

主 な 内 容 

 

入所者処遇 

 

職員処遇 

運営管理 

 

 

 

・入所者の生活環境の整備が不十分 

・入所者預り金の管理及び取扱いが不適切 

・勤務体制の整備が不十分 

・苦情解決への取り組みが不十分 

・調理室の衛生管理が不十分 
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○ 保護施設一覧は、以下のホームページに掲載していますのでご覧 

下さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/kenko_fukushi/

documents/seikatsuhogo_shisetsu_h22.xls 

 

 

  １８．消費生活協同組合に対する検査について  

   （１）制度の概要 

            １１の（１）参照のこと 

 

      （２）業務の内容 

         ① 生協に対する検査は、消費生活協同組合法第９４条第２項に基

づき組合の適正な運営を図ることを目的として実施しています。 

           検査は、関東信越厚生局管内の複数の都県で事業活動する組合

に対し、消費生活協同組合連合会は概ね３年に１回、消費生活協

同組合は概ね４年に１回実地による検査を行います。 

        （注）組合の行う事業活動の区域が、都県の管轄する区域に限られ

ている場合は、それぞれの都県が実施し、厚生局の管轄区域を

またがって事業活動を行っている場合は厚生労働省社会・援護

局が実施しています。 

         ②  検査の具体的内容は、組織運営、理事会運営、組合員管理、会 

      計の状況等について確認するものです。 

 

     （３）実績 

         ・実施結果…………対象組合２８のうち１２組合 

     （２１年度の主な指導事項） 

 

事  項 

 

主 な 内 容 

 

組織・管理 

 

 

 

 

 

 

理事会運営等 

 

 

監事監査 

事業 

 

 

・定款と実態の乖離 

・整備すべき規程の不備   

・組合員資格の確認及び組合員名簿の管理

 が不十分 

・組合加入時の出資金について、職種等に

 より差を設ける等の不適切な取り扱いの

 是正 

・理事会への理事の出席が低調等理事会運

 営の改善 

・総代選挙及び総代会等の手続きの不備 

・監査内容が不十分 

・非組合員の利用が過大 
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指導養成課  
 

１．各種養成施設の指定及び監督について 

 （１）制度の概要 

保健・医療・福祉サービスについては、従事者が直接、受益者に接す

ることにより、心身の維持向上に寄与しています。このため、こうした

業務については国家資格等を付与し、国民が不利益を被らないよう質の

確保を図る必要があります。 

当局において所管する養成施設等は、当該施設の課程を修了あるいは

卒業することにより、国家資格又は国家試験の受験資格等が得られるこ

とから、養成される内容の質が確保され、基準に基づき適正に運営され

るよう指導監督を行っています。 

 なお、管理栄養士に係る指定等業務については、平成２１年４月より

厚生労働省から地方厚生局へ移管されたところです。 

 （２）業務内容  

当局においては、次の表に掲げる職種について、申請に基づき指定、

変更の承認等の事務を行うとともに、基準に則り適正な運営が図られる

よう指導調査の事務を行っているところです。 

平成２１年４月１日現在の養成施設の学校数、課程数及び入学定員は       

次のとおりです。 

 

    施 設 種 別  学校数  課程数    入学定員 

栄養士養成施設   ５９     ５９    ５，６８５ 

管理栄養士養成施設     ３７      ３７    ２，９７３ 

調理師養成施設     ７７    １６０ １０，９１０ 

理容師養成施設   ２７      ４８    １，７７２ 

美容師養成施設     ７７    １５９ １７，５８８ 

製菓衛生師養成施設     ２２    ３９    ２，８３９ 

食品衛生管理者養成施設   ４４   ６２    ５，６４１ 

指定保育士養成施設    １６６   １９５ １９，６３７ 

社会福祉士養成施設     １９      ２５    ４，６７０ 

介護福祉士養成施設    １３２    １５４    ７，７２５ 

福祉系高等学校      ２８      ２９    ２，３５６ 

社会福祉主事養成機関     ２０      ２４    ７，２５５ 

精神保健福祉士養成施設    １３     ２４    ２，３９０ 

児童福祉司養成施設      ３      ３        １０５ 

児童福祉施設職員養成施設      ４     ４        １６３ 

知的障害者福祉司養成施設      １    １          ４０ 
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救急救命士養成所      １６      １７    １，２８５ 

診療放射線技師養成所        ６        ７        ４５９ 

臨床検査技師養成所      １１     １１        ６３０ 

理学療法士養成施設    ４０      ５４    ２，７９５ 

作業療法士養成施設     ３１     ３８    １，４７９ 

視能訓練士養成所       ５       ６        ２４０ 

臨床工学技士養成所     １１      １５        ７７７ 

義肢装具士養成所       ３        ３          ６８ 

言語聴覚士養成所     １２     １５        ６９８ 

あん摩ﾏｯｻｰｼﾞ指圧師養成施設  ３ ５ ２５０ 

はり師・きゅう師養成施設     ２９     ５３    １，９７７ 

あ・は・き師養成施設（※）     １３     ２１        ８２４ 

柔道整復師養成施設     ３３     ６３    ３，１９８ 

歯科衛生士養成所     ３６     ３８    ２，１６８ 

歯科技工士養成所      ９       ９        ５３９ 

 保健師助産師看護師養成所  １８８    ２２３ １１ , ４６６ 

   合   計 １ , １７５ １，６０１ １２０ , ６０２ 

※：あん摩 ﾏ ｯ ｻ ｰ ｼ ﾞ 指圧師・はり師・きゅう師養成施設 

 

注１）食品衛生管理者養成施設には食品衛生監視員養成施設を含み 

ます。 

注２）社会福祉士養成施設には社会福祉士学校を、また、介護福祉 

士養成施設には介護福祉士学校をそれぞれ含みます。（以下、

同じ。） 

注３）食鳥処理衛生管理者養成施設、身体障害者福祉司養成施設は、

当厚生局管内には指定を受けた養成施設がありません。 

 

 〔資料：各都県別養成施設の指定状況は、１４３ページを参照〕 

（３）実績 

① 指定等に関する事務 

 平成２１年度における指定、変更の承認及び変更届の受理等に関す

る業務の実績は、次表のとおりです。 

  

   施 設 種 別 

      処理件数  

指定 

( 認定 )  
取  消 

内 容 

変 更 

実 習 

施 設 
変更届 

栄養士養成施設    ２     ４   １３  －   １２ 

管理栄養士養成施設     ３     ０     ７  －     ９ 
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調理師養成施設      ２     ２     ４   －     ４ 

理容師養成施設     ０     ０    １   －  ３９ 

美容師養成施設      ４     ２   １０  － １２９ 

製菓衛生師養成施設     ４     ０    ４   －     ４ 

食品衛生管理者養成施設     ７     ０     ０  －   ５５ 

指定保育士養成施設      ３     ９ １１５  －   ４４ 

社会福祉士養成施設      ３     １     ４     ６   ３１ 

介護福祉士養成施設     ６   １５   ２２     ５   ８７ 

福祉系高等学校     ０     ０    １  －   １０ 

社会福祉主事養成機関      １     ４     ６   －     ３ 

精神保健福祉士養成施設      １     ２     ３  ２６     ５ 

児童福祉施設職員養成施設      ０     ０     １    ０     ０ 

救急救命士養成所     １     ０    ６   １    ５ 

診療放射線技師養成所      ０     ０     １     １     ０ 

臨床検査技師養成所     ０     １     ２    ３     ３ 

理学・作業療法士養成施設      ０     ３   ２３   ２９   ２６ 

視能訓練士養成所      １     ０    ３    ０     ３ 

臨床工学技士養成所      ０     ０     ８    ４    ７ 

義肢装具士養成所     ０     ０    １    １    １ 

言語聴覚士養成所     ０     ０    ６   １５     ７ 

あ・は・き師等養成施設※      ２     ２   ２２    ０   １４ 

柔道整復師養成施設      １     ２   １４    ０   １０ 

歯科衛生士養成所     ４     １    ８    ８    ２ 

歯科技工士養成所      １     １    １    ０     ０ 

保健師助産師看護師養成所       ５    ７ １４８  ６２  ３２ 

      計    ５１   ５６ ４３４ １６１ ５４２ 

 

      ※：あん摩 ﾏ ｯ ｻ ｰ ｼ ﾞ 指圧師養成施設、はり師・きゅう師養成施設、 

          及びあん摩 ﾏ ｯ ｻ ｰ ｼ ﾞ 指圧師・はり師・きゅう師養成施設 

 

     注１）上記の表に用いている用語は、次のように省略しています。 

・指定（認定）：新規指定（認定） 

・取消：申請による指定の取消し承認（但し栄養士、調理師 

は届け出数） 

・内容変更：指定内容変更の承認（カリキュラム変更等） 

・実習施設：実習施設の追加等承認 
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・変更届：変更届の受理 

      注２）栄養士養成施設の新規指定は管理栄養士養成施設新規指定校       

（厚生労働省で指定）の栄養士養成施設の指定 

     注３）上記の養成施設を除く他の養成施設の実績は、ありません。 

〔資料：養成施設の指定状況は１４４ページ、取消状況は１４８ページを参 

照〕 

 

② 指導監督に関する業務 

    ア 指導調査の実施施設・実施課程 

 平成２１年度における養成施設に対する指導調査の実施状況は、

次表のとおりです。 

      施設種別  実施施設数  実施課程数  

栄養士養成施設       ６         ６ 

管理栄養士養成施設         ４         ４ 

調理師養成施設         ５       １０ 

理容師養成施設         ４         ８ 

美容師養成施設         ４         ９ 

製菓衛生師養成施設         １         １ 

食品衛生管理者養成施設         ２         ３ 

指定保育士養成施設         ６         ６ 

社会福祉士養成施設         ３         ３ 

介護福祉士養成施設         ７         ７ 

社会福祉主事養成機関         ２         ２ 

精神保健福祉士養成施設         １         ２ 

救急救命士養成所         １         １ 

理学療法士養成施設         ４         ４ 

作業療法士養成施設         ５         ５ 

臨床工学技士養成所         １         １ 

言語聴覚士養成所         ２         ２ 

あ・は・き師養成施設         １         １ 

はり師・きゅう師養成施設         ３         ３ 

柔道整復師養成施設         １         １ 

歯科技工士養成所         １         １ 

保健師助産師看護師養成所       １３       １４ 

     計    ７７       ９４ 
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イ  指導調査の都県別実施課程 

          平成２１年度における都県別の実施課程数は、次表のとおりです。 

 

   都県名 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県  

  実施数    ６   ４    ７    ９   １４ 

 東京都 神奈川県  新潟県  山梨県  長野県    計 

   ３４    ８    ４    ２    ６   ９４ 

 

２．大学等において開講する社会福祉に関する科目の確認に関する業務につ 

いて 

（１）概要 

平成２１年４月１日施行の社会福祉士及び介護福祉士法の改正に伴い、 

社会福祉に関する科目又は基礎科目を修了し、社会福祉士又は介護福祉士

の試験を受験しようとする者について、当該受験者の利便性に配慮し、そ

の修了した科目が基準を満たしているかどうかを個別に審査する手続を省

略できるよう、実習演習科目について、文部科学大臣及び厚生労働大臣に

よる事前の確認を受けることができる仕組みが定められました。 

当厚生局では、平成２０年度から、当該実習演習科目の確認を行ってい

ます。 

（２）実績 

      平成２１年度における実習演習科目の確認に関する業務の実績は、次表

のとおりです。 

      区    分  処理件数  

実習演習科目の確認     ５ 

         計      ５ 

 

３．各種講習会に関する業務について 

（１）食品衛生管理者資格認定講習会の登録について 

    ① 概要 

      飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、国民の健康を保護する 

   ため、「食品衛生法」により、乳製品や厚生労働大臣が定めている特に 

   衛生上の考慮を必要とする食品等の製造、加工を行う営業者は、専任の 

   食品衛生管理者を行うこととされています。 

        食品衛生管理者となるための一つの要件として、衛生管理業務に３年 

   以上従事し、厚生労働大臣の登録を受けた食品衛生管理者資格認定講習 

   会の課程を修了した者と同法に規定されています。 

55



    当厚生局では、この講習会の申請書の内容を確認し、登録する業務を 

   行っています。 

 

② 実績 

    平成２１年度における食品衛生管理者資格認定講習会の登録はありま 

 せん。 

 

（２）食鳥処理衛生管理者資格取得講習会の登録について 

    ① 概要 

      食鳥肉等に起因する衛生上の危害の発生を防止し、国民の健康を保護 

   するため、「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律」により、 

   食鳥処理業者は食鳥処理場ごとに、食鳥処理衛生管理者を置くこととさ 

   れています。 

    食鳥処理衛生管理者となるための一つの要件として、食鳥処理業務に 

   ３年以上従事し、厚生労働大臣の登録を受けた食鳥処理衛生管理者講習 

   会の課程を修了した者と同法に規定されています。 

    当厚生局では、この講習会の申請書の内容を確認し、登録する業務を 

   行っています。 

 

② 実績 

       区    分  登録件数  

講習会の登録     ４ 

          計      ４ 

 

（３）介護技術講習等に係る実施報告及び変更届出の受理について 

① 概要 

 介護福祉士試験の実技試験の受験者数の増大を受けて、介護福祉士試

験の受験者の資質向上及び介護福祉士実技試験の適正実施に資するため、

介護等に関する専門的技術についての講習（介護技術講習）を修了した

者について、その者の申請により、以後３回の実技試験を免除する制度

が、平成１７年度から実施されました。 

 当厚生局では、当該講習の実施届、変更届及び実施報告書などの受理

業務を行っています。 

    

    当厚生局管内の実施施設数（平成21年度実施分）６９施設 
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 〔当厚生局管内の介護技術実施施設の状況は、以下のページに掲載していま  

すのでご覧ください。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shido_yosei/in

dex.html  

 

② 実績 

 平成２１年度における介護技術講習等に関する業務の実績は、次表の

とおりです。 

    区  分  処理件数         書類の届出期限 

講習実施届の受理    １６４ 実施予定年度の前年度の１月末 

実施変更届の受理      ３１ 講習実施届後から実施年度の８月末 

実施報告書の受理     ２１６ 講習会終了後１か月以内 

   計     ４１１  

受講者数 ( 人 )  １７，３６２   

修了者数 ( 人 )  １７，１１２  

 

 （イ）主任指導者養成講習及び指導者養成講習の処理状況 

        区  分  主任指導者  指導者   計  

修了者名簿の受理 ( 件 )         ９       １４      ２３ 

修了者数 ( 人 )     １７０     ３７１   ５４１ 

 

（４）社会福祉主事資格認定講習会の指定及び監督について 

① 概要 

 社会福祉主事の人材の確保及び資質の向上を図るため、社会福祉法第 

１９条第１項第２号に基づき、社会福祉主事資格認定講習会が実施され

ています。 

 当厚生局では、当該講習会の指定、変更届及び報告書の受理等の業務

を行っています。 

 

② 実績 

 平成２１年度における社会福祉主事資格認定講習会に関する業務の実

績は、次表のとおりです。 

    区        分  処理件数  

事業報告書の受理     ２ 

     計       ２ 
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（５）児童福祉司資格認定講習会の指定及び監督について 

① 概要 

 平成１２年に「児童虐待の防止等に関する法律」が公布されたことに

伴い、児童福祉司の人材の確保及び資質の向上を図るため、児童福祉法

第１３条第２項第１号に基づき、児童福祉司資格認定講習会が実施され

ています。 

 当厚生局では、当該講習会の指定、変更届及び報告書の受理等の業務

を行っています。 

 

② 実績 

 平成２１年度における児童福祉司資格認定講習会に関する業務の実績

は、次表のとおりです。 

    区    分  処理件数  

事業報告書の受理     １ 

     計      １ 

 

（６）社会福祉士実習演習担当教員講習会及び社会福祉士実習指導者講習会並 

びに介護教員講習会及び介護福祉士実習指導者講習会の実施届出及び変更

届出の受理について 

① 概要 

 平成２１年４月１日施行の社会福祉士及び介護福祉士法の改正に伴い、

社会福祉士実習演習担当教員講習会及び社会福祉士実習指導者講習会並

びに介護教員講習会及び介護福祉士実習指導者講習会について、平成２

１年度実施分から、当厚生局において実施届等の受理業務を行っていま

す。 

 

② 実績 

 平成２１年度における社会福祉士実習演習担当教員講習会及び社会福

祉士実習指導者講習会並びに介護教員講習会及び介護福祉士実習指導者 

講習会に関する業務の実績は、次表のとおりです。 

         区    分  処理件数  

社会福祉士実習演習担当教員講習会実施届の受理     １ 

社会福祉士実習指導者講習会実施届の受理     ３ 

介護教員講習会実施届の受理      ３ 

介護福祉士実習指導者講習会実施届の受理      ６ 

          計    １３ 
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〔当厚生局管内の実施施設の状況は、以下のページに掲載していますのでご覧

ください。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shido_yosei/

index.html  

 

 

（７）関東信越地区保健師助産師看護師実習指導者講習会（特定分野）の実施 

について 

① 概要 

 病院以外の実習施設で次に掲げる特定分野について実習指導の任にあ

る者を対象として、効果的な臨地実習指導のために必要な知識・技術を 

習得すること等を目的に、平成１９年度から「関東信越地区保健師助産

師看護師実習指導者講習会（特定分野）を実施しています。 

（特定分野） 

 ・ 保健師養成所における地域看護学 

 ・ 助産師養成所における助産学 

 ・ 看護師養成所における老年看護学、小児看護学、母性看護学及び  

在宅看護論 

・ 准看護師養成所における老年看護及び母子看護 

 

② 実績 

 平成１９年度から平成２１年度までの当該講習会の受講修了者数は、

次表のとおりです。 

  区分 平成１９年度  平成２０年度  平成２１年度    合計 

受講修了者数 

( 人 )  
   ４８    ７７    ７８   ２０３ 
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医事課 
 

１．健康危機管理について 

    （１）概要 

     医薬品、食中毒、感染症、飲料水、その他何らかの原因により生じる 

   国民の生命、健康安全を脅かす事態に対し、健康被害の発生予防、拡大 

   防止、治療等に関する業務を総括しています。 

 

    （２）業務内容 

    関東信越厚生局では、平成１７年度より、管内１都９県の健康危機管 

   理関係所管課及び関係機関（検疫所、地方衛生研究所等）の連絡網を作 

   成し、また、関係職員を対象として「関東信越ブロック健康危機管理連 

   絡協議会」を定期的に開催し、健康危機管理に対する共通の認識、情報 

   の共有化等により、関係機関の職員の相互連携を強化し、現実に健康危 

   機が発生した場合、有効な対策がとれるよう推進しています。 

 

    （３）実績（平成２１年度） 

    地方衛生研究所等主催による地域保健総合推進事業に係る地域ブロッ 

   ク会議、ブロック長会議等へ出席 ････････････ ４回 

 

    

２．医療安全に関する取り組みの普及及び啓発について 

    （１）概要 

    医療機関等に対して、医療の安全に関する取り組みの普及及び啓発に 

   関する業務を所管しております。 

    厚生労働省では平成１３年度より毎年１１月２５日を含む１週間を「医

療安全週間」と位置け医療安全対策の推進を図っています。 

 

    （２）業務内容 

     関東信越厚生局では、平成１４年度から例年１１月（「医療安全週間」 

   の前後）に、管内病院の医療機関の管理者及び医療安全管理者等を対象 

   に、医療安全に関する知識の習得を目的として、「医療安全に関するワ 

   ークショップ」を開催しています。 

 

    （３）実績（平成２１年度） 

       平成２１年１１月９日～１１月１３日までの５日間におきまして、医 

   療安全管理者等の資質向上を図るため、「医療安全に関するワークショ 

   ップ」を開催しました。 

 

      開 催 日     : 平成２１年１１月９日～１１月１３日 

      場 所     : さいたま新都心合同庁舎１号館６階（６Ａ） 

      参加者数     : ８９名 

       ＊第Ⅳ章 資料・デ－タ集Ｐ１５１参照   
    「１．平成２１年度医療安全に関するワークショッププログラム」 
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３．医師の臨床研修について 

   （１）概要 

       臨床研修病院の指定に係る審査及び指導並びに適正な臨床研修の実    

     施体制の確保に関する業務を所管しています。 

       医師臨床研修制度は昭和２３年に卒後１年のインターン制度として開  

     始され昭和４６年に臨床研修医制度として創設されました。昭和４６年  

     に創設された制度は、努力規定として位置づけられた研修でありました  

     が､ 平成１６年４月からは、診療に従事しようとする医師には、２年以  

     上の臨床研修を受けることが必修化となり医師法により義務づけられま  

     した。 

       この医師臨床研修制度の基本理念は、「臨床研修は、医師が、医師と  

     しての人格をかん養し、将来専門とする分野にかかわらず、医学および  

     医療の果たすべき社会的役割を認識しつつ、一般的な診療において頻繁  

     に関わる負傷又は疾病に適切に対応できるよう、基本的な診療能力を身  

     につけることのできるものでなければならない。」となっており各臨床  

     研修指定病院で作成されたプログラムで研修が実施されます。 

 

    （２）業務内容 

       関東信越厚生局では、臨床研修修了に伴う医籍登録業務のほか、効果  

     的な研修が実施されるよう、新規指定もしくはプログラム変更の申請を  

     行った病院の研修プログラムの内容を精査し、関係法令の定める基準に 

   照らして審査を行い、円滑に運用されるよう指導しております。 

    また、平成１９年４月からは、臨床研修費等補助金の交付に関する事業 

   が厚生労働省より事務委任され、各都県より提出される申請書の審査等 

   も行っています。 

 

    （３）実績（平成２１年度） 

       新規指定申請等の審査の状況（平成２２年度開始分） 

      臨床研修病院の新規指定申請に係る審査 ･･･････････ ２件 

      臨床研修プログラムの変更 ･････････････････････４６６件 

 

     臨床研修病院等の実地調査の状況 

     既指定臨床研修病院 ･･････････････････････････････ １件 

 

医籍登録の状況 

  医籍登録件数  ････････････････････････････ ２，７８０件 

 

臨床研修費等補助金の交付状況 

  交付先及び交付額    交付先 ････････ １都９県(279 件) 

              交付額 ･･････ ５７億４８３９万円 
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       医師臨床研修病院指定状況（平成２２年３月３１日現在） 

 

         都県別指定病院数 

施 設 数 府県名 

 施設数計 基幹型 協力型 

茨 城 県 ５６ ２１ ３５ 

栃 木 県 ２２ ９ １３ 

群 馬 県 ４４ １５ ２９ 

東 京 都 １５３ ７４ ７９ 

千 葉 県 ７７ ３３ ４４ 

埼 玉 県 ５４ ３０ ２４ 

神奈川県 １０２ ５５ ４７ 

新 潟 県 ５８ １６ ４２ 

山 梨 県 ２４ ６ １８ 

長 野 県 ４８ ２７ ２１ 

合    計 ６３８ ２８６ ３５２ 

       ※基幹型であり、協力型でもある場合は、基幹型に計上 

 

 

          大学医学部附属病院数 

施 設 数 府県名 

 施設数計 基幹型相当 協力型相当 

茨 城 県 ２ ２ ０ 

栃 木 県 ３ ２ １ 

群 馬 県 １ １ ０ 

東 京 都 ３０ ２３ ７ 

千 葉 県 ７ ７ ０ 

埼 玉 県 ７ ６ １ 

神奈川県 １２ ７ ５ 

新 潟 県 １ １ ０ 

山 梨 県 １ １ ０ 

長 野 県 １ １ ０ 

合    計 ６５ ５１ １４ 

       ※基幹型であり、協力型でもある場合は、基幹型に計上 

 

   ◎臨床研修病院等の情報については、下記のホームページに掲載

されておりますのでご覧下さい。 

     サイト名：臨床研修プログラム検索サイト 

（http://www.reisjp.org/common/ad0.php） 
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４．歯科医師の臨床研修について 

   （１）概要 

       歯科医師臨床研修施設の指定に係る審査及び指導並びに適正な臨床研  

     修の実施体制の確保に関する業務を所管しています。 

       歯科医師臨床研修は昭和６２年に一般歯科医養成研修事業として開始  

     されました。その後､平成１２年の歯科医師法改正により､診療に従事し 

   ようとする歯科医師は、１年以上の臨床研修を受けなければならないも 

   のとされ､平成１８年４月より歯科医師臨床研修の必修化が開始されま 

   した｡ 

       この歯科医師臨床研修制度の基本理念は、「臨床研修については、患  

     者中心の全人格的医療を理解した上で､歯科医師としての人格をかん養   

     し､総合的な診療能力(態度･技能･知識)を身につけ､臨床研修を生涯研修  

     の第一歩とすることのできるものでなければならない｡｣となっており、 

   大学病院や各臨床研修施設で作成し、医道審議会歯科医師臨床研修部会 

   に諮られ、承認を受けたプログラムで研修が実施されます。 

 

     （２）業務内容 

       関東信越厚生局では、新規指定もしくはプログラム変更等の申請を行 

   った施設の研修プログラムの内容を関係法令の定める基準に照らして審 

   査しております。また、他の地方厚生局管轄の申請の２次審査や臨床研 

   修施設の実地調査も各厚生局の担当者との共同で実施しています。 

    また、全国各地で開催される指導歯科医講習会において、臨床研修制度 

   の周知に関する講演を担当するなど、全国厚生局の総括的な役割も有し 

   ています。 

    臨床研修修了に伴う歯科医籍への登録に関する業務としては、修了者 

   から提出される登録証交付申請書の審査及び発送業務を行っています。 

 

    （３）実績（平成２１年度） 

       新規指定申請等の審査の状況（全国） 

    臨床研修施設の指定申請に係る審査･･････５６件 

    臨床研修プログラムの変更･･････････････５０件 

 

歯科医籍登録の状況 

  歯科医籍登録件数  ･･･････････････････････････ １，０６８件 

 

臨床研修施設の実地調査の状況（全国） 

      新規指定申請施設 ･･････････････････ ８件 

      大学病院・既指定施設 ･･････････････２８件 

 

    指導歯科医講習会への講師派遣件数･･････ ６件 
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       歯科医師臨床研修施設指定状況（平成２２年３月３１日現在） 

 

         都県別指定施設数 

施設数 都県名 

 施設数計 単独型 管理型 協力型 

茨 城 県 ２４ ０ ０ ２４ 

栃 木 県 １９ １ ０ １８ 

群 馬 県 １７ １ ０ １６ 

東 京 都 ２５８ １４ ４ ２４０ 

千 葉 県 １１３ ３ ３ １０７ 

埼 玉 県 １３４ ３ １ １３０ 

神奈川県 １８０ ５ １ １７４ 

新 潟 県 ２５ ０ ０ ２５ 

山 梨 県 ８ １ １ ６ 

長 野 県 ２５ ４ ０ ２１ 

合    計 ８０３ ３２ １０ ７６１ 

       ※単独型（管理型）であり、協力型でもある場合は、単独型 

        （管理型）に計上 

       ※単独型であり管理型でもある場合は管理型に計上 

 

         医科大学・歯科大学（附属）病院数 

施設数 府県名 

 施設数計 単独型相当 管理型相当 協力型相当 

茨 城 県 ２ １ ０ １ 

栃 木 県 ２ ２ ０ ０ 

群 馬 県 １ ０ １ ０ 

東 京 都 １７ ６ ７ ４ 

千 葉 県 ５ ２ ３ ０ 

埼 玉 県 ３ ０ ３ ０ 

神奈川県 ５ ０ ５ ０ 

新 潟 県 ２ ０ ２ ０ 

山 梨 県 １ １ ０ ０ 

長 野 県 ２ １ １ ０ 

合    計 ４０ １３ ２２ ５ 

     ※単独型（管理型）であり、協力型でもある場合は、単独型 

    （管理型）に計上 

      ※単独型であり管理型でもある場合は管理型に計上 

 

   ◎臨床研修病院等の情報については、下記のホームページに掲載

されておりますのでご覧下さい。 

     サイト名：歯科医師臨床研修プログラム検索サイト 

（http://www.d-reisjp.org/common/ad0.php） 
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５．心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療について 

  （１）概要 

    心神喪失の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関す 

   る業務を所管しています。 

     心神喪失の状態で重大な他害行為を行った者に対し継続的かつ適切な  

     医療並びにその確保のために必要な観察及び指導を行うことによって、  

     その症状の改善及びこれに伴う同様な他害行為の再発の防止を図り、そ 

   の社会復帰を促進することを目的として、「心神喪失等の状態で重大な 

   他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（心神喪失者等医療 

   観察法）」が平成１７年７月に施行されました。 

       この法律は、心神喪失の状態で重大な他害行為を行った者であって、 

    不起訴処分又は無罪等の裁判が確定した者に対しての処遇が定められた  

     ものであります。 

 

    （２）業務内容 

関東信越厚生局では、対象者の医療を行う指定医療機関の指定、地方裁 

判所の処遇決定に伴う指定医療機関の選定、入院処遇決定となった対象者

の指定入院医療機関への移送等を行っています。また､この法律では、対

象者の処遇を決定するために、裁判官と精神科医（精神保健審判員）、必

要に応じて精神保健福祉の専門家（精神保健参与員)で審判が行われます

が、その構成員を地方裁判所が選任するための精神保健判定医及び精神保

健参与員候補者名簿の作成なども行っています。 

 

    （３）実績（平成２１年度） 

     指定入院医療機関の指定 ･････････････････････････････  ４件 

     指定通院医療機関の指定 ･････････････････････････････ １７件 

       指定入院医療機関の選定及び移送 ･････････････････････ ９４件 

       指定通院医療機関の選定 ･････････････････････････････ ５６件 

       精神保健判定医の名簿収載･･･････････････････････････ ２８１件 

       精神保健参与員の名簿収載･･･････････････････････････ ２３９件 

       診療報酬請求の審査・支払 ･････････････････････ ４，４４７件 

       指定入院医療機関に対する指導監査 ･･･････････････････････６件 

       指定通院医療機関に対する指導監査 ･･･････････････････････５件 

    ○指導監査における主な指摘事項（口頭指導のみ） 

     ・ガイドラインで定められた各種会議の開催について ２件 

          （定められた委員の出席促進等） 

     ・上記会議等の議事録の未整理等          ２件 

 

        その他、法施行に際し、制度の円滑な運用のために、厚生労働本省、 

    各都県担当部局、地方裁判所、保護観察所、鑑定病院等の関係機関と度 

    重なる打合せを行っております。 
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 ６．医師確保及び地域医療の確保・推進について 

  （１）概要 

    医師の確保に関すること及び地域医療の確保・推進に関する業務を所 

   管しています。 

 

  （２）業務内容 

関東信越厚生局では、平成１８年度に成立した医療制度改革関連法に基

づき、地域や診療科による医師不足問題への対応や、医療計画・健康増進

計画等の見直し等に関して、地方自治体等に対し支援を行っています。 

 

    （３）実績（平成２１年度） 

    地方公共団体からの医師派遣申請･･････････････････申請なし 

    各都県が開催する地域医療対策協議会等への出席････６都県１６回 

 

 

７．行政処分を受けた医師・歯科医師の再教育について 

  （１）概要 

       医師等の行政処分に係る調査の実施に関する業務及び行政処分を受け 

   た医師等に対する再教育の実施に関する業務を所管しております。 

    医師法及び歯科医師法の改正に伴い、平成１９年４月１日より、１年 

以上の業務停止の行政処分を受けた医師・歯科医師、免許の取り消し処 

   分に対し再免許を受けようとする者は、再教育として個別研修（倫理研 

   修又は技術研修）を実施することになりました。 

 

   （２）業務内容 

    関東信越厚生局では、個別研修開始前における個別研修計画書の受理 

   及び個別研修終了後における個別研修修了証の交付を行っています。 

 

    （３）実績（平成２１年度） 

    個別研修計画書受理･･････････････････････  ６件 

       個別研修修了証交付･･････････････････････ １０件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66



 

８．薬事監視業務 

 （１）医薬品製造業等の許可業務について 

①概要 

業として医薬品等を製造する場合は、薬事法に基づき、あらかじめ厚 

      生労働大臣の許可を取得する必要があります。厚生労働大臣の指定する 

   医薬品等を製造する製造所の許可については、地方厚生局長にその権限 

   が委任されており、それ以外の医薬品等を製造する製造所の許可につい 

   ては、都道府県にその権限が委譲されています。 

 

②業務内容 

地方厚生局ではこれらの許可に関する申請書及び届出書について、所

定の要件を満たしているかを審査します。 

 

    ア 厚生労働大臣の指定する医薬品、医療機器 

・生物学的製剤 

・放射性医薬品 

・国家検定医薬品 

・遺伝子組換え技術応用医薬品 

・細胞培養技術応用医薬品 

・細胞組織医薬品 

・特定生物由来製品医薬品 

・細胞組織医療機器 

 

    イ 地方厚生局における具体的業務 

      製造業等申請及びその届出に係る処理事項 

      ・医薬品、医療機器製造業許可 

      ・医薬品、医療機器製造業許可更新 

      ・医薬品、医療機器製造業区分追加（変更）許可 

      ・生物由来製品製造管理者の承認 

      ・各種届出の受理（変更、休止、廃止、再開の届） 

      ・医薬品製造、医療機器製造業許可証書換・再交付 

 

    ③実績（平成２１年度） 

         医薬品・医療機器製造業の許可等件数   １２１件 

       （詳細は第Ⅳ章 資料・デ－タ集参照Ｐ１５３のとおり） 
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（２）毒物劇物製造業等の登録等事務について 

①概要 

毒物及び劇物取締法に基づき、毒物劇物製造業又は輸入業の登録を受

けた毒物劇物営業者でなければ、毒物及び劇物を販売又は授与の目的で、

製造又は輸入してはならない。また、毒物劇物販売業の登録を受けた者

でなければ、毒物及び劇物を販売し、授与し、又は販売若しくは授与の

目的で貯蔵し、運搬し、若しくは陳列してはならないとされています。

このうち毒物劇物製造業又は輸入業の一部の登録に係る厚生労働大臣の

権限が地方厚生局に委任されています。（毒物劇物製造業又は輸入業の

一部及び毒物劇物販売業の全部の登録が都道府県知事の権限となってい

ます。） 

 

②業務内容 

    地方厚生局では、これらに係る申請書及び届出書について、所定の要

件を満たしているかを審査します。 

 

ア 地方厚生局長が行う登録業の範囲 

        都道府県知事が行う製造業及び輸入業（製剤の製造若しくは原体

の小分けのみを行う製造業者又は製剤の輸入のみを行う輸入業者）

以外の製造業及び輸入業です。 

 

イ 地方厚生局における具体的業務 

      事務処理する申請及び届出 

      ・毒物劇物製造（輸入）業登録 

      ・毒物劇物製造（輸入）業登録更新 

      ・毒物劇物製造（輸入）業登録変更（品目追加） 

      ・登録票（許可証）書換え交付 

      ・登録票（許可証）再交付 

      ・毒物劇物取扱い責任者設置届（変更届） 

      ・各種変更届 

 

   ③実績（平成２１年度） 

      毒劇物営業者の登録等業務件数      １，１５０件 

      （詳細は第Ⅳ章 資料・デ－タ集参照Ｐ１５３のとおり） 
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（３）輸入監視業務（薬監証明発給業務）について 

①概要 

     平成 17 年 3 月 31 日薬食発第 0331002 号厚生労働省医薬食品局長通知

「薬品等輸入監視要領の改正について」の別添「医薬品等輸入監視要領」

に基づき、薬事法又は毒物及び劇物取締法の規定により、輸入される医

薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器、毒物及び劇物の検査を通関前に

行い、無許可、無登録品又は不良品等が違法に国内に流通することを未

然に防ぐことを目的とし、通関前に輸入者に指定の書類を提出させてい

ます。 

 

②業務内容 

地方厚生局では、上記提出書類を審査し、問題がなければ「厚生労働

省確認済輸入報告書」（以降「薬監証明書」という。）を発給します。 

 

ア 関東信越厚生局が担当する輸入監視業務の所轄範囲 

函館税関、東京税関及び横浜税関で通関される輸入貨物 

（参考） 

    ・近畿厚生局：名古屋税関、大阪税関、神戸税関、門司税関及び長崎 

税関で通関される輸入貨物 

    ・九州厚生局沖縄麻薬取締支所：沖縄地区税関で通関される輸入貨物 

 

    ③実績（平成２１年度） 

    薬監証明書発給件数               ３４，１０９件 

    薬監証明等に係る電話照会件数       約１，０００件/月 

      （詳細は第Ⅳ章 資料・デ－タ集参照Ｐ１５３のとおり） 
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（４）立入検査等業務 

①概要 

    医薬品等の製造業の許可要件として、その製造所（前期の許可を受けた

業態）の構造設備が厚生労働省令で定める基準に適合することが求められ

ています。地方厚生局では、平成 16 年 3 月まで医薬品等の大臣許可施設

に対して厚生労働省令で定める基準に適合しているかを実地又は書類に

より調査していましたが、平成 16 年 4 月よりこの業務を独立行政法人医

薬品医療機器総合機構に行わせることとなりました。 

 

②業務内容 

地方厚生局では、独立行政法人医薬品医療機器総合機構が実施した調査

結果を受け、許可要件を満たしているかどうかを確認しています。 

ただし、許可対象施設において違反が判明した場合等、保健衛生上の確

保を図る必要性があると判断される場合には、事情聴取や立入検査等を行

い、その結果に応じて報告命令や改善命令及び業務停止の法に基づく執行

を、厚生労働省医薬食品局監視指導・麻薬対策課と連絡、相談しながら実

施します。 

 

     参考：製造所が遵守すべき要件 

         「医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理規則」 

         「医療用具の製造管理及び品質管理規則」 

         「放射性医薬品の製造及び取扱規則」 

         「薬局等構造設備規則」 

 

   ③実績（平成２１年度） 

        なし（医薬品製造業の廃止届に伴う現地調査(任意) １件実施） 

 

 

（５）医薬品等輸入届書の確認業務について 

   ①概要 

    未承認医薬品等の日本国への不法な持込の水際での防止及び医薬品等

の輸入の際の通関手続きの円滑化・効率化の観点から、改正薬事法の施行

に伴い平成１７年４月１日より、医薬品等を輸入し、製造販売又は製造し

ようとする製造販売業者又は製造業者は、通関のときまでに輸入品目等を

届けなければならないこととされています。 

 

   ②業務内容 

    地方厚生局では、提出された輸入届書について、添付書類との照合によ 

   り記載内容の確認を行い、届出者に確認印を捺印したものを返送します。 

 

    ③実績（平成２１年度） 

     医薬品等輸入届の確認件数     ２４，７８９件  

       （詳細は第Ⅳ章 資料・デ－タ集参照Ｐ１５３のとおり） 
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食品衛生課 

 

１．総合衛生管理製造過程の承認について 

 （１）制度の概要 

     平成７年５月、食品衛生法及び栄養改善法の一部を改正する法律が公布さ

れ、食品の製造等に関し、危害を未然に防止する衛生管理手法として国際的に

も有効とされる、ＨＡＣＣＰ(Hazard Analysis and Critical Control Point)に基づ

く、総合衛生管理製造過程の承認制度が創設されました。本制度は、規制緩和

策の一環として発足し、承認を受ければ、必ずしも食品衛生法の製造基準によ

ることなく、独自の方法により食品を製造できる仕組みを導入したものです。   

平成１５年の食品衛生法の改正では、本制度の一層の充実・強化を図るため、

一定の有効期限（３年間）を設定する更新制度が導入されました。 

  

 （２）業務内容 

  関東信越厚生局においては、総合衛生管理製造過程の申請（新規、更新、変

更）内容の審査、立入調査、定期監視を通じて事業者への指導を行い、ＨＡＣ

ＣＰによる衛生管理の推進とその基礎を成す一般的衛生管理、特に、事業者に

よる内部検証の向上に努めています。 

      ・総合衛生管理製造過程の承認審査等 

     ・事前相談（申請者及び都道府県等） 

     ・書類審査（原料から製品出荷までの製造工程での衛生管理及び科学的根

拠に基づいた重要な管理点の設定等承認基準に基づく審査） 

     ・立入調査（現地における製造工程の確認及び改善指摘などの調査） 

     ・指摘事項の確認（書類審査、現地調査で発出した指摘事項に対す      

る改善状況などの確認・審査） 

     ・承認書の交付 

 

  （３）実績 

         新規承認件数      １２件 

         変更承認件数       ７件 

     更新承認件数      ２４件 

         承認施設の立入調査    １８２件 

 

  総合衛生管理製造過程施設一覧（関東信越厚生局管内）は、以下のページ

に掲載していますのでご覧ください。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shokuhin/

index.html 
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主な指摘事項 

 

事   項 主な指摘事項 

重要管理点 重要管理点である加熱殺菌工程における製

品の流量を管理基準としない理由を提示する

こと。 

測定機器の校正 施設内の温度計について、校正を行う際の

許容範囲、許容範囲を超えた際の対応につい

て規定を定めること。 

 記録 記録の修正方法については、記録者等が特

定されるよう規定を見直すこと。 

 

    平成２１年度総合衛生管理製造過程承認施設（関東信越厚生局管内）に係る

立入調査結果の主な指摘事項は、以下のページに掲載していますのでご覧くだ

さい。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shokuhin/

index.html 

 

 ２．食品衛生法の規定に基づく登録検査機関の登録及び監督並びに食品衛生検査施 

   設に対する技術的助言について 

（１）制度の概要 

     食品衛生法第２９条に規定される都道府県等の食品衛生検査施設及び   

法第３１条に規定される登録検査機関では、食品衛生検査技術の高度化・多様

化に伴い試験検査の信頼性を確保する見地から、適切な業務管理を実施する必

要が生じ、平成７年の食品衛生法改正において、これらの食品衛生検査施設及

び登録検査機関にＧＬＰ（Good Laboratory Practice）による業務管理が導入さ

れました。更に、平成１５年の食品衛生法の改正により、公正性・中立性を備

える民間法人でも検査が実施できるよう指定制度から登録制度に移行され、定

期的な見直しを行うための更新制度の導入、検査の技術的基準が設けられ、制

度の透明性が図られています。 

         

  （２）業務内容 

    関東信越厚生局では、検査機関の登録業務の他に、登録検査機関に対し、業

務規程の遵守、試験検査の精度管理及び業務管理の実施、帳簿等の適正な記録

とその保存をはじめとしたＧＬＰへの適合性に関する監査指導等を実施して

います。また、地方衛生研究所等の自治体が設置する食品衛生検査施設に対し

ては、必要に応じＧＬＰに関する技術的助言を行っています。 

    ①登録検査機関 

      登録・認可に関する事項 

      ・登録の申請 

      ・検査事業所の設置等の届出受理 
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      ・業務規程の認可及び変更認可 

       ・検査業務の休止・廃止の許可 

       ・登録事項変更の届出受理 

       ・適合命令、改善命令 

      製品検査・自主検査等の業務管理に関する事項 

            ・業務管理に関する技術上の基準への適合性（組織、施設・検査器具等 

              の管理、製品検査の管理、信頼性確保業務等）に係る監査指導 

      ・業務規程の遵守に係る監査指導 

      ・帳簿の記載事項・保存に関する監査指導 

      ・立入調査等の実施 

    ②自治体の設置する食品衛生検査施設に対する技術的助言等 

 

  （３）実績 

     ①新規登録施設   １施設 

財団法人新潟県環境分析センター 

     登録検査機関への立入回数 ４７回 

       ②自治体関係者への業務管理研修会 

      対象者：食品衛生検査施設の担当者 

      開催日：平成２２年１月２０日 

      場 所：財団法人食品環境検査協会 

開催日：平成２２年２月３日 

          場 所：財団法人新日本検定協会 

開催日：平成２２年２月１７日 

場 所：財団法人日本冷凍食品検査協会 

 

   登録検査機関の一覧（関東信越厚生局管内）は、以下のページに掲載していま 

すのでご覧ください。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.JP/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shokuhin

/index.html 

 

 

    ③主な指摘事項 

 

項  目 主な指摘事項 

試験品の取扱いの管理 サンプリングの状況が確認できるよう

記録方法について検討し、併せて、現場

で撮影した写真の有効な活用方法につい

ても検討すること。 

検査の操作等の管理 検査実施標準作業書は、告示法あるい

は通知法に基づいた内容か点検を行い、

必要に応じて見直すこと。 
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精度管理 内部精度管理及び外部精度管理につい

て、評価は確実に実施し、改善等が必要

な場合は速やかに措置を講じること。 

 精度管理  業務規程において検査手数料を認可し

ている検査項目については、適切な精度

管理と評価を行うこと。 

 

    平成２１年度登録検査機関（関東信越厚生局管内）に係る監査結果の主な指

摘事項は、以下のページに掲載していますのでご覧ください。（関東信越厚生

局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shokuhin/

index.html 

       

 ３．食品の安全確保に関するリスクコミュニケーションについて 

  （１）制度の概要 

     平成１５年に食品安全基本法の制定、及び食品衛生法の改正により、国民の

健康保護を優先する新たな食品安全行政の基本的な方策として「リスク分析手

法」が導入され、その具体的な実施と展開を支える柱として「リスクコミュニ

ケーション」が位置づけられました。厚生労働省では、平成１５年から、内閣

府（食品安全委員会）、農林水産省との連携を図りながら、消費者、食品関連

事業者、専門家、メディアなどとのリスクコミュニケーションの取組を進めて

います。 

 

  （２）業務内容 

関東信越厚生局では、自治体と協力しながら、リスクコミュニケーションの

実施について取組を行っています。 

 

（３）実績 

    埼玉県消費者団体連絡会懇談会 

     ・実施年月日  平成２１年１１月２０日 

     ・実施場所   さいたま新都心合同庁舎         

    食品の安全性に係る意見交換会 

・実施年月日  平成２２年１月２９日 

          ・実施場所      カゴメ株式会社那須工場 

     食品の安全性に係る意見交換会の実施結果は、以下のページに掲載してい

ますのでご覧ください。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shokuhin/riskcom.html 

 

  ４．健康の保持増進効果等に係る虚偽・誇大広告等の表示の禁止について 

   （１）制度の概要 

     健康の保持増進に役立つものとして販売される食品が増加してきてお    
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り、これらの食品について虚偽又は誇大な広告が行われた場合、これを   

信じた国民が適切な診療の機会を失う等のおそれがあることから、健康   

増進法の一部が改正（平成１５年５月３０日）され、食品として販売するもの

に関し、健康の保持増進効果等について、著しく事実に相違する表示を行い、

又は著しく人を誤認させるような表示をしてはならないこととされました。 

     この規定に違反する者に対し、必要な措置をとるべき旨の勧告、および勧告

に従わない場合の命令の権限が平成１６年４月１日より厚生労働大臣から地

方厚生局長にも委任されました。また、平成２１年９月１日には消費者庁が設

置されたことに伴い、健康増進法に係る虚偽・誇大広告等の表示規則について

厚生労働大臣から移管されました。 

 

  （２）業務内容 

    関東信越厚生局では、食品として販売するものに関し、健康の保持増進効果

を謳う表示について、事業者への指導、及び消費者庁や自治体と連携を図りな

がらその指導等を行っています。 

 

  （３）実績 

      自治体からの相談及び指導     ３５件 

         事業者からの相談及び指導      １件 

 

 ５．食肉輸出施設に対する認定について 

  （１）制度の概要 

    国産牛肉の米国への輸出は、米国政府が定める施設の構造・設備、衛生管理

及び検査法等の衛生要件に適合すること、並びにこれらの適正な実施が米国政

府の査察により確認されることが要件となっています。    

    また、カナダ政府、香港政府も同様な政策を行っており、平成１９年３月に

対米国輸出食肉取扱い施設が対カナダ輸出食肉取扱い施設として認定され、平

成２０年１月に対香港輸出食肉取扱い施設として、また、平成２１年７月には

対シンガポール輸出食肉取扱い施設としても認定されました。 

 

  （２）業務内容 

    関東信越厚生局では、対米国輸出食肉取扱い施設として認定されてい

る施設に対して、毎月１回の査察を行うとともに、輸出施設等の監視・

改善指導等を実施しています。 

    ①食肉輸出施設の認定準備作業 

      ・事前相談（申請者及び自治体等） 

      ・認定に関する本省との連絡調整 

    ②認定施設に対する査察及び指導 

      ・認定施設への定期的な現地査察（１２回／年） 

      ・査察結果に基づく改善措置を自治体に通知するとともに本省へ報告 

      ・輸入国による査察の際の対象施設への同行 

 

75



  （３）実績 

    現地査察  １２回／年 

   

   食肉輸出認定施設一覧（関東信越厚生局管内）は、以下のページに掲載

していますのでご覧ください。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/shokuhi

n/index.html 

 

  ６．対ＥＵ、対米国輸出水産食品認定施設に対する認定に係る指導、確認及び査察

について 

  （１）制度の概要 

    ＥＵ域内に輸出される水産食品については、その加工場等がＥＵの定   

めた要件に適合しなければならないこととされ、一方、米国では、水産食品に

対するＨＡＣＣＰの導入に関する連邦規則が平成９年１２月１８日から施行

され、この規則が我が国から米国へ輸出される水産食品に対しても適用される

こととなり、その取扱いについて厚生省（当時）は平成９年１２月に「対米輸

出水産食品の取扱い要領」を定めました。 

    このため、ＥＵや米国に水産食品を輸出する場合にあってはこれらの   

要領に基づいて、都道府県等がＨＡＣＣＰをはじめとした諸要件を具備   

していることを確認した認定施設において、製造加工された水産食品の   

みが輸出可能となっています。 

 

  （２）業務内容 

    関東信越厚生局では、水産食品取扱施設の認定に係る現地調査や、認定後の

現地査察等について、自治体と共に実施しています。 

    ①認定に係る指導・確認 

     ・自治体からの事前確認 

     ・認定可否の決定（自治体の審査及び調査の結果に基づいた協議に対する 

      可否決定及びその結果の通知） 

    ②認定施設に対する査察 

     ・認定施設への定期的な現地査察（年間の査察計画、対ＥＵ２回／年、対 

      米１回／年） 

     ・査察結果の通知（対象施設の改善指導等を自治体へ通知）  

      ・輸入国の査察における対象施設への同行 

   （３）実績 

       現地査察 

        対米国輸出水産施設  １２回  

        対ＥＵ輸出水産施設   ７回 

   

   対ＥＵ、対米国輸出水産食品認定施設一覧（関東信越厚生局管内）は、以下

のホームページに掲載していますのでご覧ください。（関東信越厚生局ホームペ

ージ内） 
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html 

 

 ７．食中毒に係る調整事務について 

  （１）制度の概要 

    食中毒の発生を防止するため、都道府県等の地方自治体１３６（当局管内 

４７）に所属する食品衛生監視員が、食品関係営業施設に対して監視指導を実

施していますが、近年の食品の広域流通化を踏まえ、複数の都道府県をまたが

るような大規模食中毒事件の発生時には、迅速な対応を図ることを目的とし

て、厚生労働本省の指示に基づいて、地方厚生局が都道府県等と共同で立ち入

り調査等を行い、また、日常の食中毒予防対策等の実施及び食中毒事件の情報

収集に関しても、都道府県等と厚生労働省との間の連絡調整を行うこととされ

ています。 

 

  （２）業務内容 

    関東信越厚生局においては、複数の都県をまたがるような大規模食中毒の発

生時には、自治体等と共同で立ち入り調査等を行います。また、日常の食中毒

対策等の実施及び食中毒事件の情報収集について、自治体及び厚生労働本省と

連携を図り調整を行っています。 

    ・食中毒事例の情報収集 

    ・自治体との連絡調整 

    ・厚生労働本省の指示に基づく調査 

 

  （３）実績 

    食中毒速報等収集  ２５３件 
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保険課 
 

１．制度の概要 

    医療保険制度とは相互扶助の精神のもとに、保険料を出し合い、病気、 

  けが、出産、死亡などのときに必要な医療や現金の給付を受けることによ 

り、国民の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的とした制度です。 

   我が国は、すべての国民が労働の形態、職種、職域等によって、いずれ

かの制度に加入する国民皆保険の制度となっています。 

 

○ 医療保険制度の種類 

我が国の医療保険制度は職域保険である「被用者保険」と、地域保険で

ある「国民健康保険」とに大別されます。なお、被用者保険には、民間企

業や団体に雇用されている人たちを対象とした「健康保険」、公務員を対

象とした「共済組合」などがあります。 

                              

 制 度 加 入 者 保険者 

被
用
者
保
険 

健康保険 企業のサラリーマン・OL が加入 
健康保険組合 

全国健康保険協会 

船員保険 船員として船舶所有者に使用される方が加入 全国健康保険協会 

共済組合 国家公務員・地方公務員が加入 共済組合 

地
域
保
険 

国民健康保険 自営業者等、被用者保険の加入者以外の方が加入 市区町村 

後期高齢者医療制度 
７５歳以上の方および６５歳～７４歳で一定の障害の

状態がある方で、広域連合の認定を受けた方が加入 
後期高齢者医療広域連合 

 

 

 

２．業務の内容 

関東信越厚生局では、健康保険の保険者である健康保険組合及び全国健康保

険協会（以下「協会けんぽ」という）支部に対する指導監督を行っています。 

健康保険組合及び協会けんぽ支部は、国の医療保険制度の一端を担っ

ていることから、医療保険制度に支障を来さないよう、適正な医療給付

と健全な財政を確保するため、厳正に指導監督を実施しています。 

保険課では、その他、設立・解散・合併等の事務指導、認可申請書等の

審査事務、届書の確認事務、各種証明事務、諸調査及び諸統計の取りま

とめなどを行っています。 
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（１） 健康保険組合について 

①概要 

健康保険組合は、健康保険法に基づき国の健康保険事業を代行する公

法人です。企業のサラリーマンが加入し、企業が単独で設立する場合は

７００人以上、同業種の複数の企業が共同で設立する場合は３，０００

人以上の被保険者数が必要であり、国の認可を受けて設立します。 

 

平成２２年３月末現在、当管内における健康保険組合数は８２４（茨

城１６、栃木９、群馬１１、埼玉３４、千葉３４、東京５９９、神奈川

７７、新潟１７、山梨５及び長野２２）組合であり、全国の１，４７３

組合のうちの５５.９％を占めています。 

平成２１年度における新設組合等については、次のとおりです。 

 

    （新設） 

     平成２１年１０月１日 あらた健康保険組合 

平成２１年１２月１日 サザビーリーグ健康保険組合 

平成２２年１月１日  日本年金機構健康保険組合 

    （解散） 

     平成２１年４月１日  赤井電機健康保険組合 

秩父健康保険組合 

東武運輸健康保険組合 

埼玉県トラック健康保険組合 

ジョンソンコントロールズ健康保険組合 

平成２１年６月１日    新潟運輸グループ健康保険組合 

平成２１年１０月１日 ときわ通運健康保険組合 

平成２１年１２月１日 横浜市健康保険組合 

川崎市役所健康保険組合 

（合併消滅） 

     平成２１年４月１日  カルピス健康保険組合 

平成２１年１０月１日  新光証券健康保険組合 

平成２１年１２月１日  大和生命健康保険組合 

                      

   ②実績 

      ア 各申請書等の処理件数 

     平成２１年度における各申請書等の処理件数は、次のとおりです。 

                                                          (単位：件 ) 

 規約変更認可申

請書等の認可 

 

請書等の認可  

規約変更届書

等の受理  

厚生労働大臣への

提出書類の経由  

公法人証明・

印鑑証明  

３，３８７  

 

４，６７６  ７，４４４  １０，７７６  ３，３８７  

 

      イ 指導監督 

     健康保険組合への実地指導監査は、平成１３年３月２２日保発第７

６号厚生労働省保険局長通知及び平成２１年３月３１日保保発第０

３３１００３号厚生労働省保険局保険課長通知において示された実

地指導監査の実施方針に基づき、次の組合に対して適正かつ円滑な組
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合運営を図る観点から実施しました。 

・準備金等の合計額が法定給付費等の３ヶ月分相当未満若しくは給付 

     費等臨時補助金の交付を３年度継続して受けている財政窮迫組合 

・保険料の未収や診療報酬の未払いのある組合 

・被保険者一人当たりの医療費が全組合の医療費の平均を大幅に超え 

ている組合 

    ・前回監査から相当期間が経過している組合 

 

なお、平成２１年度における実地指導監査等の件数は次のとおりです。 

                      (単位：件) 

 

 

 

 

 

２１年度計画 

 

１２０  

２１年度実績 １３１ 

     ※２１年度実績は、事務指導７件を含む。  

   【実地指導監査における主な指示事項】 

・会計諸帳簿間の突合・確認については、相互チェック体制のもと定

期的に行うこと 

・医療費適正化の観点からレセプト点検の充実・強化を図ること 

・被扶養者の認定にあたっては、内規を見直すとともに、法令・通知

に基づき適正に行うこと など  

 

     実地指導監査による指摘・指示事項の一覧は、以下のページに掲載 

していますのでご覧ください。 

     （関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/hoken/

documents/h21_shido_kekka.pdf 

 

 

(２)協会けんぽ支部について 

   ①概要 

       中小企業等のサラリーマン等が加入する健康保険は、従来、国（社会

保険庁）で運営していましたが、平成２０年１０月１日に協会けんぽが

設立されたことにより、当管内１０都県に所在する支部の指導監督を行

うこととなりました。  

 

  ②実績 

       ア 各申請書等の処理件数 

      協会けんぽ支部が自ら滞納処分を行う場合は、滞納処分認可申請

書を提出し認可を受けなければなりませんが、平成２１年度は申請

がありませんでした。  

 

    イ 指導監督 

      平成２１年度においては実施しておりませんが、平成２２年１月

７日保保発第０１０７第１号厚生労働省保険局保険課長通知にお

いて、平成２２年４月１日より尐なくとも３年に１回実施すること

となりました。 
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                         【別紙１】 

                                                               

病院

診療所
「医療法」

【 医療提供体制 】患者（被保険者）

②受診・窓口負担

③診療

①保険料

⑤支払

④請求

・７５歳以上
１割負担
（現役並み所得者は３割負担）
・７０歳以上７５歳未満
２割負担※
（現役並み所得者は３割負担）

・義務教育就学後から７０歳未満

３割負担

・義務教育就学前

２割負担

行政機関

国

都道府県

市町村

公費負担

国民健康保険 １９５３ 約３，９００万人

協会管掌健康保険 １ 約３，５００万人

組合管掌健康保険 １４９７ 約３，０００万人
共済組合 ７７ 約９００万人

（保険者数） （加入者数）（主な制度名）

※保険者数及び加入者数は平成21年3月末時点

保険者

我が国の医療制度の概要

「保健師助産
師看護師法」

「歯科医師法」

「医師法」医師

保健師

助産師

看護師

歯科医師

「薬剤師法」薬剤師

その他の医療従事者

国家資格者については
各根拠法あり

【 医療保険制度 】

※平成20年4月から3年間、1割に据え置く

後期高齢者医療制度 ４７ 約１，３００万人
各保険者

支援金

※加入者数は平成21年3月末時点

※政府管掌健康保険については平成２０年１０月より全国健康保険協会が管掌する全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）となった。

（旧政府管掌健康保険）

 

 

※政府管掌健康保険については平成２０年１０月より全国健康保

険協会が管掌する全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）と

なった。 
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【別表２】 

 

 

健康保険組合

関東信越厚生局
（保険課）

健 康 保 険 制 度 の 概 要

事業主
（適用事業所）

医療機関

被保険者 被扶養者

保険料

申
請

保険料
（給与天引き）

認
可

自己負担

医療費
請求

医療費
支払

診療

社会保険
診療報酬支払基金

指導

監督
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年金課 
  

１．厚生年金基金について 

（１）制度の概要 

厚生年金基金制度は、国の老齢厚生年金の一部を国に代わって支給

する（代行給付）とともに、厚生年金基金ごとに定められた独自の上

乗せ給付（プラスアルファ部分）を行う企業年金制度で、従業員によ

り手厚い老後保障を行うことを目的として、昭和 41 年に発足しまし

た。  

      その後、生活水準の向上や経済・投資環境の変化などを踏まえ、制

度の充実・改善が図られてきました。平成 14 年 4 月の法律改正から

厚生年金基金は、代行部分を国へ返し（代行返上）、確定給付企業年

金へ移行することも認められるようになっています。  

厚生年金基金は、厚生年金保険法に基づき厚生労働大臣の認可を受

け、特別の公法人として制度の運営・管理を行っています。  

                                                                      

         【基金に加入していない者】       【基金に加入している者】 

 

                                                                 

 

                                                                

 

                

              

                               

                                  

 

 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、管内、１都９県の厚生年金基金にかかる規約

変更認可申請書、規約変更届書等の受理、認可、厚生労働大臣への提

出書類の経由及び公法人証明・印鑑証明並びに厚生年基金の指導監督

などの業務を行っています。 

 

（３）計画と実績 

①各申請書等の処理件数 

厚生年金基金から受理した規約変更届書等の認可等の処理件数は

以下のとおりです。  

（単位：件）  

 規約変更認

可申請書等

の認可  

規約変更届

書等の受理  

厚 生 労 働 大

臣 へ の 提 出

書類の経由  

公 法 人 証

明・印鑑証明

等  

平 成 ２ １ 年

度   実 績  
1,174 2,150 3,283 1,005 

 

国民年金  

（老齢基礎年金）  

国民年金  

（老齢基礎年金）  

厚生年金  

（老齢厚生年金）   再評価・スライド部分  
（老齢厚生年金）  

代行部分  

プラスアルファ部分  

国から  

支 給  
国から  

支 給  

基金から

支  給  
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②指導監督 

厚生年金基金制度の適正な運営等を確保する観点から、指導監督に

あたっては、財政上問題のある又は問題があると考えられる基金につ

いて、財政の早期健全化を図るため、監査を重点的に実施することと

しています。  

なお、基金の選定にあたっては、年金給付費等積立金の水準、加入

員数の減少及び掛金の未収率などに着目して選定しています。  

     また、解散した厚生年金基金に対して、財産目録等承認申請時及び

決算報告書等承認申請時に実地監査を実施しています。  

 

     ア 実地監査件数  

（単位：件）  

 現存の厚生年金基金  解散した厚生年金基金  

平成２１年  

度   実   績  
５６  ６  

 

     イ 主な指摘事項  

事   項  指 摘 事 項  

代議員関連  
代議員会会議録には表決の経過

を記載すること。  

庶  務  関  連  

電子計算機処理データ保護管理

規程に基づき、保護管理者が保護

担当者・オペレータを指定するこ

と。  

財務・会計関連  

財務及び会計に関する規程に定

める額以上の契約については、契

約書を作成すること。  

       ・平成 21 年度厚生年金基金実地監査の結果については、以下の   

ページに掲載していますのでご覧下さい。  

（関東信越厚生局ホームページ内）         

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_k

a/nenkin/documents/kansakekka.pdf 

 

２．確定拠出年金について 

（１）制度の概要 

確定拠出年金制度は、個人又は事業主が拠出した資金（掛金）を将

来の年金給付のために、個人が自己責任において運用の指図を行う制

度です。  

なお、給付額は掛金とその運用収益との合計額をもとに決定されま

す。  

      確定拠出年金が導入された背景には、少子高齢化の進展、高齢期の

生活の多様化、雇用の流動化等の社会経済状況の変化に十分対応し、

老後の生活への備えを一層安定したものとするため、新たな選択肢と

して、自己責任を「原則」とする制度として平成１３年１０月に発足

しました。  
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（２）業務内容 

関東信越厚生局では、管内、１都９県に所在する事業所の事業主か

らの規約承認申請書及び規約変更承認申請書・規約変更届出書等の受

理を行い、関東信越厚生局長が承認をしています。 

 

（３）実績 

事業主から受理した規約承認申請書及び規約変更承認申請書・規約

変更届出書等の処理件数は以下のとおりです。  

                         （単位：件）  

 規 約 承 認 申 請

書の承認  

規約変更承認書

等の承認  

規 約 変 更 届 書

等の受理  

平成２１年  

度   実   績  
208 873 1,958 

 

 

３．確定給付企業年金について 

（１）制度の概要 

確定給付企業年金は、平成 14 年 4 月に発足した最も新しい制度で、

労使合意の年金規約に基づき、事業所と信託会社・生命保険会社等が

契約を結び、母体企業の外で年金資産を管理・運用し年金給付を行う

「規約型」と母体企業とは別の法人格をもった基金を設立した上で、

この基金において年金資産を管理・運用し年金給付を行う「基金型」

があります。  

    

【基金型（企業年金基金）の概念図】 

       

 

 

 

 

 

 

給 付  

給付（原則「６０歳」から年金又は一時金を給付） 

請 求  

契 約  掛 金  

運用指図  

掛   金  

給付請求  

 

会  社  

加入者  

受給者  

資産管理機関  

運営管理機関  

運用指図の通知  給付の通知  

原則、６０歳になると  

事業主  執行機関  

信
託
会
社
等 

企業  企業年金基金  

受給権者  
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【規約型の概念図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、管内、１都９県に所在する企業年金基金及び

事業所からの規約認可・承認申請書、規約変更認可・承認申請書、規

約変更届出書等の受理、承認、厚生労働大臣への提出書類の経由及び

公法人証明・印鑑証明などの業務を行っています。 

 

（３）実績 

企業年金基金及び事業所から受理した各申請書等の処理件数は以

下のとおりです。  

 

                               （単位：件） 

 規約承認申請書・

規約変更承認申請

書等の承認等  

規約変更届出書

等の受理  

厚生労働大臣へ

の提出書類の経

由  

公法人証明・印

鑑証明  

平成２１年

度 実 績  
828 3,149 2,126 959 

 

 

 

４．国民年金基金について 

（１）制度の概要 

国民年金基金制度は、国民年金しかない自営業者等の方々と国民年

金に上乗せして厚生年金のあるサラリーマンとの年金格差を是正す

る観点から、国民年金（老齢基礎年金）に上乗せする給付を支給する

制度として平成３年５月に発足しました。  

国民年金基金は、厚生労働大臣の認可を受けた公法人で、全国の４

７都道府県で設立された地域型国民年金基金と、職種別に設立された

職能型国民年金基金の２種類があります。  

 

 

 

 

給  付  

事業主  

企業  

受給権者  

信
託
会
社
等 

掛   金  

信託契約・保険契約等  

支払指図  
請 

求 
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       【自営業等の方の上乗せ給付  【サラリーマン等の方の上乗せ 

の概念図－国民年金基金】    給付の概念図－厚生年金基金】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、管内、１都９県の国民年金基金にかかる規約

変更認可申請書・規約変更届出書等の受理、認可、厚生労働大臣への

提出書類の経由及び公法人証明・印鑑証明並びに指導監督などの業務

を行っています。 

 

（３）計画と実績 

①各申請書等の処理件数 

       国民年金基金から受理した規約変更届書等の認可等の処理件数は

以下のとおりです。  

（単位：件）  

 規約変更認可

申請書等の認

可  

規 約 変 更 届 書

等の受理  

厚 生 労 働 大 臣

へ の 提 出 書 類

の経由  

公 法 人 証

明・印鑑証明  

平 成 ２ １ 年

度  実 績  
8 131 216 20 

 

 

②指導監督 

国民年金基金の指導監督にあたっては、基金の自立の推進を図る

観点から、制度の周知を図るための広報活動の実施状況、加入員確

保事業の推進状況等を中心に実施することとしています。  

     

ア 実地監査件数  

（単位：件）  

 地域型国民年金基金  職能型国民年金基金  

平 成 ２ １ 年

度 実 績  
０  ６  

 

      

 

 

 

 

国民年金  

（老齢基礎年金）  

国民年金  

（老齢基礎年金） 

国民年金基金  

厚生年金基金  

老齢厚生年金   
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イ 主な指摘事項  

事   項  指 摘 事 項  

基金の状況  

母体の協力を得ながら、加入員確

保にかかる事業推進に努めるこ

と。  

代議員関連  

代議員会、理事会の運営につい

て、会議規程に基づき行い、会議

録にはその経過を詳細に記載す

ること。  

庶  務  関  連  

出納員が交代した場合は、財務会

計規程に基づき引継書を作成す

ること。  
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管理課 

 
１．医療法人の定款変更の認可等について 
（１）制度の概要 

医療法人は医療法に基づく法人であり、昭和２５年の医療法改正により

制度化されたものです。 

医療法人制度の創設の趣旨は、医療事業の経営主体が医業の非営利性を

損なうことなく法人格を取得する途を開くことにより、①資金の集積を容

易にするとともに、②医療機関の経営に永続性を付与し、もって私人によ

る医療機関の経営の困難を緩和することにあるとされています。 

 

（２）業務内容 

医療法人は医療法に基づく法人であり、設立認可事務は各都道府県知事

が行っています。 

ただし、２以上の都道府県において病院、診療所又は介護老人保健施設

を開設しようとする場合には厚生労働大臣の認可が必要です。  
関東信越厚生局では、主たる事務所の所在地が管内（１都９県）にある

医療法人で２以上の都道府県において病院、診療所又は介護老人保健施設

を開設する場合の定款変更認可等に関する業務を行っています。 
 
   （参考）関東信越厚生局所管の医療法人数 

１９年度  ２０年度 ２１年度 
４７７法人 ５１０法人 ５１８法人 

＊医療法人名及び主たる事務所所在地は、以下のページに掲載してい

ますのでご覧ください。（関東信越厚生局ホームページ内） 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/shokan/index.html 

 

（３）実績  

                             （件） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 
定款変更認可  
（うち都県所管から変更となっ

たもの）  

２９３ 
（３８） 

３６７ 
（３６）  

１９８ 
（３７）  

非医師又は非歯科医師の  
理事長の選任認可  

１ １ ２ 

特別代理人の選任認可  ３ ４      ４ 
事業報告書等の受理及び審査 ４１６ ４４８ ５２４ 
役員変更届の受理及び審査  ３５６ ４３８ ３９７ 
登記届の受理及び審査  ３９２ ３９３ ４６７ 

 

２．医療保健業を行う公益法人等に対する法人税法上の非課税措置に係る証明

について 
（１）制度の概要 

    平成２０年度税制改正により、法人税法施行令第５条第１項第２９号ワ

において、一般社団法人のうち、いわゆるオープン病院事業を行う医師会
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や歯科医師会で、一定の基準を満たしたものについて、また、同号タにお

いて、一般社団法人及び一般財団法人のうち、無料低額な診療を行う病院

事業を行う法人で、一定の基準を満たしたものについて、その法人が行う

医療保健業は収益事業の範囲から除外されることとなりました。 
 

（２）業務内容 

① オープン病院事業法人 

    一般社団法人（非営利型）である医師会又は歯科医師会で、いわゆるオ

ープン病院を開設する法人が行う医療保健業を、収益業務の範囲から除外

するにあたっては、法人税法施行規則第５条第６号の規定により、一定の

基準を満たしていることについて厚生労働大臣の証明が必要です。  
関東信越厚生局では、この基準を満たしているオープン病院事業法人で

あることの証明書の交付を行っています。  
 

② 福祉病院事業法人 

法人税法に規定する公益法人等のうち一般社団法人及び一般財団法人

が行う医療保健業を収益業務の範囲から除外するにあたっては、法人税法

施行規則第６条第４号及び第７号の規定により、一定の基準を満たしてい

ることについて厚生労働大臣の証明が必要です。  
        関東信越厚生局では、この基準を満たしている福祉病院事業法人である

ことの証明書の交付を行っています。 
 
（３）実績 

① オープン病院事業法人の証明実績 

  実績無し 

 
② 福祉病院事業法人の証明実績 

（件） 

 １９年度  ２０年度 ２１年度 
証明件数  １２  ８ １１ 

 
３．病院用建て替えに係る租税特別措置法上の特別償却制度の証明について  
（１）制度の概要 

平成１３年３月に施行された第４次医療法の改正により、病院の構造設

備基準が引き上げられ、病院等が建て替え又は全面改築をする場合には、

この基準を満たさなければならないこととされています。  

この基準に基づいて早期に建て替えが行われるように税制上の優遇措置

（取得年度において、基準取得価格（実際の取得価格の１／２）の１５％

を特別償却することがきる。）が設けられています。 

 

（２）業務内容 

関東信越厚生局では、優遇措置を受けるために必要となる、①要件を満

たした建て替え病院用等建物であること、②救急医療等の一定の政策的医

療を実施していること、について審査をして証明書の交付を行っています。 
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（３）実績 

（件） 

 １９年度  ２０年度 ２１年度 
証明件数  １ 1 2 

４．特定医療法人が厚生労働大臣の定める基準を満たす旨の証明について  
（１）制度の概要 

特定医療法人とは、租税特別措置法施行令第３９条の２５第１項第１号

の規定に基づき、医療法人が税法上の承認を国税庁長官から受けることに

より、承認後に終了する各事業年度において、法人税率（通常は３０％）

が軽減税率（２２％）の適用を受ける医療法人のことです。  
 
（２）業務内容 

関東信越厚生局では、特定医療法人として、法人税率の特例を受ける要

件（各事業年度においてその事業及び医療施設が医療の普及及び向上、社

会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与するもの）とされる基準（厚

生労働大臣が財務大臣と協議して定める）を満たすものである旨の厚生労

働大臣の当該事業年度における証明書の交付を行っています。  
 

（３）実績 

 （件） 

 １９年度 ２０年度  ２１年度 
証明件数  １０４  １０６ １１０ 

 
５．事業報告書等の閲覧について  
（１）制度の概要 

平成１９年４月１日に施行された「良質な医療を提供する体制の確立を

図るための医療法等の一部を改正する法律」の中で、事業報告書等の作成、

所管官庁への届出及び閲覧に関する規定を整備することにより、医療法人

の透明性の確保を図るものであることとされました。  
 
（２）業務内容 

医療法人から提出された事業報告書等について、医療法第５２条第２項

に基づき、閲覧を希望する者がいる場合には、事業報告書等を閲覧に供し

ています。 
 

（３）実績 

（件） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度  
閲覧件数  

閲覧行政文書数  
なし 
なし 

７８ 
１８１ 

１４０ 
２３７ 

 
６．社会保険診療報酬支払基金支部の監督について  
（１）医療保険制度－保険診療のしくみ－ 

国及び地方の公務員や会社の従業員などの被保険者は、保険者である共
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済組合や健康保険組合などに加入しています。 

被保険者や被扶養者である家族が病気になったり、ケガをして医療機関に

行って治療を受けると、その医療費は診療報酬という形で医療機関から社

会保険診療報酬支払基金※に請求されます。 

支払基金は、医療機関から請求された診療報酬が適正であるかどうかを

審査した上で、保険者に請求を行います。 

保険者は、事業主と被保険者から納められた保険料により支払基金に診

療報酬を払い込み、支払基金は、この診療報酬を毎月一定の期日までに医

療機関に支払います。 

このように、医療費は、医療機関、保険者がそれぞれの請求･支払を個別

に行うのではなく、保険者から審査と支払を委託されている支払基金とい

う公的な機関を通して適正に審査され、支払われています。  
 

＊社会保険診療報酬支払基金 
社会保険診療報酬支払基金は、昭和２３年９月に社会保険診療報酬支

払基金法に基づいて設立された法人（平成１５年１０月１日から民間

法人）です。  
 
（２）業務内容 

保険医療機関及び保険薬局から提出された被用者保険分に係るレセプト

の審査・支払業務等を行っている社会保険診療報酬支払基金支部の監督に

ついては、「社会保険診療報酬支払基金支部の行う業務の監督について」(平

成２０年１０月３０日付保保発第１０３０００１号厚生労働省保険局保険

課長通知)、その細部については、「社会保険診療報酬支払基金支部の実地

監査について」(平成２１年１２月２８日付保保発第１２２８第１号厚生労

働省保険局保険課長通知）に基づき行うこととされています。  
関東信越厚生局では、社会保険診療報酬支払基金支部の行う業務の適正

かつ効率的な運営を確保することを目的として、管内（１都９県）の社会

保険診療報酬支払基金支部の監査を実施します。  
また、「行政改革に関する第５次答申」（昭和５８年３月１４日臨時行

政調査会）の中で、民間法人化された法人に対する政府の関与は最小限の

ものとすべきであるとされていることを踏まえ、公益法人の立入検査の実

施状況を参考に、それと同程度の少なくとも３年に１回実施します。  
なお、支部の業務において重大な事故が発生した場合等は、必要に応じ

て実施します。  
 

（３）実績 

平成２１年度は、社会保険事務局時代に実施された監査の実施状況及び

実施内容の把握を行いました。  
今後、関東信越厚生局としての実施計画を策定し、厚生労働省本省より

通知された通知等に基づき監査を実施していくこととしています。  
 
７．国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の技術的助言・指導監

督について 
（１）制度の概要 
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国民健康保険は、原則として健康保険法等に基づく被用者保険及び後期

高齢者医療制度の適用者以外の一般国民を被保険者とし、その疾病、負傷、

出産又は死亡に関して必要な給付を行い、社会保障及び国民保健向上に寄

与することを目的とする制度です。 

国民健康保険事業の運営主体となる保険者は、市町村（特別区を含む）

と国民健康保険組合であり、国民健康保険団体連合会は、この制度におけ

る診療報酬の審査支払事務、保険者支援事業を実施しています。 
 
（２）業務内容 

都道府県知事が行う国民健康保険事業の助言・指導監督については「国

民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の指導監督について」(平

成２０年９月３０日付保発第０９３０００４号厚生労働省保険局長通知)

また、その細部については「国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体

連合会の指導監督について」(平成２０年９月３０日付保国発第０９３００

０１号国民健康保険課長通知）に基づき行われています。 

地方厚生局における保険者及び国民健康保険団体連合会の助言・指導監

督については、同通知に準じて実施する他、保険料（税）収納率の向上、

累積赤字の額の計画的な早期解消、診療報酬明細書の点検調査等の充実強

化、保健事業の推進を重点事項とし、国民健康保険事業の適正かつ安定的

運営の確保を図り、保険財政の健全化、医療費の適正化及び保健事業の推

進に努めるよう助言指導を行っています。  
 
（３）実績 

 １９年度  ２０年度  ２１年度  

助  言  １９  １６ １５ 

指導監督   １   ４  ５ 

 
① 実地による助言 

  平成２１年  ７月  群馬県・桐生市・群馬県国民健康保険団体連合会 

     平成２１年  ８月  山梨県・昭和町・山梨県国民健康保険団体連合会 

     平成２１年  ９月  長野県・御代田町・長野県国民健康保険団体連合会  
     平成２１年１０月  千葉県・印西市・千葉県国民健康保険団体連合会 

     平成２１年１１月  東京都・板橋区・東京都国民健康保険団体連合会 

 

② 書面による助言 

     平成２０年１２月 埼玉県・茨城県・栃木県・新潟県・神奈川県 

 

（４）主な助言内容 

 
助言等の対象 主 な 助 言 内 容  

都 県

・収納率の進行管理に関すること  
・レセプト点検（特に内容点検）の助言に関すること  
・賦課割合、賦課限度額の助言に関すること  
・保険料（税）の徴収計画策定の助言に関すること  
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保 険 者

（市区町村）

・保険料（税）の徴収活動の改善を要するもの 
・診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの  
・賦課限度額の改善を要するもの  
・適用事務の改善を要するもの(遡及適用・早期適用等) 

国民健康保険

団 体 連 合 会

・個人情報の保護に関すること  
・監事監査の実施に関すること  
・規約・規定の整備に関すること  

 
    
８．後期高齢者医療制度に係る技術的助言・指導監督について  
（１）制度の概要 

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）は、国民

の高齢期における適切な医療の確保を図るため、高齢者の医療について、

国民の共同連帯の理念に基づき、前期高齢者に係る保険者間の費用負担の

調整、後期高齢者に対する適切な医療の給付等を行うために必要な制度を

設け、もって国民健康の向上及び高齢者の福祉の増進を図ることを目的と

しています。 

国（厚生労働省）は、後期高齢者医療制度の運営が健全に行われるよう

必要な各諸般の措置を講ずるとともに、目的達成に資するため、医療、公

衆衛生、社会福祉その他関連施策を積極的に推進することとしています。 
  
（２）業務内容 

高齢者の医療の確保に関する法律及び関係法令の規定に基づき、地方厚

生局及び都道府県は、後期高齢者医療広域連合及び市町村並びに国民健康

保険団体連合会に対し報告の徴収、技術的助言等を行うこととされていま

す。 
地方厚生局では、後期高齢者医療制度の適正かつ安定的な運営に資する

ことを目的として、都道府県、後期高齢者医療広域連合及び市町村並びに

国民健康保険団体連合会における後期高齢者医療制度の事務の実施状況を

関係法令等に照らして検討し、後期高齢者医療制度の事務の適正かつ効果

的運営の促進について必要な助言指導を行うこととしています。 
 

（３）実績 

平成２１年度は、後期高齢者医療制度の円滑な実施に重点をおき、都県、

後期高齢者医療広域連合及び市町村並びに国民健康保険団体連合会からの

照会等に対し、必要な情報提供を行いました。 
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医療課 
 

１．特定機能病院に対する立入検査業務について 

 

（１）制度の概要 

     特定機能病院は、高度の医療の提供能力と高度の医療技術の開発及

び評価を行う能力を持ち、高度の医療に関する研修を行うなど様々な

機能を併せ持ち、厚生労働大臣の承認を受けた医療機関です。 

     当厚生局管内（１都９県）には、２７の大学（附属）病院及び独立

行政法人国立がん研究センター中央病院が、厚生労働大臣から特定機

能病院と称することができるものとして承認を得ています。 

 

（２）業務内容 
     承認を受けた２８の特定機能病院が、法令により定められている人

員及び構造設備等を有し、適正な管理が行われているかを検査し、不

適切な場合は指導等を通じ改善を図ることにより、良質で適正な医療

の提供を行う場としてふさわしいものとするために、医療法第２５条

第３項の規定に基づき、原則として１年に一度立入検査を実施してい

ます。 

立入検査の実施体制としては、医療指導監視監査官等の医療監視員

が、書面調査や現場確認を行うなどの検査を行っています。 

 

                  立入検査 

 

改善報告    

                 

 

 

   （３）立入検査の実施方法 

      立入検査の実施方法は、厚生労働省医政局指導課から通知された

「特定機能病院への立入検査業務実施要領」等に基づき実施してい  

     ます。 

    ◎ 特定機能病院に対する立入検査項目 

     ・安全管理体制の確保状況  ・院内感染防止対策 

     ・医薬品に係る安全管理体制 ・医療機器に係る安全管理体制 

     ・職員健康診断       ・特定機能病院としての要件事項等      

 

（４）計画と実績 

 

①  実施件数 

 計  画 実  績 

平成２１年度 ２８病院 ２８病院 

平成２０年度 ２８病院 ２８病院 

     

 

特定機能病院  関東信越厚生局  
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② 主な指摘事項 

特に、特定機能病院における医療安全管理体制の確保等について

徹底を図るため、「医療安全対策に関する通知等に基づき適正に管

理されているか」、「院内感染防止に関する通知に基づき適正に管

理されているか」などに重点をおき、関東信越厚生局管内の２８病

院の立入検査を実施し、次のような内容について、改善や検討を指

示しました。 

 

・ 医療安全管理のための委員会について、委員の出席を徹底し、適正

な運営を図ること。 

・ 院内感染防止対策のための委員会について、委員の出席を徹底し、

適正な運営を図ること。 

・ 院内感染防止対策研修の未受講者の解消を図ること。 

・ 輸血療法委員会について、委員の出席を徹底し、適正な運営を図る

こと。 

 

２．国の開設する病院等の開設承認について 

 

（１）制度の概要 

    国が開設する病院、診療所及び助産所は、各省庁が開設者となってい

る病院のほか、国とみなす国立大学法人、独立行政法人を含みます。 

この国の開設する病院等は、その開設承認事項、通知事項の変更や構

造設備の使用等を行うときには、厚生労働大臣から承認を受け、若しく

は厚生労働大臣に通知を行うこととなっています。 

     

 

（２）業務内容 

    国が開設する病院等から提出された、申請書、通知書の書類審査及び

構造設備について立入検査を実施しています。 
     
 
                申請・通知  
 
                  検査  
 
                  承認  
 
 

 

（３）実績 

    

 

 

 
 
 

    ２１年度  ２０年度  

開設承認事項の変更・使用承認  ２０５件 １７４件  

通 知 の 受 理 １８３件  １８３件  

国の開設する  
・病院  
・診療所  
・助産所  

関東信越厚生局  
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３．保険医療機関・保険薬局及び保険医・保険薬剤師に対する指導監査につ

いて 

 

（１）制度の概要 

         保険医療機関・保険薬局及び保険医・保険薬剤師は、健康保険法、国

民健康保険法及び高齢者の医療の確保に関する法律の規定に基づき、保

険医療機関・保険薬局においては、療養の給付に関して、保険医・保険

薬剤師においては、診療、調剤に関して当厚生局が、指導監査を行いま

す。 

    また、指定訪問看護事業者及び当該指定に係る訪問看護事業所の看護

師その他の従業者に対し指定訪問看護に関する指導監査を行います。 

     
（２）業務内容 

    保険医療機関・保険薬局及び保険医・保険薬剤師に係る指導・監査業

務は、指導監査課と９か所の都県に所在する事務所（管轄事務所等）が

担当しています。(具体的な指導・監査業務については、「指導監査課」

をご覧下さい。) 

    しかし、特殊な事案や大規模な指導・監査業務において、管轄事務所

等で単独に実施することが困難である場合、当課と共同して業務を実施

しています。 

    具体的には、厚生労働本省及び都県と共同で実施する特定共同指導、

特定機能病院などの大規模な病院などに対する指導等が該当します。 

    このような案件には、医療指導監視監査官等を現地に派遣し、管轄事

務所等と共同して業務を実施しています。 

    また窓口を担当する管轄事務所等が業務を円滑に実施できるように、

業務指導及び連絡調整等を行っています。 

 

 

                                               

                   指定・ 

   

                       

 

                         

 

 

 

    なお、関東信越厚生局管内の保険医療機関は、約２，４００施設の病

院、約３３，０００施設の医科診療所、約２８，０００施設の歯科診療

所及び約１８，５００施設の薬局が指定を受けています。また、保険医

は約１８９，０００人、（医師約１３３，０００人、歯科医師約５５，

０００人）、保険薬剤師は約１０３，０００人が登録を受けています。 

    さらに、柔道整復師は約１２，５００人が受領委任契約を締結してい

ます。（平成２２年３月末現在） 

 

 

特定事項の指導監査  

共同指導等

指導監査  

申請・届出

指定・登録・承認 保険医療機関

保  険  薬  局  
保 険  医  
保険薬剤師  

指 導 監 査 課

都 県 事 務 所

医療課  
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（３）実績（平成２１年度） 

    ① 実施件数 

平成２１年度 

特定共同指導及び共同指導の実施保険医療機関数 ２０機関 

     

    ② 主な指導内容 

 

     ・ 診療報酬の根拠となる診療録については、診療事実に基づいて

必要事項を記入すること。 

     ・ 投薬、注射にあたっては、適応、用法、用量等の薬事法承認事

項を遵守すること。 など 
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指導監査課 
 

１．保険医療機関・保険薬局及び保険医・保険薬剤師に対する指導監査につ

いて 

 

（１）制度の概要 

    保険医療機関及び保険薬局（以下、「保険医療機関等」という。）及

び保険医及び保険薬剤師（以下、「保険医等」という。）に対する指導

は保険医療の質的向上及び適正化を目的とし、健康保険法、船員保険法、

国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律の規定に基づき実施

します。 

    また、指定訪問看護事業者及び当該指定に係る訪問看護事業所の看護

師その他の従業者に対し指定訪問看護に関する指導及び調査を行いま

す。 

  

（２）業務内容 

  指導監査課では、関東信越厚生局の管轄する埼玉県に所在する保険医

療機関等を対象に指導等を実施しています。 

① 指導・監査 

指導は、「指導大綱」に基づき集団指導、集団的個別指導、個別指

導等を、講習会方式または個別面談方式により、保険医療機関等の開

設者及び保険医等に出席を求め保険診療等に関して実施しています。 

         なお、指導により不正の事実が判明した場合は監査（調査）を行い

ます。  

     一方、監査は「監査要綱」に基づき、診療内容や診療報酬の請求に

不正または不当があったことを疑うに足る理由があり、監査を行う必

要があると認められる場合に実施します。 

     監査はその結果により、保険医療機関の指定の取消・保険医の登録

の取消のほか、戒告・注意等、行政上の措置等が行われる場合があり

ます。（ただし、指定の取消及び登録の取消の処分は、関東信越地方

社会保険医療協議会への諮問を経なければならないこととされていま

す。） 

     ※「指導大綱」「監査要綱」とは、平成７年１２月２２日付保発第１１７号 

(厚生省保険局長通知)により定められたものを言います。 

      

    ② 施設基準に関する調査 

     保険医療機関等から届出のあった施設基準の届出・報告に関し、「基

本診療料の施設基準およびその届出に関する手続きの取扱いについ

て」等に基づき、届出の受理及び届出受理後の調査等を実施し、必要

に応じ指導等行っています。 

 

 

 

 

99



（３）実績 

    ① 保険医療機関等の指導状況  

    ［資料：管内１０都県の指導実績は、１６８ページを参照］ 

 

    ②保険医療機関等の施設基準の届出状況 

     関東信越厚生局ＨＰ内の各事務所のページに掲載しています。 

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/gyomu/bu_ka/j

imusho.html 

 

 

 

２．保険医療機関等の指定及び保険医等の登録について 

（１）制度の概要 

    保険医療機関・保険薬局の指定、保険医・保険薬剤師の登録のしくみ 

 

 

                                      □1 申請（指定の通知があるまで保険診 

                                              療の取扱はできない） 

 

 

                                                  □2 諮問・答申 

                □3 指定 

 

 

                                                  □2 諮問・答申 

                           □3 登録                  （登録を行わないとき） 

                             

 

 

 

                                   □1 申請（登録されるまで保険診療の 

                                           取扱はできない） 

 

□1  地方厚生局事務所等（都道府県ごとに設置）に申請書を提出 

□2  指定・登録を行わないこととするときは地方社会保険医療協議会の

諮問、答申が必要 

□3  地方厚生局事務所等による指定・登録の通知及び公示 

 

※指定・登録が行われない場合 

・ 指定・登録の取消を受けて５年を経過していないとき 

・ 医療機関等が保険給付に関し診療または調剤内容の適切さを欠くお

それがあるとして重ねて当局による指導を受けたとき 

  ・ 保険医療機関等や保険医等として著しく不適当と認められるとき 

   

保険医療機関等 
指定申請書 ・医療機関  

・薬   局  

保険医療機関等  
指定通知書  

地方社会保険  
医療協議会  

 
厚生労働省  
地方厚生局  

保険医等  
登録票  

・医   師  
・歯科医師  
・薬 剤 師  

保険医等  
登録申請書  
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   （２）業務内容 

     健康保険法に基づく保険医療機関及び保険薬局並びに指定訪問看護

事業者の指定を行います。 

       また、保険医療機関等において健康保険の診療に従事する医師又は保

険薬局において健康保険の調剤に従事する薬剤師の保険医及び保険薬

剤師の登録を行います。 

 

     （３）実績 

       ① 保険医療機関等の指定状況 

      ［資料：管内１０都県の指定実績は、第Ⅳ章資料・デ－タ集

Ｐ１６８を参照］ 

 

       ② 指定訪問看護事業者の指定状況 

      ［資料：管内１０都県の指定実績は、第Ⅳ章資料・デ－タ集

Ｐ１６９を参照］ 

 

③ 保険医等の登録状況 

      ［資料：管内１０都県の指定実績は、第Ⅳ章資料・デ－タ集

Ｐ１６９を参照］ 

 

※ 上記のほか１都９県の保険医療機関等に対する実績は、第Ⅳ章資料・

デ－タ集（医療課）をご覧下さい。 

 

 

 ３．関東信越地方社会保険医療協議会埼玉部会の運営について 

  （１）概要 

    関東信越地方社会保険医療協議会議事規則により、保険医療機関又は

保険薬局の指定について審議するための関東信越地方社会保険医療協議

会埼玉部会の庶務を行っています。 

 

  （２）実績 

    関東信越地方社会保険医療協議会埼玉部会の開催状況 １２回 
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福祉指導課  
 

１．社会福祉法人の認可等及び監督について 

（１）制度の概要 

社会福祉法人は、社会福祉事業を行うことを目的として、社

会福祉法（社会福祉を目的とする事業の基本事項を定めた法律、

昭和２６年に制定）の規定により所轄庁（国・都道府県・政令

指定市・中核市）の認可を受けて設立された法人です。  

所轄庁は、所管する社会福祉法人の定款の変更などの認可、

及びその監督を行います。 

 

 （２）業務内容 

    関東信越厚生局では、管内に主たる事務所を置く社会福祉法

人のうち、２以上の都道府県の区域において事業を行う法人を

所管し、所管法人の設立や定款（法人の基本となる規則）の変

更などの認可を行うとともに、これらの法人の監督を行ってい

ます。 

    当厚生局所管の法人数は、平成２１年度末現在で１１６法人

です。 

 

○  所管法人数の推移 

年度別 １ ７ 年 度 末  １ ８ 年 度 末  １ ９ 年 度 末  ２ ０ 年 度 末  ２ １ 年 度 末  

所 管 法 人 数  ５２ ６５ ８３ １１０ １１６ 

※ 所管法人の一覧は、以下のページに掲載していますので、 

ご覧ください。（関東信越厚生局ホームページ内）  

http://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/shokan/

fukushi_shido/documents/organization -01.xls  

 

 （３）実績 

平成２１年度における社会福祉法人の認可等に関する業務の

実績は、次表のとおりです。  

 

区   分  処理件数 

定款変更の認可 ５４ 

基本財産処分の承認  ３  

基本財産担保提供の承認  ４  

計  ６１ 

 

２．社会福祉法人指導監査等業務について 

（１）社会福祉法人に対する指導監査 

① 制度の概要 

     社会福祉法人における適正な法人運営と円滑な社会福祉事

業経営の確保を目的として、社会福祉法第５６条第１項の規

定に基づき、社会福祉法人に対する所轄庁による指導監査が

行われています。 
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② 業務内容 

     当厚生局では、所管法人１１６法人のうち、老人の福祉に

関 す る 社 会 福 祉 事 業 を 主 た る 事 業 と し て い る 社 会 福 祉 法 人

（４７法人）に対する指導監査を介護サービス指導官が担当

し、それ以外の社会福祉事業（保育園、障害者支援施設等）

を行う社会福祉法人（６９法人）に対する指導監査を社会福

祉監査官が担当しています。  

     社会福祉法人に対する指導監査は概ね２年に１回を基本に

実施しますが、これまでの指導監査の結果を基に毎年実施、

通常実施（２年に１回）、４年に１回の３段階に区分し、計

画的に実施しています。 

 

③  計画と実績 

ア 実施件数 

 

法人の種類 計 画  実 績  

・ 老人の福祉に関する社会福祉事業を 

主たる事業としている社会福祉法人  

・上記以外の社会福祉法人  

１ ２  

 

２ ０  

１ ２  

 

２ ０  

計 ３ ２  ３ ２  

 

イ  主な指摘事項 

 

      事 項                主な指摘事項 

組織運営 

 

・定款変更の不備又は実態と乖離  

・役員の選任及び手続が不適切  

事業の実施 

 

・ 行 政 機 関 へ の 届 出 の 不 備 又 は 遅 延  

・収益事業の内容が不適切 

会計管理 

 

・経理事務処理が不十分 

・決算関係書類が不適切 

 

（２）都県市が行う社会福祉法人指導監査等に対する技術的助言  

① 制度の概要 

     地方自治体が実施する社会福祉法人に対する指導監査につ

いて、地方自治法第２４５条の４項の規定に基づき、地方自

治体に対して国が技術的助言を実施しています。 

 

②  事業内容 

     対象となる地方自治体は、当厚生局管内の都県市です。 

     社会福祉監査官が担当しています。  

 

③  計画と実績 

     １自治体に対する技術的助言を計画し、これを実施しまし

た。 
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３．介護保険者・介護サービス事業者等指導業務について 

 （１）介護保険者に対する指導 

① 制度の概要 

     介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるよう、介護

保険法第１９７条及び地方自治法第２４５条の４の規定に基

づき、介護保険者である市町村等（特別区、広域連合等を含

み、指定都市及び中核市を除く）に対して国が実地指導を実

施しています。 

 

②  業務内容 

     対象となる介護保険者は、当厚生局管内の市町村等です。 

介護保険指導官が担当しています。 

 

③  計画と実績 

ア 実施介護保険者数 

 

都県名 計画 実績 

茨城県 

栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県 

新潟県 

山梨県 

長野県 

  ２  

  １  

  ３  

  ５  

  ５  

  ５  

  １  

  １  

  １  

３ (※ ) 

  ２  

  １  

  ３  

  ５  

  ５  

  ５  

  １  

  １  

  １  

３ (※ ) 

合計  ２７ ２７ 

（※）は、１広域連合を含む。  

 

イ  技術的助言の概要 

 

事 項  内 容  

地 域 密 着 型 サ ー ビ ス 事

業 所 等 の 指 定 等 事 務 関

係  

・ 事 業 所 の 指 定 に 伴 う 公 示

が さ れ て い な か っ た 。  

・ 事 業 所 の 廃 止 届 の 提 出 に

伴 う 公 示 が さ れ て い な か

っ た 。  

 

 （２）介護サービス事業者等に対する指導  

   ①  制度の概要 

     地域密着型サービス事業所のその適切な運営を確保するこ

とを目的として、介護保険法第２４条の規定に基づき、介護

サービス事業者等に対して、国と保険者による合同の実地指
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導を実施しています。 

   ② 業務内容 

     対象となる介護サービス事業者等は、当厚生局管内の地域

密着型サービス事業所です。 

介護サービス指導官と関係保険者が合同で実施します。 

     実地指導に当たっては、介護保険法の大きな柱で政策上の

重要な課題である「サービスの質の確保と向上」「尊厳の保

持」「高齢者虐待防止・身体拘束禁止」等を踏まえて、行っ

ています。 

 

③  計画と実績 

      

ア  実施事業所数 

都県名 計画 実績 

茨城県 

栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県 

新潟県 

山梨県 

長野県 

２ 

１ 

３ 

５ 

５ 

５ 

１ 

１ 

１ 

３ 

２ 

１ 

３ 

５ 

５ 

５ 

１ 

１ 

１ 

３ 

合計 ２７ ２７ 

※ サービス種別は、すべて認知症対応型共同生活介護 (グル

ープホーム） 

 

    イ  主 な 指 摘 事 項  

     

事 項  主 な 内 容  

サ ー ビ ス の 質 の

確 保 と 向 上  

・  一 人 一 人 に あ っ た 認 知 症 ケ ア

を 実 践 す る こ と  

 

 （３）介護サービス事業者に係る業務管理体制の監督  

① 制度の概要 

介護保険法の改正に伴い、平成２１年５月１日より介護サ

ービス事業者に業務管理体制の整備及び届出が義務付けられ

ました。 

 

②  業務内容 

     当厚生局では、主として当厚生局管内に介護サービス事業

所及び施設を有する介護サービス事業者からの業務管理体制

に関する届出を受け、定期的に実地により届出内容の確認を
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行っています。 

③ 実績 

３８５事業者からの業務管理体制に係る届出を受理しまし

た。うち、１事業者について、業務管理体制に係る届出内容

の確認を実施しました。 

 

４．障害者自立支援業務実地指導について  

（１）制度の概要 

    障害者基本法の基本的理念にのっとり、障害者の地域生活と

就労を進め、自立を支援する観点から平成１８年４月１日から

障害者自立支援法が施行され、本法に基づく障害福祉サービス

に係る給付その他の支援を行う障害者自立支援制度（＊）が創

設されました。 

   （＊）障害者自立支援制度の事業内容  

      自立支援給付（介護給付、訓練等給付費、自立支援医療

費及び補装具費の支給等）及び地域生活支援事業（相談支

援事業、手話通訳等のコミュニケーション支援事業、移動

支援事業及び地域活動支援センターにおける日中活動を提

供する事業等））に大別される。  

 

 （２）業務内容 

    当厚生局においては、障害者自立支援制度の円滑かつ適正な

実施を図る観点から、障害者自立支援法第２条第３項及び地方

自治法第２４５条の４の規定に基づいて、所管する１０都県に

対して市町村及びサービス事業者に対する指導の実施状況及び

自 立 支 援 給 付 事 業 の 事 務 処 理 状 況 等 の 実 地 指 導 を 行 っ て い ま

す。 

 

 （ ３ ） 実 績  

    平成２１年度においては、２県に対する実地指導を行い、そ

の結果、改善の必要性が認められた事項に対する技術的助言を

行いました。 

 

①  実施自治体 

      ・千葉県 

      ・茨城県 

 

②  技術的助言の概要（文書指摘の内容）  

 

事項  主な内容 

市町村指導 ・ 自立支援給付支給事務等の市町村に対

する指導が実施されていないため、計画

的に実施するよう助言を行った。  
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指定事務 ・ 指定自立支援医療機関の指定を行った

際 に 行 う べ き 公 示 が 行 わ れ て い な い た

め、指定を行ったときは、その旨公示す

るよう助言を行った。 

・ 指定自立支援医療機関の指定辞退の届

け出おいて、一月以上の予告期間を設け

る こ と な く 届 け 出 ら れ て い る 事 例 が 見

受けられため、一月以上の予告期間を設

け る よ う 指 定 自 立 支 援 医 療 機 関 に 指 導

を行うよう助言を行った。 

・ 精神通院医療機関の指定において、指

定 日 は 指 定 を 決 定 し た 日 の 属 す る 月 の

翌月初日とすべきところ、申請のあった

翌 月 初 日 と す る 誤 っ た 処 理 が 見 受 け ら

れたため、適正な処理を行うよう助言し

た。 

自立支援医療 ・ 自立支援医療費の審査点検において、

生 活 保 護 受 給 者 に か か る 診 療 報 酬 明 細

書・連名簿の審査点検が不十分である状

況が見受けられたため、適正な処理を行

うよう助言した。 
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特別指導第一課・特別指導第二課 
 

１．制度の概要 

医療保険制度の健全な運営を堅持し、国民に対する適正な保険診療等の提供

が行われるよう、保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看

護事業者その他医療保険事業の療養担当者（以下「保険医療機関等」という）

に対する監督に関する事務のうち、関東信越厚生局長が「特別の監督を行う必

要があると認めた特定事項（社会的にも大きな影響を及ぼすような案件等）」

について監督を行います。 

なお、この監督は関東信越厚生局の管轄区域を越え、全ての地域において行

います。 

 

２．業務内容 

保険医療機関等に対する監督について 

（１）  関東信越厚生局長が保険医療機関等に対し、「特別の監督を行う必要

があると認めた特定事項」に関する監督を行います。 

     なお、保険医療機関等に対する監督に関する事務の円滑な遂行のため

特に必要があるときは、関東信越厚生局の管轄区域を越え、全ての地域

において当該事務を行います。 

（２） 関東信越厚生局において、特別の監督を行う保険医療機関等の監督に

関する事項ついて審議するため設置される「委員会」の庶務を行います。 

 

３．計画と実績 

監督の実施にあたっては、不正請求等の未然防止と、現に不正請求を行っ

た保険医療機関等及び保険医等への厳正な対処を行うため、実施体制や関係

機関との調整を行いました。 
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麻薬取締部 

 
１．麻薬等の取締業務について 

    麻薬取締部は、政府の薬物乱用対策推進本部が決定した第三次薬物乱用防止五

か年戦略（※）に基づき、薬物乱用のない社会を目指して、総合的な取組みを行っ

ています。 
   （※）詳しくは、内閣府 薬物乱用対策推進本部  

        http://www8.cao.go.jp/souki/drug/sanzi5-senryaku.html 

 

     具体的には、①不正な麻薬、大麻、覚せい剤などの薬物犯罪の取締りを行うほ

か、②医薬品である麻薬等の取扱いに関する免許事務等の行政事務、③麻薬等中

毒者対策（相談業務を含む）及び④薬物乱用防止普及啓発活動を実施しています。 

            

２．麻薬等事犯の取締りについて 

 （１）制度の概要 

薬物乱用を防止するためには、薬物の供給源となる薬物密売組織を壊滅し、

薬物を入手できない社会を目指す必要があります。また、薬物密売組織の維

持・拡大を支える末端乱用者に対する取締りを徹底し、薬物の需要の根絶を図

る必要があります。 

        このため麻薬取締部では、特別司法警察員である麻薬取締官が捜査を行い、

麻薬等事犯の取締を行っています。 

（２）業務内容 

        過去５年間における薬物事犯検挙人員の推移をみると、我が国の薬物乱用の

状況は、覚せい剤事犯ではやや減少傾向が見られるものの、大麻事犯について

は大幅に増加してきており、依然として厳しい状況が続いています。 

       特に、大麻事犯については、その検挙件数が 10 年前に比べてほぼ倍増し、

栽培事犯についての検挙人員は同 6 倍に増加するなどその乱用の深刻さが増

しています。また、若年層への乱用の広がりが見られ、中学生が逮捕されるな

ど社会問題となっています。 

このような現状を踏まえ、麻薬取締部では、麻薬取締官を増員するなどして、

取締りを強化しています。 

（３）実績 （平成 21 年中） 

          ・検挙人員  147 人 

          ・主な押収薬物 覚せい剤約 9,412g、乾燥大麻約 7,098g                               

      

３．麻薬取扱者等に対する指導・監督について 

（１）制度の概要 

       麻薬は、医療上極めて高い価値を有していますが、その使用方法を誤ると、

乱用者個人の健康だけでなく、各種犯罪の原因となるなど、社会全体に危害を

もたらすおそれがあります。  

       このため、我が国では、法令により、麻薬等の輸入、輸出、製造等について

免許制とするなど必要な取締りを行うこと等により、麻薬等の乱用による保健

衛生上の危害の防止を図っています。 
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（２）業務内容 

麻薬取締部では、麻薬元卸売業者等に関する免許事務や、麻薬の携帯輸出入

等の許可事務、麻薬向精神薬原料の輸出入に関する届出受理事務などを行って

います。           

また、医薬品である麻薬や向精神薬などは、その円滑な流通を確保しつつ、

一方では不正ルートへの流出を防止するため、これらを取り扱う施設に対し立

入検査を実施しています。 

（３）実績（平成 21 年度中） 

          ・麻薬元卸売業者に関する免許 58 件 

          ・麻薬の携帯輸出入等の許可 597 件 

          ・麻薬向精神薬原料の輸出入に関する届出受理 1040 件                     

          ・麻薬関係業務所等に対する立入検査 149 件 

           

４．麻薬等中毒者対策について 

（１）制度の概要 

        覚せい剤の再犯者が占める割合が約５５％を占める状況から、薬物乱用をな 

くすためには、薬物依存・中毒者の治療・社会復帰の支援及びその家族への支 

援の充実強化による再乱用防止の推進が必要不可欠です。 

        このため麻薬取締部では、相談業務等の業務により、麻薬等中毒者対策を実 

施しています。 

（２）業務内容 

薬物乱用者やその家族等を対象として、相談電話やインターネットを介して、 

   麻薬取締官による相談業務を実施しています。 

また麻薬中毒者相談員、都道府県麻薬取締員などと協力し、相談指導や観察 

   指導等の業務を実施しています。 

このほか、精神保健指定医、精神保健福祉センター職員、麻薬中毒者相談員 

   など中毒治療や社会支援に携わる専門家と問題点を検証するとともに関係機   

関間の相互の連携を図るため「薬物中毒対策連絡会議」を開催しています。 

（３）実績（平成 21 年度中） 

        ・相談電話やインターネットによる相談件数 640 件 

        ・薬物中毒対策連絡会議の開催 11 月千葉県 

           

５．薬物乱用防止普及啓発活動について 

（１）制度の概要 

薬物乱用をさせないためには、新たな乱用者をつくらない社会環境を構築す 

   ることが重要です。 

このため、麻薬取締部では、学校の生徒や教師、ＰＴＡ等を対象とした薬物 

   乱用防止教室の講師として麻薬取締官ＯＢや現職の麻薬取締官を派遣してい   

ます。 

（２）業務内容 

麻薬取締部では、中学校・高等学校等に対する講演活動を行っています。                 

また、関係機関等に対して薬物乱用防止啓発パンフレット等を配布するなど 

   し、薬物に対する正しい知識の普及を図っています。 
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（３）実績（平成 21 年度中） 

        ・講演活動実施件数 合計 53 か所 

        ・講演活動対象人数 約 1 万 1 千人 

         

 

 ※麻薬取締官ホームページ（http://www.nco.go.jp）には、上記のほかに、採用等

を掲載しております。また、薬物犯罪に関するご意見や情報があれば、薬物に関

する情報提供（http://www.nco.go.jp/mail.html）からお寄せ下さい。 
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社会保険審査官 
 

１．制度の概要 

   社会保険審査官は、通常の裁判制度によらず、簡易迅速な被保険 

等の権利・利益の保護を目的に、健康保険法、船員保険法、厚生年

金保険法及び石炭鉱業年金基金法並びに国民年金法に規定された資

格や保険（年金）給付に関する審査請求の事件を担当しています。

また、社会保険審査官は、厚生労働省の職員のうちから、厚生労働

大臣が任命し、社会保険審査官は、事件の審理決定等の審査の事務

を行うにあたり、何らの拘束も受けず、審査の決定は、審査官がそ

の名において独立してこれを行うこととされています。 

   一方、平成２２年１月の組織再編に伴い、管轄は各地方厚生（支）

局の管轄と同一となり、関東信越厚生局社会保険審査官は、１都９

県の審査請求事件を担当しています。 

   これに伴い、審査請求の利便性の向上を図るため、審査請求の窓

口として、保険者等（年金事務所を含む）を経由して審査請求がで

きるように体制が整備されました。 

   また、社会保険審査官の決定に不服がある場合や厚生年金保険料

に関する不服審査については、厚生労働本省に設置された社会審査

会が担当します。なお、審査請求は、処分を知った日の翌日から６０日

以内に行うこととされています。 

 

２．業務内容（審査請求） 

   社会保険審査官は、審査請求について以下の流れで審査請求を受理すべ

きかを判断した後、本案審理を行い請求人の主張に沿った容認（又は一部

容認）あるいは棄却の決定を、文書をもって通知します。 
 

（１）受付前の業務 
管轄に間違いがないかの確認などを行い、審査請求書を受け付けた際に

は、請求人に受け付けした旨を文書で通知します。 

 

（２）受付後の業務(要件審理) 

自庁管轄の審査請求を受け付けた場合は、当該審査請求が所要の要件を

具備した適法なものかを審査し、補正が必要な場合は補正を依頼するなど

を行います。 

   要件審理を終えた場合は、却下の決定又は受理の手続きを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

却下の例 
・審査請求が所要の要件を具備しておらず、不適法であって補正するこ

とができない場合。 
（注：請求人の主張に理由がない場合は、棄却となります。） 

・審査請求の期間を経過しており、かつ、期間経過について正当な事由

があると認められない場合。 
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（３）受理後の業務 

 文書をもって、原処分者その他利害関係人に受理した旨を通知します。  

 なお、法令上の事件に関する規定は次のとおりです。 

・ 健康保険法第１８９条に規定する「被保険者の資格、標準報酬又は保

険給付に関する処分」についての不服申立 
・ 船員保険法第１３８条に規定する「被保険者の資格、標準報酬又は保

険給付に関する処分」についての不服申立 
・ 厚生年金保険法第９０条に規定する「被保険者の資格、標準報酬又は

保険給付に関する処分」についての不服申立 
・ 厚生年金保険法第１６９条（厚生年金基金及び企業年金連合会が行う

処分）に規定する「標準給与若しくは年金給付若しくは一時金たる給付

に関する処分」についての不服申立 
・ 石炭鉱業年金基金法第３３条に規定する「年金給付又は一時金たる給

付に関する処分」についての不服申立 
・ 国民年金法第１０１条に規定する「被保険者の資格に関する処分、給

付に関する処分、保険料その他この法律の規定による徴収金に関する処

分」についての不服申立 
・ 国民年金法第１３８条（国民年金基金の行う処分）に規定する「加入

員の資格に関する処分、基金年金若しくは基金一時金に関する処分又は

掛金若しくはこの条において準用する第２３条の規定による徴収金に関

する処分」についての不服申立 
 
 
３．実績 

   本年１月の組織再編にともない４００件を超える審査請求を引継

ぎました。 

   また、日々多くの審査請求を受け付けしています。 

   なお、関東信越厚生局管轄内では、東京都、神奈川県、埼玉県の

１都２県に係る審査請求件数が、全件数の約６割を占めています。 
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保険（年金）給付・資格等
に関する不服

保険料徴収等
に関する不服

事業主・被保険者

社会保険審査会
（厚生労働本省）

被保険者・受給者

原処分に不服がある
場合（６０日以内）

原処分に不服がある
場合（６０日以内）

更に不服がある
場合（６０日以内）

地方厚生（支）局
社会保険審査官

却 下

審理

受 理

容 認 棄 却

社会保険審査官の
審査請求受付後の流れ

要件審理

   【審査請求の流れ】  
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第Ⅲ章 緊急対応業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

１ 新型インフルエンザ対応業務について  

⑴ 検疫所業務の支援  

新型インフルエンザ（インフルエンザＡ／Ｈ１Ｎ１）による検疫

業務強化に伴う支援のため、５月２日から６月５日までの間、以下

のとおり成田空港検疫所及び停留施設に職員を派遣し、支援業務に

従事しました。 

○  検疫所業務支援内容  

帰国者情報入力業務   延べ  １９０  名  

検疫ブース業務   延べ  ９７  名  

検疫官業務   延べ  ６６  名  

停留施設業務   延べ  １９  名  

 

⑵ ワクチン接種機関との委託契約の締結  

新型インフルエンザのワクチンの確保、流通、接種等に係る業務

が円滑に行われるよう、国と医療機関の間で委託契約を締結するこ

ととされ、以下のとおり、かかる契約業務を行いました。 

○  ワクチン接種機関との委託契約数 （平成２２年３月１５日現在） 

医師会加入分（１０都県医師会）  １０  件  （ ※ ）  

非医師会分   ３ ,４１０  件  

※  １ ０ 都 県 医 師 会 加 入 医 療 機 関 を 一 括 し て 契 約 し て い る  

 

 

２ 介護療養型医療施設に関する緊急調査について  

大臣からの指示により、全国の介護療養型医療施設における患者

の状態や転換の影響等についてヒアリングを実施し、緊急に情報収

集を行うこととされ、以下のとおり対応しました。 

○  介護療養型医療施設に関する緊急調査実施内容  

実施期間   １１月４日～１１月６日  

実施対象施設数   ５４  施設  

調査対応職員   延べ  ５５  名  
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３ 緊急支援対応円滑化電話相談窓口の設置について  

１２月１日～１２月２８日までの間（休日、祭日を除く）、「緊急

支援対応円滑化電話相談窓口」の設置のため、企画調整課と健康福

祉課に専用回線を敷設し、電話による相談窓口として対応しました。 

これは、職と住宅を失った方々が安心して生活し、早期に再就職

できるよう住宅手当、総合支援資金、つなぎ資金の実施主体である

地方公共団体・社会福祉協議会の対応を支援調整し、住宅手当等の

適正な運用の徹底を図るため、各地方厚生局に開設されたものです。 

○  緊急支援対応円滑化電話相談窓口業務体制  

対応期間  １２月１日～１２月２８日  

相談対応職員  ５  名  

相談対応件数  ２  件  
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第Ⅳ章 資料・データ集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 
 

１ 沿革 
⑴ 地方厚生局の設置（平成１３年１月） 

中央省庁等改革基本法により、平成１３年１月６日、厚生省と

労働省が統合し、厚生労働省が設置されました。併せて地方支分

部局についてもブロック単位で統合化することにより国の行政組

織の減量効率化を図ることとされ、従来から設置されていた地方

医務局と地区麻薬取締官事務所を統合して、地方厚生局が設置さ

れました。 

分掌する事務については、従来の地方医務局及び地区麻薬取締

官事務所の所掌事務に加え、厚生労働省から移管した指導監査や

許認可事務、検疫所管理事務の一部及び社会保険事務局から移管

した事務を新たに所掌することとなり、主として次の事務を行う

こととなりました。 

［本省から移管された事務］ 

○ 検疫所の管理業務の一部（共済組合関係） 

○  衛生、福祉関係の法人、施設の監督等業務（医療監視、

医薬品・毒劇物等の取締、法人の指導監督、指定医療機関、

養成施設の指導監督等） 

○ 医師等の国家試験に関する業務 

○ 国保の保険者・国保連合会の監督 

○ 健保組合、厚生年金、国年基金等の監督 

［地方医務局、地区麻薬取締官事務所の事務］ 

○ 国立病院及び国立療養所に関する事務 

○ 麻薬等の取締に関する事務 

また、組織については、総務管理官が設置され、病院管理部、

麻薬取締部の２部及び総務課、本省移管業務を行う保健福祉課、

食品衛生課、社会保険課の４課のほか、指導・監査部門が設置さ

れ、大幅な組織改正が図られました。 

 

⑵ 平成１５、１６年度の組織改正 

平成１５年４月１日に病院管理部が廃止され、新たに健康福祉

部が設置されました。本省移管業務を所掌する保健福祉課、食品

衛生課、社会保険課の３課並びに指導・監査部門が健康福祉部と

なり、組織の改正が図られました。 

さらに、平成１６年４月１日には、地方医務局が所管していた

国立病院等に関する事務が独立行政法人国立病院機構に引き継が

れた結果、健康福祉部と麻薬取締部の２部体制となり、これに総

務管理官及び総務課を加えた組織となりました。また、同日付け

で社会保険課が保険課と年金課に分かれました。 

 

⑶ 社会保険庁改革に伴う事務移管と組織再編 （ 平 成 ２ ０ 年 １ ０ 月 ､平 成 ２ ２ 年 １ 月 ）  

平成２０年１０月１日、社会保険庁改革に伴い、これまで社会

保険事務局において実施されてきた保険医療機関・保険薬局に対
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する指導監査等の事務が移管されました。この移管に併せて、関

東信越厚生局の組織を再編し、医療法・健康保険法を含む総合的

な医療行政を推進等することとなりました。主な再編は、指導部

門として管理課・医療指導課・福祉指導課・指導監査課・特別指

導第一課、二課及び各所在都県内において、保険医療機関等に対

する指導監査等を実施する各都県事務所（埼玉県を除く）が設置

されました。 

また、局の総合企画調整、医療構造改革推進等を担当する企画

調整課が新設され、健康福祉部内では、健康課と福祉課を統合し、

各種補助金の執行事務を総合的に行う健康福祉課の設置、各種養

成施設の指導監督事務を一元管理する指導養成課の設置など、よ

り効率的な体制に再編されました。 

 

平成２２年１月１日には、社会保険庁の廃止・解体に伴い、こ

れまで社会保険事務局等において実施されてきた年金業務等のう

ち、行政事務とされたものが地方厚生局に移管されました。この

移管に併せて、関東信越厚生局の組織を再編し、公的年金制度の

管理運営事務を行うこととなり、年金指導課、年金調整課と社会

保険審査官が設置されました。 

 

 

（参考） 

 

 
 

 

 

 

 

 

平成２０年９月以前

医
療
機
関
等

都
道
府
県

○ 医療監視､薬事
監視等

○ 医療法人､社会
福祉法人の認可､
指導監督

○ 医師等国家試
験監督業務

○ 各種養成施設
の指定､指導監督

○ 麻薬・覚せい剤
等の取締り

○ 医療構造改革
の推進

○行政サービスの確保

○効率的・計画的な指導監査の実施

○都道府県との緊密な連携

日本年金機構設立に伴い、
社会保険事務局が行って
いた年金事務のうちで、
行政事務とされたもの

・日本年金機構で行う滞納
処分の実施に関する調整
及び認可等

・国民年金等事務取扱交
付金の交付事務

・年金給付等の処分決定

に係る不服申立の審査請
求の対応に関すること

分室の設置 ※地方厚生(支)局所在道府県を除く

※訓令により分室を「事務所」と呼称

平成２２年１月の移管

医療構造改革の推進など、

都道府県を支援する上で、
制度横断的な対応が必要なもの

保険医療機関の指導監査など、
国の責任において実施することが
必要なもの

地
方
厚
生

(支)
局

平成２０年１０月の再編

課の設置

○年金指導課

○年金調整課
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平成13年1月 平成20年10月 平成22年1月

業務移管
業務移管

【廃 止】

社会保険庁改革に伴う組織再編等の流れ

【設 立】

【設 立】

業務移管

社会保険庁

日本年金機構

全国健康保険協会

関東信越厚生局

業務移管

【設 置】

119



 

２  主 な 所 掌 業 務 （ 課 別 ）  

 

（総務課） 

・関東信越厚生局の総務 

・関東信越厚生局職員の人事、教養、訓練及び研修等に関すること 

・厚生労働省共済組合に関すること 

・行政文書の開示に関すること 

・個人情報の保護に関すること 

・各種国家試験に関すること 

 

国家試験の種類 

 

医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、診療放射線技師、臨床検査

技師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、薬剤師、管理栄養士 

 

 

（企画調整課） 

・都道府県医療費適正化計画その他の医療に要する費用の適正化の推進に

関する地方公共団体その他の関係者との連絡調整 

・関東信越厚生局の所掌事務に関する総合的な企画及び立案並びに調整 

・関東信越地方社会保険医療協議会の運営 

・医療安全対策に関すること（医事課の所掌に属するものを除く） 

 

（年金指導課） 

・日本年金機構の理事長が任命する徴収職員及び保険料等の収納を行う職

員の認可に関すること 

・日本年金機構が行う滞納処分等に係る認可に関すること 

・日本年金機構が滞納処分等をした場合におけるその結果の報告に関する

こと 

・日本年金機構が行う立入検査等に係る認可に関すること 

・日本年金機構が行う保険料等の収納に係る事務の実施状況及びその結果

の報告に関すること。 

・政府が管掌する厚生年金保険及び国民年金の被保険者等に関する記録の

管理に関する日本年金機構の行う業務に係る監督に関すること 

・前記に掲げるもののほか、日本年金機構の行う業務に係る監督に関する

こと 

 

（年金調整課） 

・社会保険労務士に関すること 

・年金委員に関すること 

・政府が管掌する国民年金事業及び全国健康保険協会が管掌する健康保険

の事業の実施に関し市町村が処理する事務に関すること。 

・国民年金法第１０９条の２第１項に規定する学生納付特例事務法人の指

定及び監督に関すること 
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・国民年金法第１０９条の３第１項に規定する保険料納付確認団体の指定

及び監督並びに同条第３項の規定による情報提供に関すること 

・政府管掌年金事業等の実施に関する日本年金機構、地方公共団体、事業

者団体、その他の関係者との連絡調整に関すること 

 

（管理課） 

・医療・福祉サービスの指導業務に関する総合調整 

・２以上の都道府県の区域において、病院、診療所または介護老人保健施

設を開設する医療法人の定款変更認可等の指導監督 

・病院用等建物の建替えに係る租税特別措置法上の特別償却制度における

証明業務 

・医療保健業を行う公益法人等に対する法人税法上の非課税措置に係る証

明業務 

・特定医療法人が厚生労働大臣の定める基準を満たす旨の証明業務 

・保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師及び指定訪問看護事業者

その他の医療保険事業の療養担当者に係る情報の管理 

・社会保険診療報酬支払基金の行う業務（高齢者医療制度関係業務及び介

護保険事業関係業務を除く。）の監督 

・後期高齢者医療広域連合が行う業務、市町村が行う後期高齢者医療制度

に関する業務、及び後期高齢者支援金等の額の算定に関する指導 

・国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の行う業務（介護保

険事業関係業務、障害者自立支援事業関係業務及び児童福祉事業関係業

務を除く。）についての指導 

 

（医療課） 

・国の開設する病院等の監督（開設承認、変更承認、構造設備の使用承認

等） 

・特定機能病院に対する立入検査 

・健康保険事業、政府が管掌する船員保険事業、国民健康保険事業及び後

期高齢者医療制度に係る療養に関する監督 

・保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看護事業者そ

の他医療保健事業の療養担当者に対する監督 

・関東信越厚生局事務所等が行う業務に関する事務の指導及び監督 

 

（福祉指導課） 

・２以上の都道府県の区域において事業を行う社会福祉法人の設立認可、

定款変更認可、監督等 

・介護保険法による市町村等（保険者）の事務の指導（技術的助言） 

・介護保険の地域密着型サービス事業者等に対する指導 

・介護サ－ビス事業者に係る業務管理体制の監督 

・介護サ－ビス事業者の業務管理体制の整備に関する届出の受理  

・障害者自立支援法による都県等の事務の指導（技術的助言） 

・障害福祉サービス事業者等に対する指導 
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（特別指導第一課・特別指導第二課） 

・保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看護事業者そ

の他医療保険事業の療養担当者に対する監督に関する事務のうち、地方

厚生局長が特別の監督を行う必要があると認めた特定事項 

 

（指導監査課） 

・健康保険事業、政府が管掌する船員保険事業、国民健康保険事業及び後

期高齢者医療制度に係る療養に関する監督（埼玉県内） 

・保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看護事業者そ

の他医療保険事業の療養担当者に対する監督（埼玉県内） 

・関東信越地方社会保険医療協議会埼玉部会の運営 

 

（都県事務所） 

所在都県（埼玉県を除く）内における以下の業務 

・健康保険事業、政府が管掌する船員保険事業、国民健康保険事業及び後

期高齢者医療制度に係る療養に関する監督 

・保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看護事業者そ

の他医療保険事業の療養担当者に対する監督 

・関東信越地方社会保険医療協議会担当部会の運営 

 

○健康福祉部 

（健康福祉課） 

・２以上の都県の区域を越えて活動する中小企業等協同組合の設立認可、

定款変更認可等の指導監督 

・指定医療機関の指定、監督 

 

指定医療機関の種類 

 

・原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づく指定医療機関 

・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく特

定感染症指定医療機関（監督のみ） 

・母子保健法に基づく指定養育医療機関（国が開設したものに限る。） 

・児童福祉法に基づく指定療育医療機関（国が開設したものに限る。） 

・生活保護法に基づく指定医療機関及び指定介護機関（国が開設したも

のに限る。） 

・戦傷病者特別援護法に基づく指定医療機関 

 

・クリーニング業法に基づく指定試験機関の指定及び監督 

・生活衛生同業組合の振興計画の認定 

・三種病原体等の所持・輸入の届出及び監督 

・温室効果ガス算定排出量報告受付等 

・民生委員及び主任・児童委員の委嘱（指名）、解職及び表彰 

・精神保健指定医の指定等 

・特別弔慰金国庫債券及び特別給付金国庫債券の特別買上償還の証明書の

交付 
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・２以上の都県の区域において事業を行う消費生活協同組合の設立認可、

変更認可、監督等 

・地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律に基

づく特定民間施設の整備計画の認定等 

・地方厚生局に委任された補助金等に関する書類審査、交付、精算確定等 

 

補助金等の種類 

 

保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金、保健衛生施設等災害復

旧費国庫補助金、地域介護・福祉空間整備等交付金、次世代育成支援

対策施設整備交付金、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金、社会福

祉施設等災害復旧費国庫補助金 

結核医療費国庫負担（補助）金、原爆被爆者健康診断費交付金、原爆

被爆者手当交付金、原爆被爆者葬祭料交付金、児童扶養手当給付費国

庫補助金、特別児童扶養手当事務取扱交付金、特別障害者手当等給付

費国庫負担金、婦人保護費国庫負担（補助）金、児童入所施設措置費

等国庫負担金、保育所運営費国庫負担金 

 

・児童扶養手当の支給事務に関する都県及び市町村の指導（技術的助言） 

・都県、指定都市及び中核市が設置する保護施設の監督 

 

（指導養成課） 

・各種養成施設（所）の指定等 

 

養成施設の種類 

 

保健師、助産師、看護師、救急救命士、理学療法士、作業療法士、診

療放射線技師、臨床検査技師、あん摩マッサージ指圧師、はり師、き

ゅう師、柔道整復師、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、言語

聴覚士、歯科衛生士、歯科技工士、栄養士、調理師（入学及び学力認

定の事務を含む。）、理容師、（入学及び学力認定の事務を含む。）、

美容師（入学及び学力認定の事務を含む。）、製菓衛生師、食品衛生

管理者、食品衛生監視員、食鳥処理衛生管理者（入学及び学力認定の

事務を含む。）、保育士、社会福祉士、介護福祉士、社会福祉主事、

精神保健福祉士、児童福祉司、児童福祉施設職員、身体障害者福祉司、

知的障害者福祉司 

 

・各種講習会（介護技術講習会、社会福祉主事資格認定講習会、児童福祉

司資格認定講習会）の届出、実施報告書等の受理等 

・食鳥処理衛生管理者及び食品衛生管理者の資格取得講習会の登録 

 

（医事課） 

・原因の明らかでない公衆衛生上重大な危害が生じ、又は生じるおそれが

ある緊急の事態への対処に関する総括 

・医療の安全に関する取組の普及及び啓発 
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・医師、歯科医師臨床研修病院の指定に係る審査及び指導並びに適正な臨

床研修の実施体制の確保等 

・医療観察法による決定の執行、指定医療機関の指定及び指導等 

・医師確保及び地域医療の確保・推進 

・行政処分を受けた医師等に対する再教育の実施等 

・血液製剤、放射性医薬品等の医薬品及び医療機器の製造業等の許可、並

びに医薬品等輸入届の確認 

・毒物及び劇物の製造及び輸入業の登録及び監視 

・医薬品等の輸入監視 

・地方厚生局に委任された補助金等に関する業務 

 

補助金の種類 

 

医師臨床研修費等補助金 

 

 

（食品衛生課） 

・総合衛生管理製造過程（ HACCP ）の食品の製造又は加工に係る承認等 

 

HACCP （ Hazard Analysis and Critical Control Point ）とは１９６０

年代に米国で考案された宇宙計画向けの食品衛生管理方法で、膨大な

数の検体を必要とする最終製品検査システムではなく、製造における

重要な行程を連続的に監視することにより、一つ一つの製品の安全性

を保証しようとする衛生管理方法である。現在、乳・乳製品、食肉製

品、魚肉練り製品、容器包装詰加圧加熱殺菌食品及び清涼飲料水の５

種類がHACCP の承認対象品として指定されている。 

 

・食品衛生法の規定に基づく登録検査機関の登録及び監督並びに食品衛生

検査施設に対する技術的助言 

・健康の保持増進効果等に係る虚偽・誇大広告等の表示の禁止 

・食肉輸出施設に対する認定について 

・対EU、対米国輸出水産食品認定施設に対する認定に係る指導、確認及び

視察 

・対中国輸出水産取扱施設に係る事務 

・食中毒に係る調整事務 

・食品の安全確保に関するリスクコミュニケーション 

 

（保険課） 

・健康保険組合の行う業務についての指導及び監督 

・全国健康保険協会支部の指導監督 

 

（年金課） 

・厚生年金基金の認可、指導監督等 

・国民年金基金等の認可、指導監督等 

・確定拠出年金（企業型年金に限る）の承認、指導監督等 
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・確定給付企業年金の認可、承認及び指導監査等 

 

○麻薬取締部 

・麻薬等事犯の取締りに関すること 

・麻薬取扱者等に対する指導・監督に関すること 

・麻薬等中毒者対策（相談の受理を含む。）に関すること 

・薬物乱用防止普及啓発活動に関すること 

 

○社会保険審査官 

 ・年金給付等の処分決定に係る不服申立の審査請求の対応に関すること。 
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３　所在地・連絡先一覧  

平成22年6月1日現在

所属部署 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号

総務課 　０４８－７４０－０７１１（代） ０４８－６０１－１３２５

企画調整課 　０４８－７４０－０８３０ ０４８－６０１－１３３０

年金指導課 　０４８－７４０－０７１２ ０４８－６０１－１３４６

年金調整課 　０４８－７４０－０７１４ ０４８－６０１－１３４６

健康福祉課 　０４８－７４０－０７４４ ０４８－６０１－１３３２

指導養成課 　０４８－７４０－０８２３ ０４８－６０１－０５１２

医事課 　０４８－７４０－０７５４
０４８－６０１－１３３１
０４８－６０１－１３３３

食品衛生課 　０４８－７４０－０７６１ ０４８－６０１－１３３５

保険課 　０４８－７４０－０７７２ ０４８－６０１－１３３７

年金課 　０４８－７４０－０７８２ ０４８－６０１－１３３８

管理課 　０４８－７４０－０８１１ ０４８－６０１－０５１４

医療課 　０４８－７４０－０８１４ ０４８－６０１－０５１４

福祉指導課 　０４８－７４０－０７９７ ０４８－６０１－０５１３

指導監査課
〒330-0063
埼玉県さいたま市浦和区高砂１－１－１
朝日生命浦和ビル８階

　０４８－６１２－７５０８ ０４８－６１２－７５３４

特別指導第一課 　０４８－７４０－０８１６ ０４８－６０１－０５１４

特別指導第二課 　０４８－７４０－０８１７ ０４８－６０１－０５１４

社会保険審査官

〒330-0063
埼玉県さいたま市浦和区高砂１－１－１
朝日生命浦和ビル８階

　
　０４８－６１５－０２００ ０４８－６１５－０２１０

〒３３０－９７１３
埼玉県さいたま市中央区新都心１－１
さいたま新都心合同庁舎１号館７階

〒３３０－９７１３
埼玉県さいたま市中央区新都心１－１
さいたま新都心合同庁舎１号館７階
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【麻薬取締部】

所属部署 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号

〒102-8309
東京都千代田区九段南１－２－１
九段第３合同庁舎１７階
東京メトロ九段下駅徒歩３分

　０３－３５１２－８６８８（代） ０３－３５１２－８６８９

（麻薬・覚せい剤相談） 　０３－３５１２－８６９０

〒231-0003
神奈川県横浜市中区北仲通５－５７
横浜第２合同庁舎２階
みなとみらい線馬車道駅徒歩１分

　０４５－２０１－０７７０（代） ０４５－２１２－２８４０

（麻薬・覚せい剤相談） 　０４５－２０１－０７７０

【都県事務所】

所属部署 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号

茨城事務所
〒310-0061
茨城県水戸市北見町1-11
水戸地方合同庁舎４階

　０２９－２７７－１３１６　　 ０２９－２７７－１３３６

栃木事務所
〒320-0033
栃木県宇都宮市本町３－９
栃木県本町合同ビル２階

　０２８－３４１－２００９　　 ０２８－３４１－２２３３

群馬事務所
〒371-0024
群馬県前橋市表町２－２－６
前橋第一生命ビルディング７階

　０２７－８９６－０４８８　　 ０２７－８９６－０５４０

千葉事務所
〒260-0013
千葉県千葉市中央区中央３－３－８
日本生命千葉中央ビル７階

　０４３－３７９－２７１６ 　０４３－３７９－２８００  

東京事務所
〒163-1111
東京都新宿区西新宿６－２２－１
新宿スクエアタワ－11階

　０３－６６９２－５１１９ ０３－６６９８－５４４７

神奈川事務所
〒231-0015
神奈川県横浜市中区尾上町１－６
住友生命横浜関内ビル６階

　０４５－２７０－２０５３ ０４５－２７０－５２７６

新潟事務所
〒950-0088
新潟県新潟市中央区万代２－３－６
新潟東京海上日動ビルディング１階

　０２５－３６４－１８４７ ０２５－３６４－１８６２

山梨事務所
〒400-0858
山梨県甲府市相生１－４－２３
日本興和鮎川ビル５階

　０５５－２０６－０５６９ ０５５－２０６－０５７１

長野事務所
〒380-0836
長野県大字南長野南県町１０４０－１
日本生命長野県庁前ビル９階

　０２６－４７４－１００２ ０２６－４７４－１０３４

九段
第３合同庁舎

横浜分室
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４ 年表（主な行事等） 
  21 年 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

 組織全般       

 医療分野       

 医薬品･医療

機器分野 

      

 食品衛生分野       

 健康危機管理

分野 

      

 年金分野       

 福祉介護分野       

 人材養成分野       

 麻薬取締分野       

● 第３回 地方社会 
保険医療協議会 

 
業務計画の実施 

● 組織再編プロジェクト
の設置 

ビジョン策定委員会
の設置 

●

 
新型インフルエンザ対応業務 

● 特定機能病院
連絡会議 

● 第３回関東ブロック食品表示連絡会（さいたま新都心） 

● 消費生活協同
組合行政担当者
ブロック別会議

● 保健師助産師
看護師実習指導
者講習会（特定分
野） 

● 医療法人等担当
者会議 

平成 21 年厚生年
金基金財政運営
基準改正等に関
する説明会 

●

● 医師臨床研修
制度の見直しに
関する説明会 

● 平成 21 年度関
東甲信越行政生
協関係者連絡会 

 
不正大麻・けし撲滅運動 

●麻薬取締協議会 
●麻薬取締職員会議

薬物中毒対策連絡会議
再乱用防止対策会議 

●
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10 月 11 月 12 月 22 年 1 月 2 月 3 月 備 考 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 

● 第４回 地方社会 
保険医療協議会 

● 医療安全シンポジウム 
の開催（埼玉県川口市） 

● 基本理念等の決定 

● 業務改善推進計画 
の策定 

● ＰＤＣＡ研修会 組
織
再
編 

● 司法警察業務実務研修 

● 埼玉県消費者団体連絡会 
懇談会の開催（さいたま新都心）

● 食の安全性にかかる 
意見交換会（栃木県） 

● 医療安全ワークショップ 
の開催（さいたま新都心） 

● 介護療養型医療施設 
に関する緊急調査 

 
緊急支援対応円滑化
電話相談窓口の設置

 
診療報酬改定 
説明会の開催 

医療観察法地域処遇
に関する説明会 

●

健康保険組合に対する 
平成 22 年度予算編成事務
講習会・相談会 

● HACCP システムに係る講習会 
 （さいたま新都心、東京都中央区、
  海老名市）     

食品衛生検査に関する業務管理研修会 

（東京都江東区・横浜市） 

●対米及び対 EU 輸出水産食品に係
る指名食品衛生監視員講習会（さい
たま新都心） 

麻薬・覚せい剤乱用防止運動 

● 年金指導課、
年金調整課の設
置 
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５ 所掌事務にかかる参考資料・データ集（課別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

 

 

総務課関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 
 

１．国家試験 受験者数・合格率 

 

    ○国家試験受験者の推移               （単位：人数） 

 

 

全国 関東信越 

２０年 ２１年 ２２年 ２０年 ２１年 ２２年

 医師 8,535 8,428 8,447 2,935 2,827  2,902
 歯科医師 3,295 3,531  3,465 1,634 1,624  1,714
 保健師 11,055 12,049 13,048 3,099 3,682  4,238
 助産師 1,722 1,742  1,901 552 528 669
 看護師 51,313 50,906 52,883 15,131 15,330 16,314
 診療放射線技師 2,444 2,547  2,460 944 1,058 1,024
 臨床検査技師 3,997 3,701  4,060 1,773 1,602 1,832
 理学療法士 7,997 9,119  9,835 2,431 2,804 3,077
 作業療法士 5,783 6,675  6,469 1,690 2,047 2,013
 視能訓練士 683 675  685 333 352 378
 薬剤師 13,773 15,189  6,720 5,816 6,259 2,942
 管理栄養士 22,073 23,744 25,047 7,497 8,253 8,684

 

    ○職種別合格率の推移                           （単位：％） 

 

 

全国 関東信越 

２０年 ２１年 ２２年 ２０年 ２１年 ２２年

 医師 90.6 91.0 89.2 88.9 90.5 88.6
 歯科医師 68.9 67.5 69.5 68.5 64.7 67.6
 保健師 91.1 97.7 86.6 90.0 97.4 85.3
 助産師 98.1 99.9 83.1 98.9 99.8 83.1
 看護師 90.3 89.9 89.5 90.8 90.5 90.5
 診療放射線技師 73.2 74.4 80.0 71.9 74.1 79.5
 臨床検査技師 73.7 71.8 67.8 73.4 70.1 67.1
 理学療法士 86.6 90.9 92.6 86.2 89.6 91.8
 作業療法士 73.6 81.0 82.2 72.0 79.1 80.2
 視能訓練士 94.9 92.4 85.4 92.2 90.0 81.0
 薬剤師 76.1 74.4 56.4 78.8 76.0 62.2
 管理栄養士 31.6 29.0 32.2 30.0 27.5 30.3
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企画調整課関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



医科医科医科医科 80808080 43434343 56565656 185185185185 185185185185 694694694694

歯科歯科歯科歯科 45454545 27272727 32323232 151151151151 110110110110 484484484484

薬科薬科薬科薬科 88888888 52525252 51515151 176176176176 132132132132 418418418418

計計計計 213213213213 122122122122 139139139139 512512512512 427427427427 1,5961,5961,5961,596

医科医科医科医科 170170170170 183183183183 216216216216 391391391391 398398398398 1,2091,2091,2091,209

歯科歯科歯科歯科 159159159159 133133133133 109109109109 401401401401 382382382382 1,2201,2201,2201,220

薬科薬科薬科薬科 105105105105 55555555 75757575 232232232232 187187187187 656656656656

計計計計 434434434434 371371371371 400400400400 1,0241,0241,0241,024 967967967967 3,0853,0853,0853,085

医科医科医科医科 250250250250 226226226226 272272272272 576576576576 583583583583 1,9031,9031,9031,903

歯科歯科歯科歯科 204204204204 160160160160 141141141141 552552552552 492492492492 1,7041,7041,7041,704

薬科薬科薬科薬科 193193193193 107107107107 126126126126 408408408408 319319319319 1,0741,0741,0741,074

計計計計 647647647647 493493493493 539539539539 1,5361,5361,5361,536 1,3941,3941,3941,394 4,6814,6814,6814,681

医科医科医科医科 314314314314 51515151 19191919 56565656 440440440440

歯科歯科歯科歯科 235235235235 37373737 16161616 25252525 313313313313

薬科薬科薬科薬科 229229229229 59595959 33333333 52525252 373373373373

計計計計 778778778778 147147147147 68686868 133133133133 1,1261,1261,1261,126

医科医科医科医科 660660660660 221221221221 69696969 161161161161 1,1111,1111,1111,111

歯科歯科歯科歯科 603603603603 155155155155 69696969 143143143143 970970970970

薬科薬科薬科薬科 345345345345 111111111111 38383838 87878787 581581581581

計計計計 1,6081,6081,6081,608 487487487487 176176176176 391391391391 2,6622,6622,6622,662

医科医科医科医科 974974974974 272272272272 88888888 217217217217 1,5511,5511,5511,551

歯科歯科歯科歯科 838838838838 192192192192 85858585 168168168168 1,2831,2831,2831,283

薬科薬科薬科薬科 574574574574 170170170170 71717171 139139139139 954954954954

計計計計 2,3862,3862,3862,386 634634634634 244244244244 524524524524 3,7883,7883,7883,788
※※※※　　　　指定日指定日指定日指定日はははは原則原則原則原則としてとしてとしてとして、、、、部会開催日部会開催日部会開催日部会開催日のののの翌月初日翌月初日翌月初日翌月初日（（（（遡及指定遡及指定遡及指定遡及指定をををを除除除除くくくく）。）。）。）。

（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月からからからから平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年３３３３月開催分月開催分月開催分月開催分））））

１１１１．．．．関東信越地方社会保険医療協議会部会関東信越地方社会保険医療協議会部会関東信越地方社会保険医療協議会部会関東信越地方社会保険医療協議会部会ごとのごとのごとのごとの保険医療機関及保険医療機関及保険医療機関及保険医療機関及びびびび
　　　　　　　　保険薬局保険薬局保険薬局保険薬局のののの指定状況指定状況指定状況指定状況

栃木栃木栃木栃木 群馬群馬群馬群馬

新規指定新規指定新規指定新規指定

千葉千葉千葉千葉 東京東京東京東京埼玉埼玉埼玉埼玉

指定更新指定更新指定更新指定更新

合計合計合計合計

茨城茨城茨城茨城

新規指定新規指定新規指定新規指定

指定更新指定更新指定更新指定更新

合計合計合計合計

神奈川神奈川神奈川神奈川 新潟新潟新潟新潟 山梨山梨山梨山梨 長野長野長野長野 計計計計
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年金指導課関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



１．年金制度の概要

数 者数 者数

加入者数
３４８万人

加入者数
１０万人

年金制度の仕組み

職域加算
部分

確定拠出年金
（企業型）

確定給
付企業
年金

厚生年金
基金

確定拠出年金
（個人型）

国民年金
基金

加入員

加入員数
４７４万人

加入者数
６００万人

加入者数
３４８万人

３４８万人１０万人

適格退職
年金

厚生年金保険

共済
年金

部分年金

代行部分

加入員
数

６５万
人

加入員数 ３ ４４４万人

加入員数
４５１万人加入員数 ３，４４４万人

旧三共済、旧農林共済
を含む

４５１万人

国 民 年 金 （ 基 礎 年 金 ）

第２号被保
険者の被扶
養配偶者

民間サラ
リーマン

公務員等

１，０４４
万人

２，００１
万人

３，８９５
万人

自営業者等

万人 万人 万人

第３号
被保険者

第１号被保険者 第２号被保険者等

（６，９４０
万人）
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第１号被保険者 第２号被保険者 第３号被保険者

○ 20歳以上60歳未満の自営業者、
農業者、無業者等

○ 民間サラリーマン、公務員 ○ 民間サラリーマン、公務
員に扶養される配偶者

○ 保険料は定額

・ 平成21年4月現在 月14,660円

○ 保険料は報酬額に比例

（厚生年金）

○ 被保険者本人は負担を
要しない,

・ 平成17年４月から毎年280円引き
上げ、平成29年度以降16,900円（平
成16年度価格）で固定

※ 毎年度の保険料額や引上げ幅は、

物価や賃金の動向に応じて変動。

・ 平成21年9月現在 15.704％
・ 平成16年10月から毎年
0.354%引き上げ、平成29年度以
降18.30% で固定

○ 労使折半で保険料を負担

○ 配偶者の加入している
被用者年金制度（厚生年
金又は共済年金）が負担

基本データ

○ 被保険者数 （公的年金制度全体）
6,940万人（平成20年度末（共済年金は平成19年度末））

○ 受給権者数 （公的年金制度全体） 3,480万人（平成19年度末）

基本デ タ

○ 国民年金保険料 14,660円（平成21年度） ※ 平成22年度の保険料額15,100円

※ 保険料納付率：62.1%（平成20年度）
○ 厚生年金保険料率 15.704％（平成21年9月～平成22年8月）
○ 年金額 老齢基礎年金 月66,008円（平成21年度）

※ 平均額：月5.4万円（平成19年度）

老齢厚生年金 月232,592円（平成21年度、夫婦2人分の標準的な額）

※ 平均額：月16.7万円（単身、基礎年金を含む）（平成19年度）

○ 保険料収入（公的年金制度全体） 32.0兆円（平成21年度予算ベース）
○ 国庫負担額（公的年金制度全体） 10.8兆円（平成21年度予算ベース）
○ 給付費 （公的年金制度全体） 49.7兆円（平成21年度予算ベース）
○ 積立金（国民年金 厚生年金） 124兆円（平成20年度末 時価ベ ス）○ 積立金（国民年金・厚生年金） 124兆円（平成20年度末、時価ベース）
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３．日本年金機構の位置づけ

○ 政府管掌年金事業について、国（厚生労働省）が財政責任・管理
運営責任を負いつつ、一連の業務運営は日本年金機構に委任・
委託する。

○ 国（厚生労働大臣）の権限を委任された業務（資格の得喪の確認、
届出・申請の受付など）については、日本年金機構の名で機構が
実施し、国（厚生労働大臣）から事務の委託を受けた業務（裁定、
給付など）については、国（厚生労働大臣）の名で機構が実施する。

被保険者・受給者・事業主

＊保険料の徴収は、
国の歳入徴収官の名
で機構が実施。

申請・届出等
国（厚生労働大臣）
名で機構が行う

機構名で機構
が行う

資格の得喪の確認 裁定

日本年金機構
業務運営を担う

滞納処分
届出・申請の受付
厚生年金の標準
報酬額の決定

国民年金手帳の作成・
交付

年金の給付
原簿への記録

ねんきん定期便の
通知

納入の告知・督促
など

監
督

権限の
委任

事務の
委託

国（厚生労働省）
財政責任・管理運営責任を担う

など
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４．基本的な業務の流れについて

○ 機構設立後も年金事務所等における運営業務（適用・徴収・給付）に
ついては、基本的な流れは以前と変わらない。

○ ただし、機構の業務は、国（厚生労働大臣）からの委任・委託により
実施するものであることから 部の事務については 国（年金局又は実施するものであることから、一部の事務については、国（年金局又は
地方生局）の決裁や事前認可を得て行う。
（なお、国の決裁は、基本的にはシステムを活用して電子的な手続きに
より行う。）

＜基本的な業務の流れ＞

○ 国の決裁・事前認可が必要な事務
（代表的なもの）

決裁 事前認可

被保険者
受給者
事業主

決裁
（年金局）

事前認可
（厚生局）

①
適用

適用届、資格取得届等
の年金原簿への記録

事業所調査
未適用事業所への立入
検査

② 納入告知書 督促状の適
用

徴
収

給
付

申
請

届
出

②
徴収

納入告知書、督促状の
発行

滞納処分、財産調査

③
給付

年金給付の裁定、年金
支給額の決定

年金事務所等
（日本年金機構）

厚生労働省
（年金局・

地方厚生局）

決裁
・事前認可

○南関東ブロック本部
○北関東・信越ブロック本部
○８９ 年金事務所

地方厚生局）
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年金調整課関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



都県名 事務所名 職域型 地域型 都県名 事務所名 職域型 地域型
水戸南 537 111 千代田 771
水戸北 492 73 中央 675 1
土浦 427 67 港 749
下館 460 59 新宿 482
日立 419 31 杉並 155 1
宇都宮東 524 18 中野 104 1
宇都宮西 454 60 上野 409
大田原 255 17 文京 288
栃木 734 43 墨田 199 1
今市 122 22 江東 270 1
前橋 423 87 江戸川 143
桐生 252 21 品川 316
高崎 470 19 大田 341
渋川 367 31 渋谷 297
太田 369 86 目黒 100 1
浦和 535 12 世田谷 137
大宮 453 17 池袋 178
熊谷 385 23 北 143
川越 345 3 板橋 255 2
所沢 357 3 練馬 125
春日部 301 9 足立 155
越谷 258 1 荒川 76 1
秩父 151 3 葛飾 113
新潟東 1099 13 立川 149
新潟西 458 13 青梅 84
長岡 901 19 八王子 162
上越 576 14 武蔵野 245
柏崎 218 3 府中 151
三条 771 8 鶴見 421 5
新発田 519 12 港北 366 2
六日町 374 2 横浜中 542 3
長野南 723 26 横浜西 183 9
長野北 557 10 横浜南 285 12
岡谷 612 13 川崎 254 3
伊那 452 16 高津 304 2
飯田 430 15 平塚 169 13
松本 994 14 厚木 299 7
小諸 871 17 相模原 170 5

小田原 241 13
横須賀 149 8

県名 職域型 地域型 藤沢 186 6
茨城 2335 341 甲府 566 55
栃木 2089 160 竜王 558 32
群馬 1881 244 大月 348 4
埼玉 2785 71 千葉 546 25
新潟 4916 84 幕張 542 10
長野 4639 111 船橋 303 8
東京 7272 9 市川 305 3
神奈川 3569 88 松戸 385 11
山梨 1472 91 木更津 565 20
千葉 2949 85 佐原 303 8
合計 33,907 1,284

職域型
北関東信
越ブロック

18,645
南関東ブ
ロック

15,262 職域型計 33,907

地域型
北関東信
越ブロック

1,011
南関東ブ
ロック

273 地域型計 1,284

計 19,656 15,535 35,191

（日本年金機構ブロック本部別）

長野 神奈川

千葉

山梨

（各県別）

１．年金委員委嘱人数（年金事務所別）
平成２２．３．３１現在

東京

茨城

栃木

群馬

埼玉

新潟
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学特事務法人指定校 指定年月日

東 京 都 町 田 市 学校法人　明泉学園　鶴川女子短期大学 H20.6.18

清 瀬 市 学校法人　日本社会事業大学 H21.4.21

千 葉 県 成 田 市 学校法人　日栄学園 H20.6.23

千 葉 市 学校法人　大乗淑徳学園 H20.10.15

山 梨 県 甲 府 市 学校法人　看護学校 H20.4.1

甲 府 市 学校法人　山梨英和学院 H20.7.1

埼 玉 県 深 谷 市 埼玉工業大学 H20.5.30

熊 谷 市 学校法人 郷学舎 アルスコンピュター専門学校 H20.7.7

茨 城 県 つくば市 学校法人 つくば文化学園 つくば国際ペット専門学校 H20.5.20

神 栖 市 社会福祉法人 白十字会 白十字看護専門学校 H20.8.14

栃 木 県 宇都宮市 学校法人　三友学園 H21.10.27

長 野 県 佐 久 市 学校法人　佐久学園 H20.6.2

塩 尻 市 学校法人　松本歯科大学 H20.9.9

新 潟 県 柏 崎 市 学校法人　新潟工科大学 H21.7.7

                                                 指定校　　１４校

学特事務法人指定校 指定年月日

千 葉 県 旭　　市 旭中央病院付属看護専門学校 H20.5.7

香 取 市 国保小見川総合病院付属　看護専門学校 H20.6.23

東 金 市 千葉県農業大学校 H20.12.1

山 梨 県 甲 府 市 山梨県立大学 H20.4.7

大 月 市 大月短期大学 H20.4.7

茨 城 県 水 戸 市 茨城県立産業技術短期大学校 H20.5.13

稲敷郡阿見町 茨城県立医療大学 H20.5.28

長 野 県 長 野 市 長野県農業大学校 H20.4.22

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 指定校　　　８校

平成２２年３月３１日 現在

所　在　地

所　在　地

平成２２年３月３１日 現在

２．学生納付特例事務法人指定校一覧表

３．学生納付特例事務取扱教育施設一覧表
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指導養成課関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



区　　分 茨 城 県 栃 木 県 群 馬 県 埼 玉 県 千 葉 県 東 京 都 神奈川県 新 潟 県 山 梨 県 長 野 県 合　　計

栄養士 3 3 3 6 4 29 5 2 1 3 59

管理栄養
士

3 0 2 4 3 16 4 4 0 1 37

調理師 3 6 5 11 8 26 6 8 1 3 77

理容師 4 1 2 3 3 8 4 1 0 1 27

　美容師 5 8 3 5 5 32 10 5 1 3 77

製菓衛生
師

2 3 1 1 1 7 1 4 0 2 22

食品衛生
管理者

2 2 3 4 3 18 7 2 1 2 44

指定保育
士

6 7 14 19 17 62 18 9 5 9 166

社会福祉
士

 －  － 2 1 1 10 3 2  －  － 19

介護福祉
士

9 9 10 13 14 37 13 12 4 11 132

福祉系高
校

7 3 2 4 1 4 2 2 1 2 28

社会福祉
主事

1 2 1 1 3 5 5 2  －  － 20

精神保健
福祉士

 －  －  －  － 1 9 1 2  －  － 13

児童福祉
司

 －  －  － 2  － 1  －  －  －  － 3

児童福祉
施設職員

 －  －  － 2  － 2  －  －  －  － 4

知的障害
者福祉司

 －  －  － 1  －  －  －  －  －  － 1

保健師・助
産師・看護
師

13 10 13 31 25 44 23 14 4 11 188

救急救命
士

1 1 1 1 1 5 4 1  － 1 16

診療放射
線技師

 －  －  －  －  － 5 1  －  －  － 6

臨床検査
技師

 － 1  － 2  － 6 1 1  －  － 11

理学療法
士

2 1 4 5 7 13 2 3 1 2 40

作業療法
士

1 1 4 2 5 11 3 2 1 1 31

視能訓練
士

 －  －  － 2  － 2  － 1  －  － 5

臨床工学
技士

 － 1 1  －  － 6 1 2  －  － 11

義肢装具
士

 －  －  － 2  － 1  －  －  －  － 3

言語聴覚
士

1  － 1 1  － 6 1 1  － 1 12

あん摩マッ
サージ指圧師  －  －  － 1  － 2  －  －  －  － 3

あん摩・はり
師・きゅう師  － 1  － 2  － 7 3  －  －  － 13

はり師・
きゅう師

 －  － 1 4 1 16 4 2  － 1 29

柔道整復
師

 －  － 2 4  － 21 3 1  － 2 33

歯科衛生
士

3 2 4 4 1 13 4  － 1 4 36

歯科技工
士

1 1  － 1  － 4 2  －  －  － 9

計 67 63 79 139 104 428 131 83 21 60 1175

　　

（平成21年4月1日現在）

１１１１．．．．都県別養成施設都県別養成施設都県別養成施設都県別養成施設（（（（所所所所））））学校数学校数学校数学校数
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No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 茨城県 （学）晃陽学園  
昼間
２年 40

2 新潟県 （学）悠久崇徳学園
昼間
３年 80

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 神奈川県 （学）幾徳学園
昼間
４年 80

2 神奈川県 （学）文教大学学園  
昼間
４年 100

3 山梨県 （学）山梨学院  
昼間
４年 40

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 （学）滋慶学園
昼間
2年 72

昼間
2年 40

昼間
1年 80

 

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 （学）ミスパリ学園
昼間
2年 40

昼間
2年 40

通信
3年 40

昼間
2年 30

通信
3年 30

昼間
2年 240

（学）窪田学園 窪田理容美容専門学校
夜間
3年 80

通信
3年 160

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 埼玉県 （学）埼玉福祉学園 埼玉ベルエポック製菓専門学校専門課程パティシエ科
昼間
2年 72

2 東京都 （学）滋慶学園 東京ベルエポック製菓調理専門学校製菓衛生師通信課程
通信
１年 108

3 山梨県 （学）山梨学院 山梨学院短期大学食物栄養科フードクリエイトコース
昼間
2年 30

悠久山栄養調理専門学校衛生専門課程　栄養士科

神奈川工科大学応用バイオ科学部栄養生命科学科

悠久山栄養調理専門学校

ミスパリビューティ専門学校

長岡美容専門学校

２．平成２１年度に指定した養成施設(所)一覧

新潟県2

○　美容師養成施設

養成施設（所）名

3  神奈川県 （学）彩煌学園 湘南医療福祉専門学校

2

○　栄養士養成施設

養成施設（所）名

         （平成２２年４月開設分）

養成施設（所）名

東京ベルエポック製菓調理専門学校

養成施設（所）名

（学）悠久崇徳学園

○　調理師養成施設

文教大学健康栄養学部管理栄養学科

山梨学院大学健康栄養学部管理栄養学科

つくば栄養調理製菓専門学校栄養士学科

新潟県 （学）悠久崇徳学園

東京都4

○　製菓衛生師養成施設

養成施設（所）名

美容科

○　管理栄養士養成施設
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No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 （学）明治薬科大学
昼間
４年 60

2 東京都 （学）駒澤学園
昼間
４年 80

3 神奈川県 （学）文教学園大学
昼間
４年 100

4 千葉県 （学）加計学園
昼間
４年 80

5 千葉県 （学）加計学園
昼間
４年 50

6 山梨県 （学）帝京科学大学
昼間
４年 30

7 東京都 （学）帝京科学大学
昼間
４年 30

 

No. 都県市 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 (学)和光学園  
昼間
４年 30

2 東京都 (学)帝京科学大学
昼間
４年 100

3
神奈川県
(横浜市) (学)東洋英和女学院

昼間
４年 100

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 (学)大原学園  
夜間
２年 40

2 東京都 (学)大原学園
通信

1年7月 200

3 東京都 (学)モード学園  
昼間
１年 40

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 (学)白梅学園  
昼間
４年 40

2 東京都 (学)貞静学園  
昼間
１年 50

3 東京都 (学)滋慶学園  
昼間
２年 60

4 神奈川県 (学)クラーク学園  
昼間
１年 20

5 新潟県 (学)悠久崇徳学園  
昼間
２年 50

6 山梨県 (学)伊藤学園  
昼間
２年 40

※　上記５の長岡看護福祉専門学校及び上記６の優和福祉専門学校は、設置者の変更に伴う指定。

東洋英和女学院大学人間科学部保育子ども学科

長岡看護福祉専門学校介護福祉学科

優和福祉専門学校介護福祉科

首都医校社会福祉学科(昼間部)

白梅学園大学子ども学部家族・地域支援学科

貞静学園短期大学専攻科介護福祉専攻

和光大学現代人間学部心理教育学科保育専修

千葉科学大学危機管理学部医療危機管理学科食品衛生管理者養成講
座

千葉科学大学薬学部生命薬科学科食品衛生管理者養成講座

帝京科学大学生命環境学部生命科学科（生命コース）
「食品衛生監視員課程」

帝京科学大学生命環境学部生命科学科（生命・健康コース）
「食品衛生管理者、食品衛生監視員課程」

明治薬科大学薬学部生命創薬科学科

駒沢女子大学人間健康学部健康栄養学科

養成施設（所）名

○　社会福祉士養成施設

○　指定保育士養成施設

帝京科学大学こども学部児童教育学科幼稚園・保育士コース

大原医療秘書福祉専門学校社会福祉学科

大原医療秘書福祉専門学校社会福祉士養成通信課
程

東京福祉専門学校介護福祉実践科

和泉短期大学専攻科介護福祉専攻

養成施設（所）名

養成施設（所）名

○　介護福祉士養成施設等

養成施設（所）名

○　食品衛生管理者及び食品衛生監視員養成施設

文教大学健康栄養学部管理栄養学科食品衛生プログラム

145



No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 新潟県 (学)北陸学園  
昼間
２年 40

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 (学)秋葉学園
通信

1年7月 65

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 千葉県 (学）鉄蕉館 亀田医療技術専門学校
全日制
１年 20

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 茨城県 (学)志村学園 茨城北西看護専門学校
全日制
３年 30

2 千葉県 (学)鉄蕉館 亀田医療技術専門学校
全日制
３年 80

3 新潟県 (学)悠久崇徳学園 長岡看護福祉専門学校
全日制
３年 40

4 新潟県 (学)悠久崇徳学園 上越看護専門学校
全日制
３年 40

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 茨城県 (学)晃陽学園
昼間
２年 40

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 (学)滋慶学園 東京医薬専門学校
昼間
１年 30

No. 都県 設置者
入学
定員

29

29

2 新潟県 (学)北都健勝学園 新潟看護医療専門学校 30

北陸福祉保育専門学院介護福祉学科

東京豊島医療福祉専門学校社会福祉学科精神保健福祉士通信コース

つくば栄養調理製菓専門学校

○　社会福祉主事養成機関

養成施設（所）名

○　助産師養成所

○　看護師養成所

養成施設（所）名

養成施設（所）名

○　はり師・きゅう師養成施設

養成施設（所）名 課程

昼間３年
（午前）

昼間３年
（午後）

昼間３年

中野健康医療専門学校1

○　精神保健福祉士養成施設

○　救急救命士養成所

養成施設（所）名

○　視能訓練士養成所

養成施設（所）名

養成施設（所）名

東京都 (学)嘉榮学園
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No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 (学)常陽学園 東京医療福祉専門学校
昼間
３年 30

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 栃木県 (学)産業教育事業団
昼間
３年 40

2 東京都 （医社）親光会
夜間
３年 40

3 東京都 （医社）友和会
夜間
３年 80

4 東京都 (学)田島学園
夜間
３年 46

No. 都県 設置者 課程
入学
定員

1 東京都 (学)歯研会学園 新東京歯科技工士学校
夜間
３年 35

小山歯科衛生士専門学校

早稲田医学院歯科衛生士専門学校

太陽歯科衛生士専門学校

東京医学技術専門学校

養成施設（所）名

○　歯科技工士養成所

○　柔道整復師養成施設

養成施設（所）名

○　歯科衛生士養成所

養成施設（所）名
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No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 県立新潟女子短期大学生活科学科食物栄養専攻 新潟県 新潟市東区海老ヶ瀬４７１ H22.3.31

 （学）長岡総合学園 H22.3.31

 （学）崇徳医療福祉学園 H22.3.31

3 日本医療科学衛生福祉専門学校 　 （学）村上学園 埼玉県越谷市七左町一丁目314番地1 H22.3.31

4 香川栄養専門学校調理専門課程栄養士科  （学）香川栄養学園 東京都豊島区駒込3-24-3 H22.3.31

5 千葉県立衛生短期大学栄養学科 千葉県 千葉市美浜区若葉2-10-1 H22.3.31

6 つくば国際短期大学人間生活学科健康栄養専攻  （学）霞ヶ浦学園 土浦市真鍋6-7-10 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 悠久山栄養調理専門学校  （学）悠久崇徳学園 新潟県長岡市中沢4-403-1 H22.3.31

2 ワタナベ学園調理師専門学校  （学）ワタナベ学園 埼玉県越谷市赤山町3-142 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 横浜理容美容専門学校  （学）神奈川理容美容学園 神奈川県横浜市港北区樽町2-6-11 H22.3.31

2 長岡美容専門学校  （学）長岡総合学園 新潟県長岡市中沢4-403-1 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 群馬県 群馬県前橋市光が丘町31-1 H22.3.31

2 (学)純真学園 埼玉県羽生市大字下岩瀬430 H22.3.31

3 (学)ワタナベ学園 埼玉県越谷市東越谷3-10-2 H22.3.31

4 (学)昭和女子大学 東京都世田谷区太子堂1-7 H22.3.31

5 (学)宝仙学園 東京都中野区中央2-33-26 H22.3.31

6 (学)貞静学園 東京都文京区小日向1-26-13 H22.3.31

7 (学)三浦学園 東京都品川区豊町2-16-12 H22.3.31

8 (学)五島育英会 東京都世田谷区等々力8-9-18 H22.3.31

9 公立大学法人新潟県立大学 新潟県新潟市東区海老ヶ瀬471 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 (学)江戸川学園 千葉県流山市駒木474 H22.3.31

　　　　 　　　　

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 (学)霞ヶ浦学園 茨城県土浦市真鍋6-7-10 H22.3.31

2 (学)足利工業大学 栃木県足利市本城3-2120 H22.3.31

3 (学)斉藤学院 埼玉県桶川市上日出谷1129-8 H22.3.31

4 (学)東京聖徳学園 千葉県松戸市岩瀬字向山550 H22.3.31

5 (学)帝京大学 東京都板橋区加賀2-11-1 H22.3.31

6 (財)東京基督教女子青年会 東京都千代田区神田駿河台1-8 H22.3.31

7 (医)親光会 東京都新宿区西早稲田2-4-7 H22.3.31

8 (学)三幸学園 東京都文京区本郷3-23-16 H22.3.31

9 (学)川口学園 東京都豊島区高田3-11-17 H22.3.31

10 (学)貞静学園 東京都文京区小日向1-26-13 H22.3.31

11 (学)新渡戸文化学園 東京都中野区本町6-38-1 H22.3.31

12 (学)クラーク学園 神奈川県相模原市大野台3-11-1 H22.3.31

13 (学)湘南ふれあい学園 神奈川県茅ヶ崎市今宿390 H22.3.31

14 (学)崇徳医療福祉学園 新潟県長岡市上富岡町字松山1961-21 H22.3.31

15 (学)優和学院 山梨県中巨摩郡昭和町築地新居374-1 H22.3.31

江戸川大学総合福祉専門学校 社会福祉士養成科

群馬県立保育大学校 保育学科

埼玉純真短期大学 乳幼児保育学科第２部

越谷保育専門学校 保育士養成学科

昭和女子大学短期大学部 子ども教育学科・専攻科保育学専攻

宝仙学園短期大学 保育学科

つくば国際短期大学 人間生活学科人間福祉専攻

足利短期大学 専攻科福祉専攻

長岡看護福祉専門学校 介護福祉学科

優和福祉専門学校 介護福祉科

貞静学園保育福祉専門学校 介護福祉専攻科

東京文化短期大学 生活学科生活福祉専攻

和泉短期大学 介護福祉科

茅ヶ崎看護福祉専門学校 介護福祉学科

養成施設（所）名

養成施設（所）名

平成福祉教育専門学校 介護福祉学科

聖徳大学短期大学部 介護福祉学科第一部

帝京大学福祉・保育専門学校 介護福祉士養成科

東京ＹＷＣＡ専門学校 社会福祉科ケアワークコース

早稲田福祉専門学院 介護福祉士科

東京医療秘書福祉専門学校 介護福祉科夜間部

早稲田速記医療福祉専門学校 介護福祉科夜間部

○  ○  ○  ○  介護福祉士養成施設介護福祉士養成施設介護福祉士養成施設介護福祉士養成施設

○  ○  ○  ○  栄養士養成施設栄養士養成施設栄養士養成施設栄養士養成施設

養成施設（所）名

悠久山栄養調理専門学校2
新潟県長岡市中沢4丁目403番
地1

○  ○  ○  ○  調理師養成施設調理師養成施設調理師養成施設調理師養成施設

養成施設（所）名

○  ○  ○  ○  美容師養成施設美容師養成施設美容師養成施設美容師養成施設

養成施設（所）名

３３３３．．．．平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度にににに廃止廃止廃止廃止したしたしたした養成施設養成施設養成施設養成施設((((所所所所))))一覧一覧一覧一覧

○  ○  ○  ○  指定保育士養成施設指定保育士養成施設指定保育士養成施設指定保育士養成施設

○  ○  ○  ○  社会福祉士養成施設社会福祉士養成施設社会福祉士養成施設社会福祉士養成施設

養成施設（所）名

貞静学園保育福祉専門学校 保育学科

日本音楽学校 幼児教育科保育士・幼稚園教員コース

東横学園女子短期大学 保育学科

県立新潟女子短期大学 生活科学科生活福祉専攻
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No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 (財)東京基督教女子青年会 東京都千代田区神田駿河台1-8-11 H22.3.31

2 (学)敬心学園 東京都豊島区高田3-6-15 H22.3.31

3 (財)横浜キリスト教青年会 神奈川県厚木市中町4-16-19 H22.3.31

4 (学)国際学園 神奈川県横浜市青葉区さつきが丘8-80 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 (学)東京国際学園 東京都新宿区新宿1-11-7 H22.3.31
2 (学)秋葉学園 東京都豊島区南池袋2-8-9 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （医）桃季会 宇都宮市細谷町659-5 H22.3.31

2 (社）安房医師会 千葉県館山市湊489 H22.3.31

3 （医）鉄蕉会 千葉県鴨川市1343-2 H22.3.31

4 （医）鉄蕉会 千葉県鴨川市1343-2 H22.3.31

5 (学）慈恵大学 葛飾区青戸7-31-23 H22.3.31

6 (学）崇徳医療福祉学園 新潟県長岡市上富岡町字松山1961-21 H22.3.31

7 (学）崇徳医療福祉学園 新潟県上越市大潟区犀潟517-1 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）冲永学園 東京都渋谷区本町6-34-18 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）帝京平成大学
千葉県千葉市美浜区中瀬1-3幕
張テクノガーデンＥ

H22.3.31

2 （学）帝京科学大学 山梨県山梨市上神内川1150-1 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）帝京平成大学
千葉県千葉市美浜区中瀬1-3幕
張テクノガーデンＥ

H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （社福）全国ベーチェット協会 埼玉県熊谷市板井1696 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）川口学園 東京都豊島区高田3-11-17 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）冲永学園 東京都渋谷区本町6-31-1 H22.3.31
2 （学）冲永学園 東京都渋谷区本町6-31-1 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （学）村上学園 埼玉県越谷市七左町3-117-3 H22.3.31

No. 設　　置　　者 所　　　在　　　地 廃止年月日

1 （医社）豊仁会 東京都品川区西五反田5-1-10 H22.3.31

養成施設（所）名

養成施設（所）名

帝京医学技術専門学校　柔道整復学科　昼間

帝京医学技術専門学校　柔道整復学科　夜間

○  ○  ○  ○  歯科衛生士養成所歯科衛生士養成所歯科衛生士養成所歯科衛生士養成所

日本医科学衛生福祉専門学校　歯科衛生士科　昼間

○  ○  ○  ○  歯科技工士養成所歯科技工士養成所歯科技工士養成所歯科技工士養成所

養成施設（所）名

東京歯科技工専門学校　歯科技工学科　昼間

○  ○  ○  ○  はりはりはりはり師師師師・・・・きゅうきゅうきゅうきゅう師養成施設師養成施設師養成施設師養成施設

養成施設（所）名

早稲田速記医療福祉専門学校 鍼灸医療科　夜間

○  ○  ○  ○  柔道整復師養成施設柔道整復師養成施設柔道整復師養成施設柔道整復師養成施設

帝京平成大学専門学校 作業療法学科　昼間

○  ○  ○  ○  あんあんあんあん摩摩摩摩マッサージマッサージマッサージマッサージ指圧師養成施設指圧師養成施設指圧師養成施設指圧師養成施設

養成施設（所）名

江南マッサージ師養成所 マッサージ科　昼間

帝京平成大学専門学校 理学療法学科　昼間

帝京医療福祉専門学校 理学療法科　昼間

○  ○  ○  ○  作業療法士養成施設作業療法士養成施設作業療法士養成施設作業療法士養成施設

養成施設（所）名

養成施設（所）名

○  ○  ○  ○  臨床検査技師養成所臨床検査技師養成所臨床検査技師養成所臨床検査技師養成所

養成施設（所）名

亀田医療技術専門学校（看護学科）

慈恵青戸看護専門学校

長岡看護福祉専門学校

上越看護専門学校

安房看護専門学校

亀田医療技術専門学校（助産学科）

帝京医学技術専門学校  臨床検査学科　昼間

○  ○  ○  ○  理学療法士養成施設理学療法士養成施設理学療法士養成施設理学療法士養成施設

養成施設（所）名

宇都宮高等看護専門学校

○  ○  ○  ○  保健師養成所保健師養成所保健師養成所保健師養成所、、、、助産師養成所助産師養成所助産師養成所助産師養成所、、、、看護師養成所看護師養成所看護師養成所看護師養成所

○  ○  ○  ○  社会福祉主事養成機関社会福祉主事養成機関社会福祉主事養成機関社会福祉主事養成機関

○  ○  ○  ○  精神保健福祉士養成施設精神保健福祉士養成施設精神保健福祉士養成施設精神保健福祉士養成施設

東京豊島医療福祉専門学校 社会福祉学科精神保健福祉士養成コース

東京国際福祉専門学校 精神保健福祉研究科

東京ＹＷＣＡ専門学校 社会福祉科ケアワークコース

日本福祉教育専門学校 社会福祉総合学科

ＹＭＣＡ健康福祉専門学校 健康福祉科

養成施設（所）名

横浜国際福祉専門学校 社会福祉学科Ⅰ部

養成施設（所）名
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日程 プログラム
　9：00～ 受付

9：30～9：40 オリエンテーション

9：40～9：50 開講式  関東信越厚生局長

9：50～10：50 我が国の医療安全対策の動向 金居 久美子 氏

10：50～11：00 休憩

11：00～12：00 医療事故情報収集等事業について 後 信 氏

12：00～13：00 休憩

いろいろな医療安全管理者のかたち

医療安全支援センターの機能と役割

15：00～15：10 休憩

15：10～17：00 真実説明・謝罪の実践-医療安全対策の根幹－ 内野　直樹 氏 （全国社会保険協会連合会　社会保険相模野病院　病院長）

日程 プログラム
　9：30～ 開場

10：00～12：00
危険予知トレーニング（ＫＹT）の基礎知識と演
習（講義、演習、グループワーク、発表）

杉山 良子 氏

12：00～13：00 昼食

13：00～17：00
（途中休憩10

分有）

危険予知トレーニング（ＫＹT）の基礎知識と演
習（講義、演習、グループワーク、発表）

杉山 良子 氏

日程 プログラム
　9：30～ 開場

岡本 初美 氏

柴野 順子 氏

12：00～13：00 昼食

岡本 初美 氏

柴野 順子 氏

日程 プログラム
　9：30～ 開場

12：00～13：00 昼食

日程 プログラム
　9：30～ 開場

10：00～12：00 医療事故発生時の対応と訓練 水元 明裕 氏　

12：00～13：00 休憩

15：00～15：10 休憩

15：10～17：00
医療過誤被害者遺族の立場から医療者に望む
こと～医療過誤事件の経過報告と提言～

永井 裕之 氏

17：00～17：10 閉講式    関東信越厚生局長

第第第第２２２２日日日日　　　　11111111月月月月10101010日日日日（（（（火火火火））））
担当講師

（関東信越厚生局）

第第第第１１１１日日日日　　　　11111111月月月月9999日日日日（（（（月月月月））））
担当講師

(厚生労働省関東信越厚生局 医療安全対策専門官)

（(財)日本医療機能評価機構 医療事故防止事業部　部長
産科医療補償制度運営部　技監）

13：00～15：00 髙橋　知子 氏

（東京海上日動メディカルサービス株式会社
メディカルリスクマネジメント室　主任研究員）

（東京大学大学院医学系研究科
医療安全管理学講座 特任研究員）

担当講師

10：00～12：00
ＲＣＡ 根本原因分析（講義、演習、グループ
ワーク、発表）

(栃木県立がんセンター 医療安全管理室）

(武蔵野赤十字病院医療安全推進室専従リスクマネージャー）

(武蔵野赤十字病院医療安全推進室専従リスクマネージャー）

第第第第３３３３日日日日　　　　11111111月月月月11111111日日日日（（（（水水水水））））

担当講師

10：00～12：00 医療安全管理者の役割と業務の実際（総論） 杉山 良子 氏 (武蔵野赤十字病院医療安全推進室専従リスクマネージャー）

(「医療の良心を守る市民の会」代表）
（「患者の視点で医療安全を考える連絡協議会」代表

13：00～17：00
（途中休憩10

分有）

リスクマネージメント活動におけるグループワー
ク

杉山 良子 氏 (武蔵野赤十字病院医療安全推進室専従リスクマネージャー）

第第第第５５５５日日日日　　　　11111111月月月月13131313日日日日（（（（金金金金））））
担当講師

１１１１．．．．平成平成平成平成21212121年度医療安全年度医療安全年度医療安全年度医療安全にににに関関関関するするするするワークショッププログラムワークショッププログラムワークショッププログラムワークショッププログラム

(東海大学医学部付属病院 看護師長）

13：00～15：00 医師の医療安全研修 橋本 徹 氏
（(財)倉敷中央病院　医療安全管理室　主任室員・呼吸器内科
部長）

13：00～17：00
（途中休憩10

分有）

ＲＣＡ 根本原因分析分析（講義、演習、グルー
プワーク、発表）

(栃木県立がんセンター 医療安全管理室）

第第第第４４４４日日日日　　　　11111111月月月月12121212日日日日（（（（木木木木））））
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都道府県 開設者 名称 所在地 病床数 電話番号

群馬県 群馬県病院管理者 群馬県立精神医療センター 群馬県伊勢崎市国定町２－２３７４ 6 0270-62-3311

千葉県 独立行政法人国立病院機構 独立行政法人国立病院機構下総精神医療センター 千葉県千葉市緑区辺田町５７８ 33 043-291-1221

東京都 厚生労働省 国立精神・神経センター病院 東京都小平市小川東町４－１－１ 33 042-341-2711

東京都 東京都知事 東京都立松沢病院 東京都世田谷区上北沢２－１－１ 33 03-3303-7211

神奈川県 独立行政法人国立病院機構 独立行政法人国立病院機構久里浜アルコール症センター 神奈川県横須賀市野比５－３－１ 50 0468-48-1550

神奈川県 地方独立行政法人神奈川県立病院機構 神奈川県立精神医療センター芹香病院 神奈川県横浜市港南区芹が谷２－５－１ 2 045-822-0241

新潟県 独立行政法人国立病院機構 独立行政法人国立病院機構さいがた病院 新潟県上越市大潟区犀潟４６８－１ 33 025-534-3131

長野県 独立行政法人国立病院機構 独立行政法人国立病院機構小諸高原病院 長野県小諸市甲４５９８ 17 0267-22-0870

長野県 地方独立行政法人長野県立病院機構 長野県立駒ヶ根病院 長野県駒ヶ根市下平２９０１ 1 0265-83-3181

２２２２．．．．医療観察法医療観察法医療観察法医療観察法　　　　指定入院医療機関一覧指定入院医療機関一覧指定入院医療機関一覧指定入院医療機関一覧（（（（９９９９施設施設施設施設））））

平成２２年３月３１日現在
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平成平成平成平成２１２１２１２１年度実績年度実績年度実績年度実績

（単位：件）

事　　　　　　　項 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

３３３３．．．．医薬品医薬品医薬品医薬品・・・・医療機器製造業医療機器製造業医療機器製造業医療機器製造業のののの許可等許可等許可等許可等 8888 9999 18181818 9999 10101010 7777 1111 22222222 8888 8888 5555 16161616 121121121121

  ①許可・承認事務処理 6 0 0 0 1 7 1 3 5 2 3 4 32

  ②届出事務処理 2 9 18 9 9 0 0 19 3 6 2 12 89

  ③その他（行政処分等） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事　　　　　　　項 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

４４４４．．．．毒劇物営業者毒劇物営業者毒劇物営業者毒劇物営業者のののの登録等業務登録等業務登録等業務登録等業務 128128128128 85858585 108108108108 108108108108 122122122122 102102102102 98989898 71717171 76767676 88888888 58585858 106106106106 1,1501,1501,1501,150

（（（（１１１１））））登録等業務登録等業務登録等業務登録等業務 128128128128 85858585 108108108108 108108108108 122122122122 102102102102 98989898 71717171 76767676 88888888 58585858 106106106106 1,1501,1501,1501,150

　①新規登録 9 6 11 8 12 7 11 2 7 7 5 9 94

　②登録更新 14 15 11 8 14 8 14 6 11 12 5 16 134

　③登録変更 36 17 38 33 50 38 27 35 22 40 22 33 391

　④書換え交付 7 6 2 2 4 1 2 3 2 1 1 1 32

　⑤再交付 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　⑥取扱責任者設置届 10 6 11 8 12 7 11 2 7 6 6 9 95

　⑦取扱責任者変更届 11 13 12 14 6 12 10 4 9 6 6 8 111

　⑧品目廃止届 3 4 3 7 4 6 4 3 4 2 0 7 47

　⑨設備変更届 17 7 10 16 9 11 12 9 8 6 6 14 125

　⑩その他の変更届 11 5 3 3 5 4 3 4 4 2 2 1 47

　⑪廃止届 10 6 7 9 6 8 4 3 2 6 5 8 74

　⑫その他（行政処分等） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（（（（２２２２））））登録取消等業務登録取消等業務登録取消等業務登録取消等業務 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000

　①登録の取消等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　②毒物劇物取扱責任者の変更命令 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（（（（３３３３））））指導監督業務指導監督業務指導監督業務指導監督業務 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000 0000

事　　　　　　　項 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

５５５５．．．．薬事監視業務薬事監視業務薬事監視業務薬事監視業務 2,6492,6492,6492,649 2,5122,5122,5122,512 3,1213,1213,1213,121 3,2513,2513,2513,251 2,5962,5962,5962,596 2,6902,6902,6902,690 3,0143,0143,0143,014 2,8932,8932,8932,893 3,0673,0673,0673,067 2,5202,5202,5202,520 2,6862,6862,6862,686 3,1103,1103,1103,110 34,10934,10934,10934,109

　（１）輸入監視業務(薬監証明発給) 2,649 2,512 3,121 3,251 2,596 2,690 3,014 2,893 3,067 2,520 2,686 3,110 34,109

事　　　　　　　項 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

６６６６．．．．医薬品等医薬品等医薬品等医薬品等のののの輸入届業務輸入届業務輸入届業務輸入届業務 2,3982,3982,3982,398 1,6451,6451,6451,645 2,0252,0252,0252,025 2,1722,1722,1722,172 2,0992,0992,0992,099 1,5981,5981,5981,598 2,2072,2072,2072,207 1,9061,9061,9061,906 1,6021,6021,6021,602 1,9751,9751,9751,975 1,9471,9471,9471,947 3,2153,2153,2153,215 24,78924,78924,78924,789

　（１）医薬品等輸入届の確認 2,398 1,645 2,025 2,172 2,099 1,598 2,207 1,906 1,602 1,975 1,947 3,215 24,789

　　　（医薬品） 69 120 49 121 65 55 203 130 190 62 146 318 1,528

　　　（医療機器） 658 623 1,067 730 1,158 714 912 765 845 991 968 1,777 11,208

　　　（医薬部外品） 57 14 15 187 22 9 27 22 2 4 4 49 412

　　　（化粧品） 1,614 888 894 1,134 854 820 1,065 989 565 918 829 1,071 11,641
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減　少

平成17年度末 857 △ 23 4 0 2 18 11 0

平成18年度末 850 △ 7 1 3 3 3 11 0

平成19年度末 846 △ 4 4 0 5 2 11 0

平成20年度末 835 △ 11 1 0 0 6 6 0

平成21年度末 824 △ 11 3 0 0 9 3 2

13 3 10 38 42 2

茨城県 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

山梨県

長野県

計

1

0

10

設　立　形　態　別

2

1

7

144

連合

0

転入 解散

　　　　　　　　○ ○ ○ ○ 所在地別等所在地別等所在地別等所在地別等のののの健康保険組合数健康保険組合数健康保険組合数健康保険組合数((((平成平成平成平成21212121年度末年度末年度末年度末))))

3

合併 転出

増減の内訳

増　加

総合

0

2

3

0

1

1

7

0

0

9

90

24

670

502

824

59

22 15

15

5 3

17

77

9

599

計

18

9

8

6

14

分割新設

組合数年　　度
対前年
度増減

　　　　１１１１．．．．健康保険組合健康保険組合健康保険組合健康保険組合のののの状況状況状況状況

34

34

24

16

所在地 組合数
単独

11

　　　　　　　　○○○○健康保険組合数健康保険組合数健康保険組合数健康保険組合数
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　１．厚生年金基金の状況

規約型 基金型

平成16年度末 449 △ 260 1 0 0 1 40 220 37 183 0

平成17年度末 362 △ 87 0 0 0 0 14 73 9 64 0

平成18年度末 350 △ 12 0 1 0 1 2 10 0 10 0

平成19年度末 329 △ 21 0 0 0 1 5 15 0 15 0

平成20年度末 323 △ 6 0 0 0 1 2 3 0 3 0

平成21年度末 319 △ 4 0 0 0 0 2 2 0 2 0

1 1 0 4 65 323 46 277 0

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

山梨県

長野県

計

　２．代行返上の状況 　　　　　　

  （１）将来返上の認可状況   （２）過去返上の認可状況

年  度 件数

平成15年度 159

平成16年度 32

平成17年度 14

平成18年度 10

平成19年度 4

平成20年度 4

平成21年度 2

計 225

0

0

0

12

3

15

1

6

7

平成19年度

平成20年度 3

平成21年度 1

※平成14年度含むと累計４３３件

件数年  度

25 44

15

10

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

83

220

73

計 405

10

0 1

0 1 5

1 0 14

1 1

250

10

7

21 38

6

230

23

171

20

319

1 2

10 0

2

  （１）厚生年金基金数

基金数年　　度
対前年
度増減

増　加
確定給付企業年金へ

減　少

合併 解散分割新設 転出

増減の内訳

転入

計

所在地 基金数
設　立　形　態　別

単独 連合 総合

  （２）所在地別等の厚生年金基金数(平成21年度末)

6

0

1

06 6
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３．確定拠出年金の状況

増　　加
転入等 終了等 転出

（累計）

平成14年度以前分 232 (232) 2 32 0 202

平成15年度 272 (504) 2 21 3 452

平成16年度 284 (788) 2 19 2 717

平成17年度 259 (1,047) 4 10 1 969

平成18年度 247 (1,294) 4 9 1 1210  

平成19年度 231 (1,525) 1 6 1 1435

平成20年度 201 (1,726) 1 2 0 1635

平成21年度 160 (1,886) 0 0 1 1794

計 1886 - 16 99 9 -

４．確定給付企業年金の状況

　（１）確定給付企業年金（規約型）

増　　加
転入等 終了等 転出

（累計）

平成14年度 10 (10) 1 3 0 8

平成15年度 73 (83) 1 10 2 70

平成16年度 167 (250) 6 17 3 223

平成17年度 180 (430) 3 14 1 391

平成18年度 235 (665) 0 11 2 613

平成19年度 519 (1,184) 0 15 1 1116

平成20年度 843 (2,027) 0 8 0 1951

平成21年度 1046 (3,073) 0 0 0 2997

計 3073 - 11 78 9 -

　（２）確定給付企業年金（基金型）

増加
厚生年金基金

から移行
新　規 転入等 解散等 転出

（累計）

平成14年度 1 (1) 0 1 0 0 0 1

平成15年度 62 (63) 61 1 0 0 0 63

平成16年度 191 (254) 184 7 0 2 0 252

平成17年度 63 (317) 60 3 0 9 0 306

平成18年度 12 (329) 10 2 1 7 0 312

平成19年度 16 (345) 13 3 1 9 0 320

平成20年度 5 (350) 3 2 0 12 0 313

平成21年度 4 (349) 2 2 0 4 1 312

計 354 - 333 21 2 43 1 -

　（３）確定給付企業年金(累計)

年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

現存
基金

（累計）

減　　少

2264

3309

9

133

475

697

925

1436

現存規約・
基金(累計)

年度
承認数
(新規)

承認後の増減 現存
規約

（累計）
減　　少

年度
認　　　可　　　数

認可後の増減

年度
承認数
(新規)

承認後の増減 現存
規約

（累計）
減　　少
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平成２２年３月３１日現在

  都道府県名 施設名 開設者 所在地

1  茨城県 筑波大学附属病院 国立大学法人  茨城県つくば市天久保二丁目1－1

2  栃木県 自治医科大学附属病院 学校法人  栃木県河内郡南河内町大字薬師寺３３１１－１

3  栃木県 獨協医科大学病院 学校法人  栃木県下都賀郡壬生町北小林８８０

4  群馬県 群馬大学医学部附属病院 国立大学法人  群馬県前橋市昭和町三丁目３９番１５号

5  埼玉県 防衛医科大学校病院 防衛省  埼玉県所沢市並木三丁目２番地

6  埼玉県 埼玉医科大学病院 学校法人  埼玉県入間郡毛呂山町毛呂本郷３８

7  千葉県 千葉大学医学部附属病院 国立大学法人  千葉県千葉市中央区亥鼻一丁目８－１

8  東京都 国立がんセンタ一中央病院 厚生労働省  東京都中央区築地五丁目１番１号

9  東京都 東京慈恵会医科大学附属病院 学校法人  東京都港区西新橋三丁目１９番18号

10  東京都 東京女子医科大学病院 学校法人  東京都新宿区河田町８番１号

11  東京都 慶應義塾大学病院 学校法人  東京都新宿区信濃町３５番地

12  東京都 東京大学医学部附属病院 国立大学法人  東京都文京区本郷七丁目３番１号

13  東京都 東京医科歯科大学医学部附属病院 国立大学法人  東京都文京区湯島一丁目５番４５号

14  東京都 順天堂大学医学部附属順天堂病院 学校法人  東京都文京区本郷三丁目１番３号

15  東京都 日本医科大学附属病院 学校法人  東京都文京区千駄木一丁目１番５号

16  東京都 昭和大学病院 学校法人  東京都品川区旗の台一丁目５番地８号

17  東京都 東邦大学医療センタ一大森病院 学校法人  東京都大田区大森西六丁目１１番１号

18  東京都 日本大学医学部附属板橋病院 学校法人  東京都板橋区大谷口上町３０番１号

19  東京都 帝京大学医学部附属病院 学校法人  東京都板橋区加賀二丁目１１番１号

20  東京都 杏林大学医学部付属病院 学校法人  東京都三鷹市新川六丁目２０番２号

21  東京都 東京医科大学病院 学校法人  東京都新宿区西新宿六丁目７番１号

22  神奈川県 横浜市立大学附属病院 自治体  神奈川県横浜市金沢区福浦３－９

23  神奈川県 北里大学病院 学校法人  神奈川県相模原市北里一丁目１５－１

24  神奈川県 東海大学医学部付属病院 学校法人  神奈川県伊勢原市望星台

25  神奈川県 聖マリアンナ医科大学病院 学校法人  神奈川県川崎市宮前区菅生二丁目１６－１

26  新潟県 新潟大学医歯学総合病院 国立大学法人  新潟県新潟市旭町通一番町７５４番地

27  山梨県 山梨医科大学医学部附属病院 国立大学法人  山梨県中巨摩郡玉穂町下河東１１１０

28  長野県 信州大学医学部附属病院 国立大学法人  長野県松本市旭三丁目１－１

  合計 ２８施設  

１．特定機能病院一覧
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平成２２年３月３１日現在

精神 感染 結核 療養 一般 総数

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

水戸医療センター 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

鹿島労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

霞ヶ浦医療センター 国立病院機構

国立大学法人

筑波大学

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

茨城東病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

栃木病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

宇都宮病院 国立病院機構

国立大学法人

群馬大学

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

高崎総合医療センター 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

西群馬病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

沼田病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

埼玉病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

西埼玉中央病院 国立病院機構

国立障害者

リハビリテーションセンター病院

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

東埼玉病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

千葉東病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

千葉医療センター 国立病院機構

国立大学法人

千葉大学

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

下志津病院 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

千葉労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

下総精神医療センター 国立病院機構

独立行政法人放射線医学総合研究所 独立行政法人

重粒子医科学センター病院 放射線医学総合研究所

国立大学法人

東京大学

国立大学法人

東京医科歯科大学

国立大学法人

東京医科歯科大学

２２２２．．．．国国国国のののの開設開設開設開設するするするする病院一覧病院一覧病院一覧病院一覧

東京大学医科学研究所附属病院

栃
木
県

東
京
都

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

茨
城
県

宮内庁

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

防衛省

国立療養所栗生楽泉園

防衛医科大学校病院

千葉大学医学部附属病院

独立行政法人国立国際医療研究セン
ター国府台病院

国立がんセンター東病院 厚生労働省

厚生労働省

宮内庁病院

厚生労働省

国立がんセンター中央病院

国立国際医療センター戸山病院

東京医科歯科大学医学部附属病院

東京医科歯科大学歯学部附属病院

47

60

440

800712

60

469

135135

754

20

600

100

8854 80140 40

41

備　　考

文京区湯島 1-5-45

文京区湯島 1-5-45

千代田区千代田 1-2

港区白金台 4-6-1

新宿区戸山 1-21-1

100

中央区築地 5-1-1

20

600

425

469

440

400

430

425

192

400

45 8355 785

622

45 455410

50 470420

800

蓮田市大字黒浜 4147 100 452

所沢市並木 3-2

552

36 10

所沢市並木 4-1 200 200

325 325

群馬大学医学部附属病院

和光市諏訪 2-1

9

渋川市金井 2854 50

前橋市昭和町 3-39-15 40

350 350

524

195

吾妻郡草津町大字草津乙 647

開　設　者

千葉市稲毛区穴川 4-9-1

高崎市高松町 36

神栖市土合本町
1-9108-2

沼田市上原町 1551-4

市川市国府台 1-7-1

市原市辰巳台東 2-16

四街道市鹿渡 934-5

所沢市若狭 2-1671

医療法許可病床数
所　在　地

500

445

所在
都道
府県

6

施　設　名

筑波大学附属病院 つくば市天久保 2-1-1

451

330

524

4

380

199

300 300

500東茨城郡茨城町桜の郷 280

759 80041

土浦市下高津 2-7-14

68

250250

428

宇都宮市中戸祭1-10-37 6 456 462

那珂郡東海村照沼 825 360

宇都宮市下岡本町 2160 100

柏市柏の葉 6-5-1

千葉市緑区辺田町 578

千葉市中央区仁戸名町 673

千葉市中央区椿森 4-1-2

千葉市中央区亥鼻 1-8-1

715

330 430

666
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精神 感染 結核 療養 一般 総数
備　　考開　設　者

医療法許可病床数
所　在　地

所在
都道
府県

施　設　名

国立大学法人

東京大学

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

東京医療センター 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

東京労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

災害医療センター 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

村山医療センター 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

東京病院 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

横浜労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

横浜医療センター 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

関東労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

久里浜アルコール症センター 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

箱根病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

相模原病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

神奈川病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

西新潟中央病院 国立病院機構

国立大学法人

新潟大学

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

燕労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

さいがた病院 国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構 独立行政法人

新潟労災病院 労働者健康福祉機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

新潟病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

小諸高原病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

長野病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構まつもと医 独立行政法人

療センター中信松本病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構まつもと医 独立行政法人

療センター松本病院 国立病院機構

東京拘置所医務部病院

国立療養所多磨全生園

関東医療少年院

東
京
都

160

243

420

330

410

80

新潟大学医歯学総合病院

50

1長
野
県

新
潟
県

国立精神・神経センター病院

神
奈
川
県

厚生労働省

厚生労働省

防衛省

東村山市青葉町 4-1-1

川崎市中原区木月住吉町 1-1

横須賀市野比 5-3-1

243松本市芳川村井町 1209

厚生労働省

法務省

法務省

国立成育医療センター

340

761

350

361

825

300

350

260

自衛隊横須賀病院

自衛隊中央病院 防衛省

東京大学医学部附属病院

八王子医療刑務所病院

100

199

470

5

法務省

250

64

1150

460

419

320

280

361

300

50 420370

458

50 370

458

332

199

86246

610

100

610

650

40 510

650

722

100 560

722

460

350

673 923

350

250

65 82

455455

17

119 34 323170

500

460

8 21 38 72

730

400

1210

50 20 42010

780

400

50

60

小平市小川東町 4-1-1

武蔵村山市学園 2-37-1

新潟市西区真砂 1-14-1

新潟市中央区旭町通一番町
754

清瀬市竹丘 3-1-1

世田谷区池尻 1-2-24

小諸市甲 4598

上田市緑が丘 1-27-21

相模原市桜台 18-1

松本市大字寿豊丘 811

燕市佐渡 633

上越市大潟区犀潟 468-1

上越市東雲町 1-7-12

柏崎市赤坂町 3-52

秦野市落合 666-1

横須賀市田浦港町 1766-1

小田原市風祭 412

文京区本郷 7-3-1

目黒区東が丘 2-5-1

大田区大森南 4-13-21

八王子市子安町 3-26-1

横浜市港北区小机町 3211

横浜市戸塚区原宿3-60-2

世田谷区大蔵 2-10-1

葛飾区小菅 1-35-1

府中市新町 1-17-1

立川市緑町 3256

161



精神 感染 結核 療養 一般 総数
備　　考開　設　者

医療法許可病床数
所　在　地

所在
都道
府県

施　設　名

国立大学法人

信州大学

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

東長野病院 国立病院機構

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人

甲府病院 国立病院機構

国立大学法人

山梨大学

長
野
県

信州大学医学部附属病院 40 667 707松本市旭 3-1-1

560 600

26 296山
梨
県

甲府市天神町 11-35

山梨大学医学部附属病院 中央市下河東 1110 40

30,2730 26,493

270

2,914 51 815

223223長野市大字上野 2-477

計 67施設 ----- -----
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平成２２年３月３１日現在

療養
病床

療養
病床
以外

合計

陸上自衛隊土浦駐屯地医務室 防衛省 稲敷郡阿見町青宿 121-1 5 5

陸上自衛隊霞ケ浦駐屯地医務室 防衛省 土浦市右籾町 2410 10 10

茨城農芸学院医務課診療所 法務省 牛久市久野町 1722

入国者収容所東日本入国管理センター医務室診療
所

法務省 牛久市久野町 1766

宇宙飛行士養成棟医務室
独立行政法人
宇宙航空研究開発機構

つくば市千現 2-1-1 6 6

筑波大学ＡＲ放射光実験施設附属診療所
国立大学法人
筑波大学

つくば市大穂 1-1

筑波診療所 農林水産省 つくば市観音台 2-1-9

独立行政法人国立環境研究所診療室
独立行政法人
国立環境研究所

つくば市小野川 16-2

国立大学法人筑波技術大学保健科学部附属東西医
学統合医療センタ－

国立大学法人
筑波技術大学

つくば市春日 4-12-7

国立大学法人筑波技術大学保健管理センター視覚
障害系（春日キャンパス）

国立大学法人
筑波技術大学

つくば市春日 4-12-7

筑波大学保健管理センター
国立大学法人
筑波大学

つくば市天王台 1-1-1

陸上自衛隊古河駐屯地医務室 防衛省 古河市上辺見 1195 5 5

茨城大学保健管理センター
国立大学法人
茨城大学

水戸市文京 2-1-1

水戸家庭裁判所医務室 最高裁判所 水戸市大町 1-1-38

水府学院医務課診療所 法務省 東茨城郡茨城町駒渡 1084

航空自衛隊百里基地医務室 防衛省 小美玉市百里 170 10 10

陸上自衛隊勝田駐屯地医務室 防衛省 ひたちなか市勝倉 3433 5 5

水戸刑務所医務課診療所 法務省 ひたちなか市市毛 847

宇都宮拘置支所医務室 法務省 宇都宮市小幡 1-1-9

宇都宮家庭裁判所医務室 最高裁判所 宇都宮市小幡 1-1-38

陸上自衛隊北宇都宮駐屯地医務室 防衛省 宇都宮市上横田町 1360 3 3

陸上自衛隊宇都宮駐屯地医務室 防衛省 宇都宮市茂原 1-5-45 8 8

宇都宮大学保健管理センター
国立大学法人
宇都宮大学

宇都宮市峰町 350

栃木刑務所医務課 法務省 栃木市惣社町 2484 15 15

国立きぬ川学院診療所 厚生労働省 さくら市押上 288

喜連川社会復帰促進センター診療所 法務省 さくら市喜連川 5547 19 19

喜連川少年院医務課 法務省 さくら市喜連川 3475-1

黒羽刑務所医務部診療所 法務省 大田原市寒井 1466-2 19 19

前橋家庭裁判所高崎支部医務室 最高裁判所 高崎市高松町 26-2

陸上自衛隊新町駐屯地医務室 防衛省 高崎市新町 1080 3 3

陸上自衛隊相馬ケ原駐屯地医務室 防衛省 北群馬郡榛東村新井 1017-2 10 10

榛名女子学園医務課診療所 法務省 北群馬郡榛東村新井 1027-1

赤城少年院医務課診療所 法務省 前橋市上大屋町 60

群馬大学健康支援統合センター
国立大学法人
群馬大学

前橋市荒牧町 4-2

前橋刑務所医務課診療所 法務省 前橋市南町 1-23-7 18 18

前橋家庭裁判所医務室 最高裁判所 前橋市大手町 3-1-34

さいたま少年鑑別所医務課診療所 法務省 さいたま市浦和区高砂 3-16-36

さいたま拘置支所医務課診療所 法務省 さいたま市浦和区高砂 3-16-58 10 10

水資源開発公団診療所
独立行政法人
水資源機構

さいたま市中央区上落合 2-40

陸上自衛隊大宮駐頓地医務室 防衛省 さいたま市北区日進町 1-40-7 2 2

群
馬
県

茨
城
県

埼
玉
県

３３３３．．．．国国国国のののの開設開設開設開設するするするする診療所一覧診療所一覧診療所一覧診療所一覧

所在

都道

府県
施　設　名 開　設　者 所　在　地 備　　考

病床数

栃
木
県
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療養
病床

療養
病床
以外

合計

所在

都道

府県
施　設　名 開　設　者 所　在　地 備　　考

病床数

さいたま家庭裁判所医務室 最高裁判所 さいたま市浦和区高砂 3-16-45

国立武蔵野学院診療所 厚生労働省 さいたま市緑区大門 1030

埼玉大学保健管理センター
国立大学法人
埼玉大学

さいたま市桜区下大久保 255

川越少年刑務所医務部 法務省 川越市南大塚 1508 19 19

航空自衛隊入間基地医務室 防衛省 狭山市入間川 4942 15 15

航空自衛隊航空医学実験隊医務室 防衛省 狭山市稲荷山 2-3

独立行政法人理化学研究所診療所
独立行政法人
理化学研究所

和光市広沢 2-1

陸上自衛隊朝霞駐屯地医務室 防衛省 朝霞市 19 19

国立精神薄弱児施設国立秩父学園診療所 厚生労働省 所沢市下新井 860

防衛医科大学医務室 防衛省 所沢市並木 3-2

さいたま家庭裁判所熊谷支部医務室 最高裁判所 熊谷市官町 1-68

航空自衛隊熊谷基地医務室 防衛省 熊谷市十六間 839 9 9

千葉家庭裁判所医務室 最高裁判所 千葉市中央区中央 4-11-27

千葉少年鑑別所医務課診療所 法務省 千葉市稲毛区天台 1-12-9

千葉大学総合安全衛生管理機構
国立大学法人
千葉大学

千葉市稲毛区弥生町 1-33

陸上自衛隊下志津駐屯地医務室 防衛省 千葉市若葉区若松町 902 5 5

千葉刑務所医務部診療所 法務省 千葉市若葉区貝塚町 192 10 10

陸上自衛隊松戸駐屯地医務室 防衛省 松戸市五香六実 17 5 5

陸上自衛隊習志野駐屯地医務室 防衛省 船橋市薬円台 3-20-1 6 6

千葉大学柏の葉診療所
国立大学法人
千葉大学

柏市柏の葉 6-2-1

海上自衛隊下総航空衛生隊医務室 防衛省 柏市藤ケ谷 1614-1 10 10

国立大学法人東京大学保健・健康推進本部柏地区
国立大学法人
東京大学

柏市柏の葉 5-1-5

成田空港検疫所診察室 厚生労働省 成田市古込字古込 1-1

八街少年院医務課診療所 法務省 八街市滝台 1766

市原刑務所医務課診療所 法務省 市原市磯ケ谷 11-1 6 6

市原学園医務課 法務省 市原市磯ケ谷 157-1

航空自衛隊木更津基地医務室 防衛省 木更津市岩根 1-4-1 5 5

陸上自衛隊木更津駐屯地医務室 防衛省 木更津市吾妻地先 3 3

海上自衛隊舘山航空基地隊医務室 防衛省 館山市宮城無番地 10 10

独立行政法人労働者健康福祉機構労災リハビリ
テーション千葉作業所附属診療所

独立行政法人
労働者健康福祉機構

長生郡白子町幸治 3201

農林水産省診療所 農林水産省 千代田区霞ガ関 1-2-1

特許庁健康管理室 特許庁 千代田区霞ケ関 3-4-3

会計検査院医務室 会計検査院 千代田区霞が関 3-2-2

参議院医務室 参議院 千代田区永田町 1-7-1

衆議院医務室 衆議院 千代田区永田町 1-7-1

内閣総理大臣官邸医務室 内閣府 千代田区永田町 2-3-1

参議院議員会館議員歯科診療室 参議院 千代田区永田町 2-1-1

東京家庭裁判所医務室 最高裁判所 千代田区霞ヶ関 1-1-2

海上自衛隊硫黄島航空基地隊医務室 防衛省 小笠原支庁小笠原村硫黄島

国立国会図書館健康管理室 国立国会図書館 千代田区永田町 1-10-1

千
葉
県

東
京
都

埼
玉
県
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科学技術振興事業団健康管理室
独立行政法人
科学技術振興機構

千代田区四番町 5-3

日本芸術文化振興会医務室
独立行政法人
日本芸術文化振興会

千代田区隼町 4-1

独立行政法人中小企業基盤整備機構医務室
独立行政法人
中小企業基盤整備機構

港区虎ノ門 3-5-1

政策研究大学院大学保健管理センター
国立大学法人
政策研究大学院大学

港区六本木 7-22-1

東京入国管理局診療所 法務省 港区港南 5-5-30

東京海洋大学保健管理センター
国立大学法人
東京海洋大学

港区港南 4-5-7

東京芸術大学保健管理センター
国立大学法人
東京芸術大学

台東区上野公園 12-8

お茶の水女子大学保健管理センター
国立大学法人
お茶の水女子大学

文京区大塚 2-1-1

国立大学法人東京大学保健・健康推進本部本郷地
区

国立大学法人
東京大学

文京区本郷 7-3-1

東京医科歯科大学保健管理センター
国立大学法人
東京医科歯科大学

文京区湯島 1-5-45

陸上自衛隊十条駐屯地医務室 防衛省 北区十条台 1-5-70 10 10

国立スポーツ科学センタースポーツクリニック
独立行政法人
日本スポーツ振興センター

北区西が丘 3-15-1

東京検疫所診察室 厚生労働省 江東区青海 2-7-11

東京海洋大学保健管理センター越中島地区
国立大学法人
東京海洋大学

江東区越中島 2-1-6

東京工業大学保健管理センター
国立大学法人
東京工業大学

目黒区大岡山 2-12-1

国立大学法人東京大学保健・健康推進本部駒場地
区

国立大学法人
東京大学

目黒区駒場 3-8-1

航空自衛隊目黒基地医務室 防衛省 目黒区中目黒 2-2-1 3 3

国立健康・栄養研究所診療室
独立行政法人
国立健康・栄養研究所

新宿区戸山 1-23-1

共助会国立感染症研究所職員診療所 厚生労働省 新宿区戸山 1-23-1

陸上自衛隊練馬駐屯地医務室 防衛省 練馬区北町 4-1-1 10 10

東京少年鑑別所医務課診療所 法務省 練馬区氷川台 2-11-7 10 10

電気通信大学保健管理センター
国立大学法人
電気通信大学

調布市調布ケ丘 1-5-1

航空自衛隊府中基地医務室 防衛省 府中市浅間町 1-5-5 5 5

府中刑務所医務部診療所 法務省 府中市晴見町 4-10-1 19 19

東京農工大学保健管理センター
国立大学法人
東京農工大学

府中市晴見町 3-8-1

東京学芸大学保健管理センター
国立大学法人
東京学芸大学

小金井市貫井北町 4-1-1

一橋大学保健管理センター
国立大学法人
一橋大学

国立市中 2-1

陸上自衛隊小平駐屯地医務室 防衛省 小平市喜平町 2-3-1 5 5

陸上自衛隊東立川駐屯地医務室 防衛省 立川市栄町 1-2-10 5 5

陸上自衛隊立川駐屯地医務室 防衛省 立川市緑町 5 3 3

立川拘置所診療所 法務省 東京都立川市泉町1156-11 18 18

東京家庭裁判所立川支部医務室 最高裁判所 東京都立川市緑町 10-4

八王子少年鑑別所医務課診療所 法務省 八王子市中野町 2726-1

多摩少年院医務課診療所 法務省 八王子市緑町 670

愛光女子学園医務室 法務省 狛江市西野川 3-14-6

神奈川医療少年院医務課診療所 法務省 相模原市小山 4-4-5

横浜検疫所診察室 厚生労働省 横浜市中区海岸通 1-1

独立行政法人航海訓練所練習船日本丸医務室
独立行政法人
航海訓練所

横浜市中区北仲通 5-57
（練習船日本丸船内）

独立行政法人航海訓練所練習船海王丸医務室
独立行政法人
航海訓練所

横浜市中区北仲通 5-57
（練習船海王丸船内）

独立行政法人航海訓練所練習船大成丸医務室
独立行政法人
航海訓練所

横浜市中区北仲通 5-57
（練習船大成丸船内）

神
奈
川
県

東
京
都
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独立行政法人航海訓練所練習船銀河丸医務室
独立行政法人
航海訓練所

横浜市中区北仲通 5-57
（練習船銀河丸船内）

独立行政法人航海訓練所練習船青雲丸医務室
独立行政法人
航海訓練所

横浜市中区北仲通 5-57
（練習船青雲丸船内）

横浜家庭裁判所医務室 最高裁判所 横浜市中区寿町 1-2

横浜少年鑑別所医務課診療所 法務省 横浜市港南区港南 4-2-1

横浜刑務所医務部診療所 法務省 横浜市港南区港南 4-2-2 19 19

横浜拘置支所医務課診療所 法務省 横浜市港南区港南 4-2-3 12 12

東京入国管理局横浜支局診療所 法務省 横浜市金沢区鳥浜長10-7

海上自衛隊横須賀衛生隊第１医務室 防衛省 横須賀市長浦町 1-43 10 10

海上自衛隊横須賀衛生隊第２医務室 防衛省 横須賀市御幸浜 4-1 10 10

海上自衛隊横須賀衛生隊第３医務室 防衛省 横須賀市船越町 7-73 5 5

海上自衛隊横須賀衛生隊第４医務室 防衛省 横須賀市本町

海上自衛隊練習艦「かとり」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

海上自衛隊潜水艦救難母艦「ちよだ」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

海上自衛隊補給艦「ときわ」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

海上自衛隊掃海母艦「うらが」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

海上自衛隊護衛艦「ひゅうが」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

海上自衛隊砕氷艦「しらせ」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

海上自衛隊護衛艦「おおなみ」医務室 防衛省 横須賀市西逸見町１丁目無番地

武山駐屯地業務隊衛生科医務室 防衛省 横須賀市御幸浜 1-1 16 16

横須賀刑務支所医務課診療所 法務省 横須賀市長瀬町 3-12-3

久里浜少年院医務課 法務省 横須賀市長瀬 3-12-1

海上自衛隊潜水医学実験隊医務室 防衛省 横須賀市長瀬 2-7-1 4 4

陸上自衛隊久里浜駐屯地医務室 防衛省 横須賀市久比里 2-1-1 10 10

防衛大学校総務部衛生課医務室 防衛省 横須賀市走水 1-10-20 19 19

横浜国立大学保健管理センター
国立大学法人
横浜国立大学

横浜市保土ケ谷区常盤台 79-1

小田原少年院医務課 法務省 小田原市扇町 1-4-6

海上自衛隊厚木航空基地隊医務室 防衛省 綾瀬市無番地 10 10

新潟少年学院医務課診療所 法務省 長岡市御山町 117-13

長岡技術科学大学体育・保健センター
国立大学法人
長岡技術科学大学

長岡市上富岡町 1603-1

上越教育大学保健管理センター
国立大学法人
上越教育大学

上越市山屋敷町 1

陸上自衛隊高田駐屯地医務室 防衛省 上越市南城町 3-7-1 5 5

新潟検疫所診察室 厚生労働省 新潟市竜が島 1-5-4

新潟刑務所医務課診療所 法務省 新潟市江南区山二ツ 381-4 19 19

新潟大学保健管理センター
国立大学法人
新潟大学

新潟市五十嵐２の町 8050

新潟少年鑑別所医務診療所 法務省 新潟市中央区川岸町 1-53-2

新潟家庭裁判所医務室 最高裁判所 新潟市川岸町 1-54-1

陸上自衛隊新発田駐屯地医務室 防衛省 新発田市大手町 6-4-16 5 5

長野家庭裁判所医務室 最高裁判所 長野市長野旭町 1108

長野刑務所医務課 法務省 須坂市馬場町 1200

陸上自衛隊松本駐とん地医務室 防衛省 松本市高宮西 1-1 5 5

新
潟
県

長
野
県

神
奈
川
県
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松本少年刑務所医務課 法務省 松本市桐 3-9-4 10 10

信州大学保健管理センター
国立大学法人
信州大学

松本市旭 3-1-1

独立行政法人労働者健康福祉機構労災リハビリ
テーション長野作業所附属診療所

独立行政法人
労働者健康福祉機構

諏訪郡下諏訪町社 7001

有明高原寮医務課診療所 法務省 南安曇郡穂高町大字穂高 7299

甲府家庭裁判所医務室 最高裁判所 甲府市中央 1-10-7

甲府刑務所医務課診療所 法務省 甲府市堀之内町 500 19 19

山梨大学保健管理センター
国立大学法人
山梨大学

甲府市武田 4-4-37

陸上自衛隊北富士駐屯地医務室 防衛省 南都留郡忍野村忍草 3093 3 3

山梨大学玉穂地区保健管理センター
国立大学法人
山梨大学

中央市下河東 1110

計 169施設 ----- 539 539

山
梨
県

長
野
県
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都道府県名 対象機関 新規個別指導 集団指導 集団的個別指導 個別指導

医科・病院 0 159 12 2

医科・診療所 8 701 87 40

歯     科 16 1,194 109 57

薬     局 34 850 73 39

医科・病院 1 217 5 2

医科・診療所 21 952 32 40

歯     科 12 841 75 34

薬     局 35 781 50 25

医科・病院 0 126 9 5

医科・診療所 35 612 95 2

歯     科 25 1,009 76 40

薬     局 37 795 51 25

医科・病院 2 274 21 5

医科・診療所 140 793 226 78

歯     科 92 1,911 250 72

薬     局 122 1,130 153 49

医科・病院 4 2 14 0

医科・診療所 205 1,044 200 12

歯     科 121 1,752 241 10

薬     局 96 1,342 160 70

医科・病院 0 1,646 24 11

医科・診療所 348 6,290 432 63

歯     科 100 2,713 395 73

薬     局 225 2,913 223 32

医科・病院 6 249 21 2

医科・診療所 281 1,605 295 33

歯     科 123 2,658 373 191

薬     局 150 3,286 224 129

医科・病院 5 205 8 2

医科・診療所 47 1,055 109 8

歯     科 22 377 100 4

薬     局 98 1,076 82 13

医科・病院 0 59 5 4

医科・診療所 14 385 40 17

歯     科 4 422 33 7

薬     局 23 322 31 9

医科・病院 1 134 8 0

医科・診療所 97 1,228 58 7

歯     科 16 1,037 72 35

薬     局 31 356 64 31

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

４．保険医療機関等の指導状況

神奈川県

新潟県

山梨県

長野県
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都道府県名

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

山梨県

長野県

指　定 廃止等 指　定 廃止等 指　定 廃止等

茨城県 213 199 172 167 183 150

栃木県 197 187 115 116 95 66

群馬県 239 223 122 104 102 79

埼玉県 505 478 464 421 376 323

千葉県 488 449 435 404 310 303

東京都 1,743 1,642 1,462 1,387 969 905

神奈川県 888 798 718 661 532 450

新潟県 158 156 142 129 145 138

山梨県 74 72 60 56 67 59

長野県 205 195 146 141 130 126

都道府県名 指　　 定  廃　 　止 辞　 　退 取　　 消

茨城県 3 1 0 0

栃木県 4 2 0 0

群馬県 5 3 0 0

埼玉県 16 7 0 0

千葉県 18 7 0 0

東京都 41 16 0 0

神奈川県 26 19 0 0

新潟県 2 4 0 0

山梨県 4 1 0 0

長野県 6 6 0 0

0

0

0

個別指導

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

５．指定訪問看護事業者の指導状況

６．保険医療機関等の指定状況

集団指導

0

0

0

0

220

513

0

７．指定訪問看護事業者の指定状況

注）廃止等欄は廃止、辞退、取消の合計件数です。

歯　　　科 薬　　　局
都道府県名

医　　　科
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転　入 転　出
医　　師 126 15 384 380
歯科医師 4 15 84 54
薬 剤 師 214 2 188 172
医　　師 110 13 303 348
歯科医師 8 10 53 41
薬 剤 師 140 0 118 126
医　　師 82 22 153 169
歯科医師 9 12 60 27
薬 剤 師 98 3 80 83
医　　師 220 30 906 664
歯科医師 93 11 293 211
薬 剤 師 629 4 465 468
医　　師 273 22 871 910
歯科医師 222 7 231 349
薬 剤 師 535 5 410 397
医　　師 1,296 69 2,550 2,697
歯科医師 407 28 603 660

医　　師 620 29 1,203 1,134
歯科医師 257 14 300 315
薬 剤 師 713 5 542 529
医　　師 104 36 149 154
歯科医師 89 14 77 140

歯科医師 5 4 12 10
薬 剤 師 53 3 38 34
医　　師 114 20 187 177
歯科医師 47 12 50 80
薬 剤 師 100 8 72 56

都道府県名 保険医等 新規登録 抹消等 異　　　動

神奈川県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

薬 剤 師 1,340 16 1,034 990

105

新潟県

薬 剤 師 138 1 70 80
山梨県 医　　師 45 4 82

 　　　　　　〃                 千葉部会

　　　　　 　〃                 東京部会

 　　　　　　　〃                 神奈川部会

 　　　　　　〃                 新潟部会

長野県

部　　　　会　　　　名

 関東信越地方社会保険医療協議会    茨城部会

 　　　　　　〃                 栃木部会

 　　　　　　〃                 群馬部会

 　　　　　　〃                 埼玉部会

12

12

12

９．関東信越地方社会保険医療協議会各部会の開催状況

８．保険医等の登録状況

注）抹消等欄は抹消、死亡、取消の合計件数です。

 　　　　　　〃                 山梨部会

 　　　　　　〃                 長野部会

開 催 回 数

12

12

12

12

12

12

12
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麻薬取締部関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



（１）法令別検挙人員（人）

平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年

麻 薬 及 び 向 精 神 薬 取 締 法 635 606 611 542 601

うちヘロイン 16 23 22 15 15

うちコカイン 82 44 82 114 120

うちＭＤＭＡ等合成麻薬 450 472 409 312 311

あ へ ん 法 68 13 27 47 21

大 麻 取 締 法 2,312 2,063 2,423 2,375 2,867

覚 せ い 剤 取 締 法 12,397 13,549 11,821 12,211 11,231

合　　　　　　　　計 15,412 16,231 14,882 15,175 14,720

（２）主な薬物の押収量（kg）　但し、MDMA等錠剤型合成麻薬は（錠）

平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年

ヘ ロ イ ン 0.04 0.1 2.3 2.0 1.0

コ カ イ ン 85.5 2.9 9.9 19.1 5.6

あ へ ん 2.0 1.0 28.1 19.6 6.6
乾 燥 大 麻
( 大 麻 た ば こ を 含 む ） 642.6 652.4 232.9 503.6 382.3

大 麻 樹 脂 327.5 233.9 98.7 56.9 33.4

覚 せ い 剤 411.3 122.8 144.0 359.0 402.6

ＭＤＭＡ等錠剤型合成麻薬 469,483 576,748 195,294 1,278,354 217,882.5

（３）覚せい剤事犯における未成年検挙者の推移（人）

平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年

覚 せ い 剤 事 犯 検 挙 者 総 数 12,397 13,549 11,821 12,211 11,231

うち未成年者 395 435 296 308 255

うち中学生 7 23 11 4 8

うち高校生 41 55 44 28 34

うち大学生 18 31 31 24 18

１．麻薬・覚せい剤事犯の推移(全国)

注１）厚生労働省・警察庁・海上保安庁の統計資料による。

注１）厚生労働省・警察庁・財務省・海上保安庁の統計資料による。

注１）厚生労働省・警察庁・海上保安庁の統計資料による。
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平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年

検挙者総数

2,312 2,063 2,423 2,375 2,867
うち栽培事犯

124 111 130 132 215
うち20歳代

1,328 1,156 1,416 1,430 1,542
うち未成年者

223 182 197 184 234
うち中学生

6 5 4 1 2
うち高校生

38 43 27 28 48
うち大学生

115 65 81 94 90

平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年

検挙者総数

450 472 409 312 311
うち未成年者

67 66 32 24 26
うち２０歳代

249 240 223 168 159
注１）厚生労働省・警察庁・海上保安庁の統計資料による。

（４）大麻事犯における未成年検挙者等の推移（人）

注１）厚生労働省・警察庁・海上保安庁の統計資料による。

（５）MDMA等錠剤型麻薬事犯における未成年検挙者及び２０歳代検挙者の推移（人）
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（１）法令別検挙人員（人）

平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年

麻 薬 及 び 向 精 神 薬 取 締 法 32 18 16 25 24

あ へ ん 法 0 0 2 6 0

大 麻 取 締 法 33 25 18 42 62

覚 せ い 剤 取 締 法 50 35 43 46 58

麻 薬 特 例 法 8 5 0 0 3

合　　　　　　　　計 123 83 79 119 147

（２）主な薬物の押収量(単位ｇ。但し、ＭＤＭＡ等錠剤型合成麻薬の上段は錠、下段はｇ）

平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２０年

ヘ ロ イ ン
0.2

コ カ イ ン
4 43 624 191 66

あ へ ん
26 152 25 0

乾 燥 大 麻
( 大 麻 た ば こ を 含 む ） 3,154 477 1,724 1,206 7,098

大 麻 樹 脂
1,636 7,337 381 72

覚 せ い 剤
1,531 2,594 11,633 658 9,412

ＭＤＭＡ等錠剤型合成麻薬
4,484

27
224
0.8

1,152 1,122
48

1.3
99

２．麻薬・覚せい剤事犯の推移（関東信越厚生局麻薬取締部）
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